
 

 

 

 

 

 

 

博士論文 

 

 

 

 

 

 

首都圏郊外の中心地に関する研究 

 
(Suburban Centers in Tokyo Metropolis) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野 卓 



 

 

 

 

 

 

 

 

博士論文 

 

 

 

 

 

 

首都圏郊外の中心地に関する研究 
 

(Suburban Centers in Tokyo Metropolis) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京大学 大学院新領域創成科学研究科 

 

中野 卓 





首都圏郊外の中心地に関する研究 

 
 

≪目次≫ 
 

 

１章 序論                                   1  

 

1-1 研究の背景と目的 

1-1-1 研究の背景 

1-1-2 研究の目的 

1-1-3 郊外中心地の定義 

1-1-4 研究の対象 

1-2 既往研究にみる本論の位置付け 

1-2-1 国内外の大都市圏郊外の中心地形成に関する研究 

1-2-2 郊外中心地の機能的変容に関する研究 

1-3 研究の全体構成 

 

２章 郊外における中心地の発達とその背景                    21  

 

2-1 はじめに 

2-1-1 研究の背景 

2-1-2 研究の目的と方法 

2-2 首都圏郊外の発達とその社会的背景 

2-2-1 首都圏郊外の人口動態 

2-2-2 首都圏郊外の業務・商業の動態 

2-2-3 首都圏郊外の発達に係る時代区分の考え方 

2-3 郊外未発達期における首都圏郊外の都市開発 

2-3-1 近代以前の首都圏郊外における都市の立地 

2-3-2 首都圏郊外の鉄道網の拡張 

2-3-3 戦前における首都圏郊外の計画都市開発 

2-3-4 郊外未発達期の郊外中心地開発の特徴 

2-4 郊外拡大期における郊外中心地の発達 

2-4-1 戦後における首都圏郊外の開発方針とその変遷 

2-4-2 ニュータウン計画にみるタウンセンターの構想 

2-4-3 郊外駅前再開発による商業集積地区の形成 



2-4-4 郊外拡大期の郊外中心地開発の特徴 

2-5 郊外化停滞期の都市開発 

2-5-1 首都圏整備計画にみる縮退期の郊外開発像 

2-5-2 近年の首都圏郊外における拠点型開発事例 

2-5-3 郊外化停滞期の郊外中心地開発の特徴 

2-6 おわりに 

 

３章 首都圏郊外における都市機能集積地の変容                  55  

 

3-1 はじめに 

3-1-1 研究の背景と目的 

3-1-2 研究の方法 

3-2 町丁目単位の人口・従業者動態にみる首都圏郊外の空間変容 

3-2-1 町丁目単位にみる近年の人口動向 

3-2-2 町丁目単位にみる近年の全従業者数の動向 

3-2-3 町丁目単位にみる近年の商業従業者数の動向 

3-2-4 人口・従業・商業の変容パターンおよびその分布の特徴 

3-2-5 首都圏郊外の近年の空間変容 

3-3 さいたま市における人口・従業者・商業動態 

3-3-1 本節の概要 

3-3-2 町丁目別にみる人口・従業・商業の変化 

3-3-3 人口増加と小売業売場面積、年間商品販売額の変化の関係性 

3-3-4 産業中分類集計にみる町丁目別の商業構成の変化 

3-3-5 自治体レベルにおける都市機能集積地の変容 

3-4 おわりに 

3-4-1 知見の整理 

3-4-2 首都圏郊外の空間秩序の「反転」 

 

４章 首都圏郊外における超高層集合住宅の立地特性                79  

 

4-1 はじめに 

4-1-1 研究の背景と目的 

4-1-2 超高層集合住宅の定義 

4-1-3 研究の方法 

4-1-4 既往研究および本研究の位置付け 

4-2 超高層集合住宅のデータ整理の方法 



4-2-1 行政が公開する超高層集合住宅の一覧 

4-2-2 民間事業者による超高層集合住宅の一覧 

4-2-3 情報の集約方法 

4-3 首都圏における超高層集合住宅開発の推移 

4-3-1 首都圏の超高層集合住宅竣工数推移 

4-3-2 首都圏郊外における超高層集合住宅開発の特徴 

4-4 首都圏郊外における超高層集合住宅の立地条件 

4-4-1 超高層集合住宅の従前土地利用 

4-4-2 既成市街地における超高層集合住宅の立地条件 

4-4-3 分析結果の整理と考察 

4-5 超高層集合住宅居住者の特徴とその生活行動 

4-5-1 調査の方法 

4-5-2 超高層集合住宅居住者の特徴 

4-5-3 超高層集合住宅居住者の生活行動のパターン 

4-5-4 小結 

4-6 おわりに 

 

５章 郊外駅前商業地区の住商混合化の実態と課題                 109  

 

5-1 はじめに 

5-1-1 研究の背景と目的 

5-1-2 研究の方法 

5-1-3 既往研究および本論の位置付け 

5-1-4 本論の対象地区 

5-2 駅前商業地区の居住世帯の変化 

5-2-1 世帯タイプ別世帯数からみた居住世帯の変化 

5-2-2 住宅タイプに着目した世帯類型の変化 

5-3 駅前商業地区の居住者層の変化と生活関連施設整備の対応状況 

5-3-1 駅勢圏における生活関連施設整備の現況 

5-3-2 居住者層の変化に対応した生活関連施設整備の現況 

5-3-3 居住者増に伴う生活関連施設整備の課題 

5-4 住宅建設と生活関連施設整備の動向の地区レベル分析 

5-4-1 分析方法 

5-4-2 柏における近年の住宅建設傾向と生活関連施設整備の動向 

5-4-3 本八幡における近年の住宅建設傾向と生活関連施設整備の動向 

5-4-4 住宅建設増加と生活関連施設整備の実態 



5-5 おわりに 

5-5-1 本章の総括 

5-5-2 郊外駅前の複合市街地化と居住環境整備に関わる課題 

5-5-3 今後の研究課題 

 

６章 文化形成の場としての郊外中心地                      135  

 

6-1 はじめに 

6-1-1 研究の背景と目的 

6-1-2 研究対象および研究方法 

6-1-3 既往研究 

6-2 柏駅周辺における地域活動の展開 

6-2-1 商店街中心の地域活動の展開（1970～1990 年代） 

6-2-2 市民の参画と地域活動の拡大（1990～2000 年代） 

6-2-3 地域活動の多様化（2000 年代後半以降） 

6-2-4 柏における地域活動の多様化とその要因 

6-3 地域活動を可能とする空間戦略 

6-3-1 文化形成の場を創出する「柏ルール」 

6-3-2 民間主体による駅前空間の再整備とマネジメント 

6-3-3 駅前空間の利活用とマネジメントの段階的発展 

6-4 活動のネットワーク化とエリアマネジメントへの展開 

6-4-1 1990 年代以降の柏駅周辺のエリアマネジメントの展開 

6-4-2 アーバンデザインセンターによる地域活動の体系化 

6-4-3 エリアマネジメントに期待される役割 

6-5 おわりに 

 

７章 結論                                   161  

 

7-1 各章の知見の整理 

7-2 郊外の中心地の変容実態と都市計画の課題 

7-2-1 ミクロレベルにみる郊外中心地の空間変容 

7-2-2 郊外中心地の今後の課題 

7-3 今後の展望 

7-3-1 郊外論から「郊外都市論」へ 

7-3-2 今後の研究課題 

 



参考資料                                      173   

 

図表リスト                                     177   

 

文献リスト                                     185   

 

謝辞                                        197   



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 序論 

  





１章 序論 

3 

1-1 研究の背景と目的 

 

1-1-1 研究の背景 

 

(1) 大都市圏郊外の中心地の発達 

我が国の大都市圏政策では長年に渡り、都市機能の都心一極集中に伴う交通混雑や災害に対する

脆弱性等の課題の克服を目的に、業務・商業機能の郊外への分散化と、その受け皿となる郊外中心

地の形成が進められてきた。例えば、戦後に策定された我が国の首都圏整備計画では、その第１次

計画より「衛星都市の建設」が中心的な計画概念に位置付けられており、その後「核都市（第３次

計画）」「業務核都市（第４次計画）」と名称を変えつつも、半世紀以上に渡って、交通・商業・業務

等の複合的な都市機能集積地を形成すること、以て自立的な郊外生活圏域を構築することが一貫し

て目指されてきた。 

そして、こうした計画像の一部は既に実現している。矢島ら 1)が指摘するように、我が国の首都

圏は高度に発達した鉄道網を活かして、鉄道駅周辺に高次な都市サービス機能を集積してきた。中

心地の存在は郊外居住者の日常生活におけるトリップの短縮化に寄与し 2)、郊外内で生活を完結す

る居住者を増やしてきたのである。 

 

(2) 「郊外の終焉」と中心地の開発動向の変化 

しかしながら、近年は郊外中心地の開発動向に変化が生じている。第１に、商業床需要が低下し

ている。インターネットショッピングの拡大やロードサイドにおける大型小売店舗の立地増を背景

に、百貨店や商店街を主とする郊外中心地の商業活動の維持が困難化しているのである。第２に、

業務機能が都心回帰しつつある。1990 年代のバブル崩壊に伴う都心部の地価下落や、2000 年代よ

り本格化した都市再生関連政策に伴う大規模オフィス開発の増加によって、都心部のオフィス取得

費用が低下した。これを受けて、立地費用を考慮して郊外に移転したオフィスが都心へ回帰しつつ

あり 3)、オフィスの郊外移転の数自体も減少傾向にあると言われている 4)。 

また、我が国の大都市圏では、高度経済成長期に「団塊の世代」が郊外へ大量に流入したため、

今日では居住年代層の偏りによる急激な高齢化や人口減少が予想される 5)。商圏人口の減少や高齢

化による購買力の低下は中心地の一層の活力低下に繋がりかねず、その悪影響が懸念されている。 

このように右肩上がりの時代を終えた郊外では、今後再び成長へ転じる見込みは薄く「郊外の終

焉」5), 6), 7), 8)を迎えたと言われている。本研究はこの点に関して、縮退期を迎えた大都市圏郊外では、

商業・業務機能の集積による求心的な中心地像からの転換を図り、今日の開発動向を踏まえた上で

新たな方向性を模索するべきであるとの認識に立つものである。 

 

(3) 大都市圏構造変容研究の問題点 

開発需要の変化の下、郊外の拡大成長を前提とした中心地計画像の見直しが求められるが、その

検討を行うためにも、中心地の都市機能立地に関する現状把握が欠かせない。しかしながら、郊外
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中心地の発達については、これまで都市計画や社会学、地理学等の複数領域に跨って研究が行われ

てきたものの、その多くが市町村単位データの分析に基づいており 9)、地区スケールで見た中心地

の動向については十分に研究されてこなかった。 

この点について、小泉 9)は、首都圏の人口分布の特徴を市区町村単位と 1km メッシュ単位の両デ

ータに基づき分析した結果、市区町村単位とメッシュ単位で異なる傾向が確認されること、特にメ

ッシュ単位では市区町村単位で把握されない鉄道との距離による空間分布の変化が確認されたこと

を示し、市区町村単位統計に基づく分析の限界を示唆している。近年は、詳細な地区単位の統計が

整備されつつあり、２分の１メッシュ（=約 500m 四方）や町丁目単位のデータを用いて研究が行わ

れるようになったものの 10), 11)、人口動態に関する分析が中心であり、都市機能立地までを含む総合

的な郊外の変容実態の分析については未着手である。 

特に、近年は低下する商業・業務開発需要に代わって、通勤利便性を重視した住宅需要の高騰を

背景に、郊外鉄道駅周辺に中高層集合住宅の開発が増加している。自立的な生活圏域の核として高

度な都市機能集積を図るべきとされた郊外中心地の開発動向が変容している実態を正確に把握し、

将来の方向性を示すことが必要である。 

 

1-1-2 研究の目的 

 

そこで本研究は、我が国最大の都市圏である首都圏を対象に、第１に大都市圏郊外の鉄道駅周辺

に形成された商業・業務等の都市機能集積地（＝郊外中心地）の実態および近年の変容傾向を論じ

ること、第２に都市集約化による複合市街地拠点の形成が今日の政策課題である点を踏まえて、郊

外中心地における商業・業務以外の機能的発展に注目し、その特徴を整理すること、以上を踏まえ

て、第３に郊外縮退期における中心地の役割の再定位およびその実現の為の都市計画に関する課題

を提示することを目的とする。 

 

1-1-3 郊外中心地の定義 

 

中心地という用語自体は経済地理学の中心地理論（Central Place System / Theory）で示される

ように、幾何学的な都市機能集積地 12)を示す用語として用いられる場合がある。特に地理学分野の

大都市圏研究では中心地理論を応用して、郊外核（Suburban Core）や郊外中心（Suburban Center）

の発達プロセスの分析に用いられてきた。本論では、こうした郊外に発達した都市機能集積地の変

容実態を分析することを目的とするため、郊外鉄道駅周辺に形成された都市機能集積地を「郊外中

心地」あるいは「中心地」と称する。 

なお、都市計画分野では類似用語として「中心市街地（Downtown）」が用いられるが、中心市街

地は行政計画で区域が明示されることが多く、必ずしも本論の対象とする地区と合致しない。混同

を避けるためにも、中心市街地ではなく、中心地という用語を用いることが適当であると考える。 
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1-1-4 研究の対象 

 

(1) 首都圏郊外を研究対象とする理由 

本論では、我が国最大の都市圏である首都圏の郊外を対象に研究を行う。 

首都圏郊外を研究対象とする理由として、首都圏は世界最大の都市圏でありながら、同時に郊外

縮退の先駆例である点が挙げられる。図 1-1 は国連の World Urbanizarion Prospects, the 2014 

revision 13)で示された世界のメガシティにおける 1970 年以降の人口変動および今後の予測である

が、これによると世界のメガシティが今後も人口成長を続ける中で、東京圏注１）と近畿圏のみが

2014~2030 年にかけて人口減少に転ずることが予測されている。特に東京圏は 1970~1990 年間の

人口増加率が最大であったにも拘らず、短期間で急成長から縮退へと転じていることから、拡大成

長を前提とした多核化に代わる郊外変容の新たな動向を検証する上で適性を持つと言える。 

また、近年の公共交通指向型開発（Transit Oriented Development、以下 TOD と称する）に代

表されるように、大都市圏郊外の自動車依存からの脱却が世界的に注目されている。こうした中で、

首都圏郊外は既に鉄道網を中心に発達した空間的特徴を有することから、TOD の普及に伴う大都市

圏郊外の都市機能立地パターンの変容等を検討する上で、有用な知見を提示することが可能である

と考えられる。 

 

 
 

図 1-1 世界の 28メガシティの人口増減（出典：参考文献 12） 
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(2) 研究の対象範囲 

首都圏郊外については、これまで金本 14)の定義や総務省 15)、国土交通省 16)の定義など様々に設定

されているが、本稿では半世紀以上に渡って大都市圏政策の基準とされてきた首都圏整備計画の定

義を参照した。 

首都圏整備計画では、その政策区域区分として都心部に当たる「既成市街地」と郊外に当たる「近

郊整備地帯」、郊外より外側の「都市開発区域」の３つを設定している。このうち、既成市街地に

該当するのは東京 23 区、武蔵野市、三鷹市、埼玉県川口市の一部、神奈川県川崎市の一部、横浜市

の一部である。近郊整備地帯は、１都３県に茨城県南部を加えた地域のうち、上記既成市街地およ

び東京都島嶼部、同奥多摩地域、千葉県外房地域、埼玉県秩父地域、神奈川県西部地域を除く地域

となっている。近郊整備地帯が戦後の人口郊外化に伴って市街地開発が進んだ地域であることから、

本論ではこの近郊整備地帯を「郊外」、既成市街地を「都心」と称することとする（図 1-2）。 

なお、横浜市や川崎市、川口市のように市域が既成市街地と近郊整備地帯の両方に含まれる場合

には、いずれか面積比率の大きい方に分類した。この結果、川口市は近郊整備地帯に、三鷹市と武

蔵野市は既成市街地に分類された。横浜市のうち、鶴見区、神奈川区、西区、中区、南区、保土ヶ

谷区、磯子区、金沢区、港北区、港南区が既成市街地に分類され、残りの８区は近郊整備地帯に分

類された。川崎市は、川崎区、幸区、中原区、高津区が既成市街地に分類され、多摩区、宮前区、

麻生区は近郊整備地帯に分類された。 

また、特別な断りの無い限り、これ以降「首都圏」の統計調査等の集計を行う場合には、上記に

示した「郊外」と「都心」の合計値を用いることとする。 

 

 
図 1-2 首都圏郊外（近郊整備地帯） 
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1-2 既往研究にみる本論の位置付け 

 

大都市圏郊外における都市機能分布に着目した研究として、地理学の大都市圏構造変容研究では、

郊外における都市機能集積に伴う多核化の実態を長年に渡って分析し、理論化してきた。また、都

市計画学では、田園都市、衛星都市、ニュータウン、業務核都市等の様々な郊外中心地の計画像を

提示してきた。近年は郊外化圧力が弱まる中で、地理学、社会学分野を中心にポスト郊外化の議論

が行われ、郊外論の再構築が進められている。本節では、こうした既往の郊外論や大都市圏論をレ

ビューし、既往研究に不足する点を整理すると共に、本論の学術的位置付けを明確にする。 

 

1-2-1 国内外の大都市圏郊外の中心地形成に関する研究 

 

(1) 大都市圏の構造変容研究 

地理学では、1963 年に人文地理学会と日本地理学会の共催で「大都市圏の地域構造」というシン

ポジウムが開催される等 17)、大都市圏郊外の変容に関する研究が早い段階から行われてきた。 

ここでは大都市圏をどう定義するかといった課題 18)と共に、「郊外地帯の形成・機能・進化」が

主要研究課題として提示されている。具体的には、第１に、大都市圏周辺部の都市化現象が研究対

象とされた。例えば、山鹿は浦和 19)、松戸 20)、千葉 21)等の近世以前の宿場町や港町を起源とする都

市が郊外化の中でどのように変容しつつあるかについて、フィールドワークに基づき理論化を行っ

ている 22), 23), 24)。また、矢嶋 25)は東京西郊部の土地利用の変遷を整理することで郊外化の影響を明

らかにしている。第２に、郊外都市の持つ性格が焦点となった。郊外における都市化現象は住宅と

工場の郊外化によって生じる 26)とする一方で、郊外に発達した都市に商業集積が生じ、商圏が再編

されつつあることが報告されている 27)。ただし、この段階では未だ都心への購買流出行動が強く、

大都市圏近郊では顧客牽引の力を有するまでに至っていないとされていた 27)。 

大都市圏郊外の多核化という点では、1930 年代の時点で中心地理論により産業や都市の立地パタ

ーンが提示されていたものの、人口移動に伴う都市機能の多核分散化という論点では、それがダイ

ナミックに生じ始めた 1970 年代以降に研究が活発化した 28)。 

特に北米では、1980 年代以降より高速道路網や情報産業の発達に伴う様々な郊外核形成の実態が

報告されている。例えば、Muller29)は高速道路網の発達により個別交通が拡大したことでオフィス

機能の立地が多様化し、郊外に新たなオフィス集積地“Minicity”を発達させたとしている。

Cervero30)はアメリカ合衆国運輸省の調査研究で大都市圏郊外の業務集積核 57 箇所を分析し、

“Suburban Employment Centers”としてその特徴を提示している。Hartshorn and Muller31)は郊

外に成長した集積核が、Outer Suburbs（遠郊外）と高速道路で繋がった中心地的性格を持つこと、

オフィス機能以外の多様な都市機能を集積しつつあることから、これらを “Suburban Downtown”

と称している。ジャーナリストの Garreau32)も Hartshorn and Muller と同様に、大都市圏縁辺部

においてオフィス等複合機能の集積地区が増加しつつあることを発見し、こうした地域を“Edge 

City”と称した。これに対して、R. Lang33)および R. Lang et al.34)は Garreau の述べる郊外オフィ
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ス集積群の存在はオフィスの郊外化現象の一部分に過ぎず、実態は明確な核を持たないまま都市機

能集積が拡散していると批判し、この実態を“Edgeless City”と称している。こうした郊外核に都市

機能が集積することで郊外が Urban Realms31)を形成し、都心からの自立化が促されると考えられ

ている。多様な都市機能を複合した郊外核および圏域の発達は、従来の郊外と相反する現象である

ことから「郊外の終焉」であり「新しい都市の創造」であるとする説も Fishman35)によって提示さ

れた。 

北米発の大都市圏構造変容モデルを踏まえて、我が国でも大都市圏多核化の動向が盛んに論じら

れてきた 36), 37), 38)。これら研究成果によると、確かに我が国でも従業地 39)や小売業 40)の立地分散が

確認されている。しかし一方で、我が国の郊外における市街地形成は既存集落、都市との関連の中

で進められてきたこと、我が国の場合は鉄道の整備水準が産業立地や人口増加に影響を与えると考

えられることから 41)、自動車交通網を前提とした北米型理論の適用には慎重な検討が要される注２）。 

 

(2) 都市機能集積地の近年の動向 

日本では、郊外における都市機能集積地の形成が政策的に進められてきた面も有する 42)。例えば、

首都圏では 1985 年の首都改造計画および 1986 年の第４次首都圏整備計画で「業務核都市」が示さ

れ、都心に集中するオフィス機能を郊外に分散し、自立した郊外圏域を育成する政策が提示された。

業務核都市に指定された自治体は多極分散型国土形成促進法に基づく税制特例措置や地方債特例等

が得られることで、東京区部からの公的機関の移転受け入れ先となった。 

ただし、民間企業の立地に対する政策的な支援は限定的であり、その効果に懐疑的な見解も示さ

れている 43)。また、移転企業の多くがバックオフィスや営業所、都心に立地する必要のない情報関

連部門であったことから 44), 45)、立地企業間の連携やコミュニケーションに乏しく 43)、都心に対す

る立地費用の低さ以外に誘因が無かったと言われている。そのため、バブル崩壊および都市再生に

牽引された都心大規模開発の増加によるオフィス賃料の下落に伴って、業務機能の都心回帰が進行

しつつあり 3), 46), 47)、郊外における業務機能集積の衰退が危惧されている。 

他方、産業の高度情報化と共に発達した小規模知識産業は、従来産業と異なり大量のオフィス床

を要さないことから、その一部は立地を都心と郊外に渡って自由に展開しつつある。都市計画分野

では山村 48)が知識産業の事業所立地状況を分析した結果、飲食店やナイトライフの充実した「都市

性」（アーバニティ）の高い地域が知識産業を集積することを検証し、郊外内における事業所移動で

はアーバニティの強い郊外中心地に集約が進んでいることを明らかにした 49)。また、柳沼ら 50)は首

都圏郊外における小規模知識サービス企業の立地動向を調査した結果、元々企業集積に乏しい鎌倉

や逗子において、歴史や文化等の地域性に惹かれた経営者が企業を構え、小規模知識サービス企業

が集積しつつある実態を示している。これは従来想定された取引企業間の近接性に基づく利益や、

同一企業の集積による利益では想定し得ない現象であり、今後の大都市圏郊外における都市戦略を

検討する上で有力な手掛かりになると考えられる。 
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(3) 郊外の人口動向の多様化 

首都圏への人口流入の緩和に伴う郊外化圧力の弱まりによって「郊外の終焉」5), 6), 7), 8)が注目され

ているが、他方では依然として住宅開発が進行し、その社会的な求心力を一定に維持し続けるとす

る論考も多く見られる。 

例えば、人口動向に着目した研究では、藤井 10)や相 11), 51)が町丁目単位の人口動態を分析し、大都

市圏郊外でも一様に人口減少が進むのではなく、老朽化した団地を中心とするクールエリアと、鉄

道駅周辺の利便性の高い地区を中心とするホットスポットが同時的に発生することを明らかにして

いる。山崎ら 52)は、郊外居住者の潜在的移住選好をアンケート調査より分析した結果、郊外居住者

の多くが郊外内で移動し、且つ鉄道駅周辺に居住地を求める傾向があることを報告している。 

また、郊外出身の 1960 年代以降出生コーホート「郊外第２世代」に注目し、その居住動向を分析

した研究 53), 54), 55)も多く、郊外第２世代が郊外居住を好む傾向にあることが指摘されている。こう

した居住地選好の背景として、三浦 7)は5,000名以上を対象とするwebアンケート調査の結果から、

郊外居住者が現在の居住環境に満足し継続居住志向が高いこと、郊外への継続居住を支える一要因

として地域拠点の消費地としての発達によって生活利便性が高いこと注３）を挙げている。一方、同

調査では郊外居住者が郊外の発展に求める方向性として「都市化すること」を多く挙げた。ここで

いう都市化とは、主に業務地として発達することを指しており、郊外内で職住近接化のライフスタ

イルの実現を望む者が多いことを示すものと考えられる。郊外における都市機能集積の発達が郊外

居住者の満足感と帰属意識に影響していることが伺われる。 

 

(4) 既往研究に残された課題 

地理学的な郊外多核化の論議では、地区単位の都市計画の役割が過小評価される点に注意が必要

である。例えば、依田 56)は神奈川県を対象に都市機能集積地区の発達過程を地区ごとに詳細に分析

した結果、後背圏居住地の拡大だけでは郊外に都市機能集積が発達しないこと、むしろ競合地区に

人が流れてしまうため、適切な段階で内的整備、すなわち鉄道駅周辺の都市基盤整備と土地利用の

高度化を図ることが不可欠であったことを明らかにしている。これは地理学による自然発達的な郊

外中心地形成の理解とは対極的な見方であり、自動車通勤よりも鉄道通勤の優越する我が国首都圏

では不可欠な視点であると考えられる。 

また、従来の郊外研究では多くの場合市区町村単位データを用いて分析を行っているため、ミク

ロな空間変容の実態は必ずしも明らかでない。この点について、小泉 57)は市町村単位とメッシュ単

位の人口統計を用いて首都圏におけるホワイトカラー人口の動向を分析した結果、首都圏郊外では

ホワイトカラー層が鉄道沿線に集中的に増加し、郊外駅前のジェントリフィケーションが進んでい

ることを示しているが、特に郊外ほど自治体面積が大きく、また鉄道密度が低くなることから、従

来の社会学や地理学が採ったマクロな統計アプローチではこうした実態を十分に把握できない恐れ

があることを指摘している。我が国で小地域単位統計が国勢調査に導入されたのは 1995 年以降で

あり、都市計画分野では先に述べたように人口動向分析など一部にその手法が取り入れられている

ものの、人口動向と都市機能集積の関係性は必ずしも明らかにされていない。 
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さらに、従来の郊外研究では大都市圏郊外の膨張的成長を前提に、産業の分散化およびそれによ

る自立化のメカニズムを分析する研究アプローチが採られてきた。しかし、大都市圏郊外の縮退局

面において、こうした都市機能集積地にどのような変化が生じるのか、この変化が大都市圏構造に

どのような影響を与え得るかといった観点から考察した研究は見られない。特に、縮退局面におい

ては人口の増減がまばらに生じることから 10), 11), 51)、これまでの大都市圏の構造変容研究で採られ

てきたマクロな分析観点では大都市圏郊外の変容を正確に記述できないと考えられ、よりミクロな

空間単位でその実態を解明することが求められている。 

 

1-2-2 郊外中心地の機能的変容に関する研究  

 

(1) ポスト郊外化に関する研究 

1-1-3 で見たように、我が国を除けば未だ縮退期に突入した大都市圏は無いと言えるものの、郊外

開発の停滞および陳腐化、機能更新の問題点は世界共通で生じている。こうした点を克服する方向

性として、2000 年代より「ポスト郊外化（Post-Suburbanization）」に関する研究が増加している。

ポスト郊外化という用語自体は、1997 年に Lucy and Phillips58)によって提唱された。彼らはポス

ト郊外化の特徴を「内郊外の人口減少」「郊外就業者数の増加」「超郊外の人口・就業者数の増加」

等と定義しているが、今日ではこうした定義を超え、郊外再生の文脈でも用いられている。 

例えば、都市デザイン分野では New-Urbanism の計画思想に基づき、ポスト郊外化の特徴を高密

化（Densification）や集約化（Compactness）、用途混合化（Mixed-use）等として、フィールド調

査に基づきその方法論を検証する論考が見られる 59), 60)。また、郊外に発達した住宅地やビジネスセ

ンターの修復すべき対象と見なして、都市計画的介入を行うことを「ポスト郊外的活性化(Post-

suburbanization revitalization)」と称する論考も見られる 61)。また、発展途上国であるインドネシ

アのジャカルタ大都市圏でも既にポスト郊外化が生じているとする報告もあり、ポスト郊外化の定

義は様々であるが、多様な観点からその実態分析が進められている 62)。 

しかしながら、マクロな大都市圏構造変容とミクロな都市空間変容を結びつけてポスト郊外化を

議論する論考は見られず、未だその研究は発展途上である。 

 

(2) 鉄道を中心とした大都市圏構造への転換に関する研究 

近年のアメリカの大都市圏政策では、Calthorpe63)の提唱した TOD （Transit Oriented 

Development: 公共交通指向型開発）の影響もあり、特に 2000 年代以降、従来の自動車利用を前提

とした郊外開発から公共交通網と一体化した郊外の複合市街地開発（図 2-3）が指向されている 64)。

大都市圏政策で見ると、例えばフィラデルフィア都市圏では郊外に点在する Suburban Downtown 

Retail Districts の活性化プラン 65)が示されている。デンバー都市圏では６つの指標（①Connect、

②Innovate、③Efficient、④Place、⑤Mix、⑥Shift）を設定し、TOD の推進を行っている 66)。

Dunham-Jones and Williamson67)は、これら郊外の中心核を公共交通網と共に再生し、大都市圏を

ネットワークとして再編しようとする都市計画的試みを“Incremental Metropolitanism”と称し、今
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後の大都市圏再生の鍵となる概念だとしている。 

我が国でも同様に、公共交通網、特に鉄道網を軸として大都市圏の再編を行うことが目指されて

いる。政策面を見ると、2014年に策定された「国土のグランドデザイン2050」68)を始め、様々な計

画で公共交通網を中心とした集約型都市構造を目指す「コンパクト＋ネットワーク」の計画像が示

されており、大都市圏でも同様にこれに基づくまちづくりの方針が提示されている。国交省大都市

戦略検討委員会は2015年に「大都市戦略」69)を公表し、官民一体型の鉄道沿線まちづくりを目標像

の１つに掲げた。これを踏まえて、2015年12月には「鉄道沿線まちづくりガイドライン」70)が公表

され、特に大都市圏郊外を念頭に置きつつ、沿線自治体間連携による鉄道を軸とした都市機能集積

のあり方と方策が示されている。 

研究では、宋ら71)による首都圏30km圏の都市における駅周辺の地区開発の方向性の提示、中村72)

による鉄道駅周辺の土地利用現況調査等のＴＯＤの観点を踏まえた実態調査が行われている。また、

矢島ら1)は我が国首都圏が鉄道網を中心に発達してきた背景を活かして、首都圏郊外の市街地像と

して鉄道路線を軸とする「トランジットコリドー」への居住および総合的な都市機能の高密度な集

積を図るべきだとしている。しかしながら、ＴＯＤに基づく都市整備像が示される一方で、居住者

の立場から見た都市環境の評価については注目されておらず、またその実態調査も行われていない。 

 

(3) 郊外の集約型都市構造への転換に関する研究 

郊外における集約型都市構造への転換は、周辺部における低密度化と、中心部における高密度化

が両輪となって初めて成立する方策である。 

前者については、拡散した郊外住宅地における空き家・空き地を適切にマネジメントし、計画的

に低密度化する「撤退」や「縮退」として表現されることが多い。首都圏郊外では既に人口減少に

より空き家問題が顕在化した地域も多いことから、鉄道駅から離れた住宅市街地を対象に縮退化に

関する研究や議論が行われてきた73), 74), 75), 76), 77)。また、その課題解決に向けた提案も数多く行われ

ており、空き地・空き家の適正管理による漸進的な居住地域集約化74), 78)、土地の証券化やTDR

（Transfer Development Right: 開発権利移転）を用いた居住地集約の経済的促進策79), 80)、公共交

通網や新たな交通手段の導入による不便地域のカバー等81), 82)、近年では多くの研究者がその現状分

析と解決策の開発に取り組んでいる。 

これに対して、都市集約化のもう１つの論点である高密度化、すなわち郊外の鉄道駅周辺地区に

おける土地の高度利用による複合市街地形成ついては、上記の縮退に比べて研究が少なくなってい

る。高密度化については、従来の都市再生と同様に施設整備に対する補助金や容積緩和等のインセ

ンティブ型の方策が中心であるが、主に集約拠点とされる鉄道駅周辺は商業系用途地域に指定され、

商業・業務の土地利用が中心であることから、必ずしも夜間人口の増加を想定した市街地整備が行

われてこなかった。確かに交通利便性の高い環境であり、近年住宅需要が高まりつつあるが、そこ

での居住環境に魅力が伴わなければ、居住集約化のプル要因として機能し続けることは難しいだろ

う。高密度化に伴う居住環境の整備については、依然検討すべき課題として残されている。 
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(4) 郊外の地域活動と文化形成に関する研究 

大都市圏の郊外化を支えた主要な住宅取得層が「団塊の世代」であったことから、近年団塊の世

代の定年退職に伴って郊外内で活動する高齢者の増加が指摘されている 83)。通勤を中心とした都心

と郊外の往復型生活から郊外中心の生活へと回帰する中で、高齢者を地域コミュニティから孤立さ

せず、社会的に包摂することを目的に 84)、多くの郊外自治体ではコミュニティ政策が打ち出されて

いる。また、郊外住宅地における地域活動への参加が生活満足度と地域への愛着を向上させること

が明らかにされており 85), 86)、住宅地としての持続性を高めていく観点からも地域活動の重要性が示

されている。近年は、自治体だけではなく、鉄道会社が沿線全体の地域戦略として地域活動を推進

する事例も現れており、例えば横浜市の東急田園都市線沿線では、郊外居住者の地域活動を推進す

ることでコミュニティ形成を図る「次世代郊外まちづくり」87)が展開されている。 

他方では、高齢者だけでなく様々な年代層の活動が郊外で展開しつつある実態も報告され、そう

した活動は郊外中心地で見られるようになっている。浜田ら 88)は郊外駅前に立地するコミュニティ

カフェが地域活動の形成に果たす役割を考察している。松山 89)は、柏で活動する若者を中心とした

まちづくり団体への参与調査を通じて郊外居住者の住民活動の面から考察を行った結果、郊外中心

地が郊外居住者の共同性を構築するフィールドとなっていること、三浦 7)の指摘する従来の日常生

活拠点としてだけでなく、地域のコミュニティ形成のハブとして、あるいは文化形成における孵卵

器として機能していることを示している。 

しかし、郊外中心地をフィールドとした地域活動やそれによる文化形成の取組みに関する研究は

全体的に乏しく、その実態について十分に明らかにされているとは言えない。 
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1-3 研究の全体構成 

 

ここまで整理した論点を踏まえて、本研究は以下の手順で研究を進める（図1-3）。 

 

２章では、郊外中心地の詳細な分析に入る前に、首都圏郊外における中心地の発達過程とその政

策的、歴史的背景を文献調査より整理することで、各時代に形成された郊外中心地の空間的特徴を

理解することを目的とする。特に本稿では、首都圏において人口の郊外化が本格化した高度経済成

長期の前後で時期を区分し、それぞれの発達の過程を概観する。 

 

３章では、首都圏郊外の近年の人口動態と都市機能集積の変容の関係性を明らかにすることを目

的とする。具体的には、第１に、人口動向および都市機能集積の変容を町丁目単位で分析し、都市

機能集積地の立地傾向の特徴と、その近年のマクロな変容傾向を明らかにする。ここでは、既往研

究で指摘される鉄道との関係性、土地利用との関係性に着目して、各町丁目の特性と人口・従業者

数の変化率のクロス集計を行う。第２に、商業統計調査の詳細な集計結果が公表されているさいた

ま市を対象に、人口・商業等の詳細分析を行うことで、上記のマクロな変容傾向を自治体レベルで

も検証する。 

 

４章では、首都圏郊外における近年の新しい住宅開発動向の１つとして超高層集合住宅開発に着

目し、その網羅的把握および分析を通じて立地実態を明らかにする。超高層集合住宅の開発は、人

口増加をもたらすことで周辺地区への波及効果が期待されることから、都市再生の１つのツールと

して一般的に認知されている。しかし、都心からの流入者の減少に伴い既に人口減少に転じた自治

体の多い郊外では、公共投資が限られる中で局所的な人口急増に対応しなければならない。そのた

め、超高層集合住宅の開発動向を把握することは、今や都心だけでなく郊外にとっても重要な課題

である。また、超高層集合住宅の需要層およびその生活行動の特徴をアンケート調査より把握し、

住宅立地による周辺地区への影響について考察を行った。 

 

５章では、郊外駅前商業地区における住宅開発の実態を分析し、その課題を検討する。居住者の

増加は、夜間人口に対応した公共的施設整備の需要を新規に喚起するが、用途地域上の商業地域は

「商業や業務の利便を増進する」ことを目的としており、居住者の利便増進は本来重視されない。

そのため、居住者の増加と居住環境の整備との間にギャップが生じることが懸念される。この課題

に対して、本章ではまず、国勢調査のデータ分析に基づき近年の郊外都市における住宅供給の実態

を明らかにする。次に、テレポイントデータを使用した分析により、近年の住宅開発に伴う公共的

施設整備の変化を明らかにする。さらに、ケーススタディを通じて郊外の駅前商業地区における住

宅開発による実態把握と課題の分析を行うものである。 

 

６章では、郊外中心地において住宅開発が増加している現状を踏まえ、増加する居住者と商業者



14 

の連携による地域活動の在り方を検討する。本章では、商店主らと市民の連携によって地域活動を

展開し、一定の成果を挙げてきた千葉県柏市の中心市街地である柏駅周辺を対象に、活動の形成過

程とその意義を明らかにする。具体的には、①中心市街地の衰退に直面した柏で多面的な活動が展

開されることとなった背景を整理すること、②地域活動を可能とする公共空間のマネジメント体制

の詳細を明らかにすること、③多様化した地域活動をネットワーク化し、地域個性や文化形成に向

けて方向付けるエリアマネジメントの在り方を明らかにすることを目的とする。 

 

７章では、本論文の全体を総括すると共に残された課題を提示し、結論とする。 
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注 

 
注１）本資料で示される「東京圏」は群馬県や栃木県など１都３県以外を含む広域関東圏を対象とするため、

本論で対象とする首都圏の範囲とは異なる点に注意が必要である。 
注２）例えば、Edge City はその定義として「500 万 ft2 以上のオフィス面積」「60 万 ft2以上の小売面積」「昼

間人口が夜間人口より多くなる」「30 年以上前は都市として認識されていなかった」こと等の特徴があると

されるが（参考文献 32）、我が国の首都圏郊外に発達した郊外都市の殆どでこの定義は該当しない。また、

自動車通勤の発達した北米と異なり、我が国では鉄道が主な通勤手段であることから、鉄道を中心に市街地

形成が進んだことも我が国の特色である。 
注３）三浦（参考文献 3）は業務機能と並行して消費傾向の分析を行うため、柏駅、立川駅、大宮駅の３地点で

街頭インタビュー調査を実施している。その結果、これら市街地を訪れる郊外居住者は「地元」あるいは「拠

点地域」での購買行動を志向しており、都心や副都心にも出かけるものの、概ね郊外内の生活で満足してい

ると考察を行っている。ただし、本調査ではそもそもサンプル数が極めて少ないこと（各地点 6~10 名）か

ら、定性的な情報に留まる点で留意が必要である。 
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2-1 はじめに 

 

2-1-1 研究の背景 

 

地理学分野では、首都圏郊外における中心地の発達は周辺人口の増加に伴う自然的な現象と捉え

られてきたが、依田 1)が明らかにしたように、後背圏居住地の拡大だけでは郊外に都市機能集積が

発達しないこと、むしろ競合地区に人が流れてしまうため、適切な段階で都市基盤整備と土地利用

の高度化を図る都市開発が必要であった。そのため、今日の郊外に発達した中心地の多くはある段

階で区画整理や市街地再開発事業等の計画的介入が行われた地区が多く見られる。 

また、首都圏郊外を対象とした開発指針として、戦前の大都市圏地方計画から首都圏整備計画に

至るまで様々な構想が提示されてきたが、各時代によってその課題と方針は大きく異なる。それぞ

れの開発が行われた時代や法制度によって、郊外中心地は異なる空間的特徴を持つのではないかと

考えられる。 

 

2-1-2 研究の目的と方法 

 

そこで本章では、次章以降で行う郊外中心地の詳細な変容実態の分析に入る前に、首都圏郊外に

おける郊外中心地の発達過程とその政策的、歴史的背景を整理し、各時代に形成された郊外中心地

の空間的特徴を理解することを目的とする。その具体的な研究方法として、下記２点を行う。 

第１に、首都圏郊外のマクロな社会的変容を市区町村単位の統計を用いて整理すると共に、首都

圏郊外の開発に関する法制度や政策の動向を既往文献より整理することで、郊外中心地の開発に係

る社会的背景を明らかにする（2-2）。 

第２に、首都圏郊外の中心地開発における空間的特徴を時代ごとに整理する。この際に、後述す

る３つの時代区分（郊外未発達期、郊外拡大期、郊外化停滞期）に沿って、その当時の社会的背景

や政策方針を踏まえた上で、開発事例の特徴を明らかにする（2-3, 2-4, 2-5）。 

最後に、本章で得られた知見を踏まえて、郊外中心地の発達の移り変わりを記述すると共に、郊

外化圧力の停滞した今後の中心地の開発動向を展望する。 
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2-2 首都圏郊外の発達とその社会的背景 

 

2-2-1 首都圏郊外の人口動態 

 

(1) 都心と郊外の人口推移 

まず、本節では国勢調査等の統計調査の集計結果から、首都圏郊外の社会的変容を概観する。 

図2-1および図2-2は、国勢調査の自治体別人口統計より1930年以降の郊外と都心の今日までの人

口推移を整理したものである。市町村合併等により行政区域が変更されている場合は、2015年時点

の行政区域に合せて過去の人口統計を合算している。 

これによると、1960 年代までの首都圏では、戦時中の戦死や疎開の影響で都心の人口が著しく減

少した 1940~1950 年間を除き、都心の人口成長率が一貫して郊外のそれを上回っていた。自治体ご

との人口増減を見ても、都心南部や山の手エリア、埼玉県の一部地域で人口が急成長する一方、そ

の周辺エリアまで人口成長の波は及んでいないことが明らかである。実際に、1960 年時点で都心の

人口約 970 万人に対して郊外には約 580 万人と、最大 400 万人近い人口差が開いており、首都圏の

半数以上の居住者が都心部に集中していた。 

しかし、1960 年代後半より人口の郊外化が本格化すると、1970 年時点で郊外の人口が都心に並

び、1975 年以降はその差が大きく開き始めた。2000 年時点で都心の人口約 1,110 万人に対して郊

外は約 2,123 万人と、半世紀足らずで郊外は都心の約２倍の人口に達している。また、1960~80 年

には 10 年間で人口が２倍に増加する自治体も郊外に多く現れた（図 2-2）。スプロールや通勤時の

交通混雑等のいわゆる郊外化の問題が最も深刻化した時代であり、後述するように、こうした課題

を解決するためにニュータウン等の大規模開発や郊外駅前の再開発が活発に行われることとなった。 

その後、2000 年代に入ると郊外における人口増加傾向は徐々に縮小していった。2000~2010 年

間の郊外の人口増加率は約 5.8%であり、最新の国政調査に基づく 2010~2015 年間の人口増加率は

僅か 0.8%まで縮小し、郊外における開発圧力は低調化している。これに対して、都心では 1970 年

以降長らく人口減少が続いたものの、2000 年以降は再び人口増加に転じ、1995~2015 年間に約 170

万人の人口増加が確認されている。 

また、国立社会保障・人口問題研究所が 2013 年に公表した市区町村別の人口推計に基づくと、 

 

 

図 2-1 首都圏の人口推移 
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図 2-2 首都圏の自治体別人口増減率の変遷 
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郊外では 2020 年から 2040 年間にかけて約 220 万人の人口減少が見込まれており、郊外の一層の

縮退は避けられない情勢となっている。 

 

(2) 首都圏郊外における居住地移動の傾向 

上述の通り、首都圏では2000年代以降に郊外の人口成長が鈍化する一方、都心で人口増加が生じ

ている。これについて、近年では「都心回帰」という言葉が盛んに使われているが、郊外居住者の

都心への移住は果たして実際に増加しているのだろうか。この点を検証するため、国勢調査人口移

動集計を用いて、郊外居住者の居住地移動の傾向を分析する。 

郊外居住者の居住地移動のパターンは目的地によって４つに分類される。第１に、都心へ居住地

移動を行う「A. 都心回帰」である。第２に、郊外から郊外へ移動する「B. 郊外内移住」が挙げら

れるが、これはさらに前住地と同じ自治体内に移住する「B-1. 郊外自治体内移住」と自治体間移住

を伴う「B-2. 郊外自治体間移住」に分類される。第３に、当該大都市圏以外へ流出する「C. 圏外

移住」が挙げられる。また、居住地移動しない居住者を「D. 非移動」として集計する。 

国勢調査では、末尾が０の年となる10年毎に「５年前の前住地」を尋ねる人口移動集計が行われ

る。人口移動集計は、５年前の居住地と現住地が異なる人口を集計しており、同じ自治体内での居

住地移動もその集計の対象となる。ただし、最新の2015年調査では、末尾が０とならない年に初め

て人口移動集計が行われたことから、本論では1990年（1985~1990年間の居住地移動）、2000年（同

1995~2000年）、2010年（同2005~2010年）、2015年（同2010~2015年）の４時点におけるデー

タに基づき、その居住地移動の推移を表2-1に整理した。 

 

表 2-1 首都圏郊外を前住地とする居住地移動人口の集計 

 
 

まず、居住地移動および非移動の総数の推移を見ると、首都圏郊外では非移動人口割合が徐々に

高まっており、1995~2000年間の非移動人口比率69.4%から2010~2015年間には同79.3%と10%近

く増加し、定住化が進んでいることが読み取れる。2010~2015年間には居住地移動を行う郊外居住

者は全体の約２割に留まっている。 

次に、移動全体に対する割合に着目すると、都心回帰が占める割合は1995~2000年間以降増加傾
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向にあるものの、移動全体に対して約10%と少ない。これに対して、郊外内移住が占める割合は全

期間を通じて70%以上であり、都心回帰に比して極めて大きくなっている。また、居住者移動のう

ち、自治体内移動が占める割合は40％前後で推移していることから、首都圏郊外の居住地移動につ

いては、郊外内での流動が中心であると言える。 

 

2-2-2 首都圏郊外の業務・商業の動態 

 

(1) 首都圏郊外の従業者数の推移 

次に、国勢調査の従業地による人口集計の結果より、首都圏郊外における 1980 年以降の総従業

者数の推移を集計した（図 2-3）。郊外において人口増加の続いていた 1980~2000 年間には、同時

に従業者数が増加していたことが分かる。これに対して、都心は 1990 年代をピークに以降減少傾

向にある。2010 年には郊外が都心の就業者数を上回ったことから、郊外への就業地の分散は確実に

進んでいると言えるだろう。 

しかしながら、郊外の就業者数も 2000 年以降はほぼ横ばいとなり、2005 年以降には僅かながら

減少に転じている。また、都市再生に伴う規制緩和等に伴って都心でオフィス供給量が増加してい

ることを背景に、2010 年以降は千代田区や中央区、港区、江東区等で再増加に転じ、業務機能の都

心回帰の萌芽が確認されている。 

 

 

 

図 2-3 首都圏の従業者数の推移 

 

 

図 2-4 首都圏の小売業売場面積の推移      図 2-5 首都圏の小売業年間商品販売額の推移 
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(2) 首都圏郊外の小売業売場面積および年間商品販売額の推移 

商業統計調査より、1994 年以降の小売業売場面積の推移を図 2-4 に、同年間商品販売額の推移を

図 2-5 に整理した。これによると、延べ床面積と売上高の両方とも郊外が都心より大きな値をとる

ことから、業務機能に比べて商業機能の郊外への分散化は進んでいると言える。その推移は郊外と

都心で同じ傾向を見せており、売場面積は 2007 年まで増加していたが、2014 年に都心と郊外共に

減少に転じている。年間商品販売額は売場面積の増加に関わらず、都心と郊外共に 1990 年代より

緩やかな減少傾向にある。 

以上を整理すると、首都圏郊外の人口成長が鈍化し始めた近年、業務機能と商業機能の郊外への

分散も共に停滞あるいは減退へと向かいつつあることが明らかである。 

 

2-2-3 首都圏郊外の発達に係る時代区分の考え方 

 

以上の簡易的な整理を踏まえると、首都圏郊外の動向は大きく３つの時期に分類することが可能

である。まず、1960 年代以前の「郊外未発達期」である。郊外の人口が都心より少なく、本格的な

郊外化が始まっていない時期である。次に、1960 年代～1990 年代の「郊外拡大期」である。郊外

の人口増加が最も著しい時期であり、人口増加に伴って従業者数や小売業売場面積も右肩上がりに

増加した。人口・業務・商業の全てが郊外に分散し始めたことで、多くの自治体で今日の中心地の

形成が進んだ時期と言える。そして、2000 年代以降の「郊外化停滞期」である。人口および従業者

数の増加が停滞すると共に、商業については売場面積、年間商品販売額共に減少に転じた時期であ

る。郊外の縮退化が始まった一方で依然として新規開発される地区があるものの、商業・業務機能

の立地が限られる中で、その中心地の空間計画に変化が生じることが予想される。 

この３つの時代区分を踏まえて、以降では郊外中心地の発達過程およびその空間的特徴を整理し

ていく。なお、本章で述べる首都圏の郊外開発に係る法制度や政策、計画・指針、社会的背景につ

いては、後述する文献等に基づき表 2-2 に整理している。 
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地方計画協議会の設置

東京緑地
計画協議会

グリーンベルト計画

中心市街地活性化法

小売業中心政策から
中心市街地へシフト

総人口減少
リーマン
ショック 東日本大震災

海道清信「コンパクトシティ」

三浦展「ファスト風土化する日本」

市町村計画
マスタープラン

針
方
・
画
計

律
法

針
方
・
画
計

律
法

市
都
星
衛

【凡例】

東京50~100km圏に
グリーンベルト整備

東京緑地計画

東京復興
都市計画概要

首都建設
委員会の発足

大都市の過密化防止に
向けた衛星都市建設
など７原則の提示

人口10万の衛星都市育成

第2次第2次 第3次第3次 第5次第5次第4次第4次

 

第1次第1次

首都圏改造
構想素案

首都圏改造
基本構想

首都改造計画

新住宅市街地開発法

幕張ベイタウン

柏の葉国際
キャンパス
タウン計画

柏の葉
キャンパス

多摩ＮＴまちびらき

筑波研究学園都市建設法 二子玉川ライズ千葉業務核
都市基本構想

クールジャパン
フォレスト(東所沢)

幕張新都心構想
東京都長期計画
立川・町田・八王子を
多心構造の核に位置付け

千葉ＮＴ
ユーカリが丘

港北ＮＴ 越谷レイクタウン
洗足田園調布の分譲開始
(現・田園調布)

備
整
道
鉄

田中角栄「日本列島改造論」
日本全土の均衡ある発展

丹下健三「東京計画1960」
東京内での都市機能高度化
線形平行射状の都市構造

市街地改造法
公共施設整備関連の
市街地改造を可能に

大ニューヨーク
地域地方計画

首都圏
構想素案
首都圏
構想素案

首都圏整備委員会

衛星都市の整備に関する申し入れ

土地区画整理法耕地整理法(1909~)耕地整理法(1909~)
土地改良法市区域内で禁止

大ロンドン計画

首都圏市街地
開発区域整備法
首都圏市街地
開発区域整備法

ニュータウン整備

シャウプ勧告
地方自治の
独立性を強化

自動車100万台 所得倍増計画 東京オリンピック

大店法
大型店舗出店規制

規制緩和

東武野田線
(柏～船橋)

京成線
東急東横線

小田急線
西武新宿線

京急線
(神奈川～逗子)

京王井の頭線

東急田園都市線
(溝の口～長津田)

武蔵野線

京王多摩線 埼京線

京葉線
(新木場～千葉みなと)

北総線(高砂～千葉ＮＴ) つくばエクスプレス

埼玉高速鉄道

住宅公団法
日本住宅公団
(現UR)の設立

関東大震災 オイルショック

地方分権一括法

新都市計画法 線引き制度・開発許可制度
用途地域を8つに細分化

首都圏近郊緑地保全法

工業団地造成に
関する規定が追加
工業団地造成に
関する規定が追加

首都圏整備法首都圏整備法

学校、工場等の
立地制限の強化

都市緑地法

緑地保全地区制度
緑化協定制度

首都圏の範囲が
1都7県に拡大

都市再生特別措置法 立地適正
化計画

都市再生
整備推進法人

住宅建設五箇年計画
 

第二期

第一期

第三期

第四期 第六期
地域間の均衡ある発展

豊かな環境の創造 人間居住の総合的環境整備

多極分散型国土の構築 多軸型国土形成の基礎づくり

第五期
人間居住の総合的環境整備

第七期
人間居住の総合的環境整備

第八期

住生活基本法
住宅の長寿化と中古市場の活性化

郊外私鉄整備

首都圏基本問題懇談会
研究学園都市建設を提言 / 事実上のグリーンベルト見直し

国土総合開発法

×

×

郊外拡大期郊外未発達期

工業機能の郊外化を中心とした衛星都市育成 工業機能に加えて研究機関の郊外移転を促進 郊外に業務・行政・研究機能を持つ副都心を育成 民間開発主導の新しい郊外核形成

都市再開発法
市街地再開発事業の導入

緑地を都市計画
施設に位置付け

大都市内に非建築帯を設定
外延部に郊外都市と衛星とを設定

都心部への急激な人口流入に対する緊急措置 近郊地帯整備の見直しと住機能のスプロール化 郊外業務核育成を掲げた都市構造改革方針 業務核都市を中心とする多核分散型大都市圏の形成

バブル崩壊

首都圏整備計画関連

国土形成関連 ニュータウン関連

グリーンベルト関連

衛星都市・業務多核都市関連

中心市街地活性化関連

…  法制度（改正は白抜き）

…  委員会・協議会関連

…  その他全般

…  関連事項

× …  法律等の廃止

幕張新都心の
整備構想

旧都市計画法(1919~)旧都市計画法(1919~)

表2-2 首都圏郊外の開発関連政策史・計画史

年代区分 郊外化停滞期
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2-3 郊外未発達期における首都圏郊外の都市開発 

 

2-3-1 近代以前の首都圏郊外における都市の立地 

 

現在の首都圏に膨大な人口が定着し始めたのは、江戸時代以降のことである。ただし、首都圏郊

外に当たる地域には、幕府の防衛政策上大藩が置かれなかったことから、都市としての発達が遅れ

ていた。歴史地理学者の中島 2)は 1865 年の大名の石高を調べた結果、20 万石以上の大名が江戸か

ら最も離れた九州に５つあったのに対して、関東には水戸藩の１つしか無かったことを明らかにし

ている。一方で、１万石程度の零細藩は、九州の４に対して関東は 25 と６倍以上にのぼり 3)、関東

に立地する藩の 51%が零細藩であった。こうした歴史的背景から、近世の江戸周辺には地方都市ほ

どに大都市が栄えなかったと考えられている。 

ただし、同時代には交通交易上の観点から江戸と各地方を結ぶ街道および河川路、海路が整備さ

れたため、これら交通路沿いに一定の都市集積が発達したことが知られている。地理学者の浮田 4)

は、当時の政府最高機関である正院の地誌課が明治初期に編纂した『日本地誌提要』を用いて、明

治から大正にかけての関東地方の人口を整理している。浮田の整理によると、明治６年（1873 年）

時点の関東地方で人口が 3,000 人以上の都市は 61 あった（表 2-3）。そのうち、鎌倉と龍ヶ崎を除

くすべてが城下町、宿場町あるいは港町であり、人口１万人を超える都市はわずか 11 のみであった。 

現在の首都圏郊外の範域に限定すると、人口 3,000 人を超える都市として、小田原、船橋、川越、

八王子、行田、佐倉、浦賀、鎌倉、藤沢、岩槻、大磯、関宿、府中、木更津、幸手、龍ヶ崎、熊谷、 

 

 
図 2-6 主な街道と明治６年時点の人口 3,000人以上の都市の位置  
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表 2-3 明治６年時点の人口 3,000人以上の都市 
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草加、粕壁（春日部）、水海道、三崎、大宮、鴻巣、千葉という 24 の都市が挙げられている（図

2-6）。このうち城下町由来の都市は小田原、川越、行田、佐倉、岩槻、関宿の６つのみで、それ以

外は港町や街道筋に発達した都市が大半である。また、小田原以外の 23 都市は人口が１万人以下と

少なく、人口集積の点で当時の地方都市に遅れていたことは明白であり、近世以前の城下町や商家

町から発達した場合の多い地方都市とは、大きく異なる歴史的背景を持つことが鮮明である。 

 

2-3-2 首都圏郊外の鉄道網の拡張 

 

江戸時代まで街道による馬車交通や舟運が中心であった首都圏では、1872 年の新橋～横浜間にお

ける鉄道開通を嚆矢として、戦前に数多くの鉄道路線が敷設されていった。これが戦後の首都圏で

郊外へ居住地を拡大する直接的要因の１つになると共に、郊外に都市機能集積が図られる基礎を形

成した。郊外鉄道の敷設に関する知見は既に数多く蓄積されている為、ここでは既往研究 5), 6), 7), 8)

のレビューを通じて、特に戦前の鉄道網整備の変遷を整理する（表 2-4）。 

 

(1)  鉄道国有化以前（～1906年） 

まず、郊外鉄路の黎明期である明治時代より 1906 年の鉄道国有化法成立までの変遷を見る。我

が国首都圏で初めて郊外鉄路が整備されたのは埼玉方面であり、日本鉄道会社によって 1883 年に

上野～熊谷間で日本鉄道第一区線（現 JR 東北本線）が開設された。本路線は中山道沿いに位置し、

開業当初の駅は浦和、上尾、鴻巣、熊谷等の当時人口規模の大きかった中山道宿場町付近に置かれ

た。本線は大宮で分岐して東北方面へ延伸し、1891 年に青森まで延伸することで、東京から東北方

面へ直通する初めての長距離路線となった。日本初の民間会社による同鉄道敷設は結果として大き

な収益を上げることに成功し、これ以降私鉄ブームが生じることとなった。 

日本鉄道会社は 1885 年にも日本鉄道品川線を開業し、これが現在の JR 山の手線の西側半分とな

っている。1889 年には新宿～八王子間の甲武鉄道（現 JR 中央線）が開通し、次いで 1894 年に甲

武鉄道から分岐する形で国分寺～東村山間に川越鉄道が敷設された（翌 1895 年に川越に延伸）。

川越鉄道は今日の西武国分寺線であり、後の西武鉄道にとって最初の路線であった。千葉方面へは、

1894 年に錦糸町～佐倉間を繋ぐ総武鉄道、1896 年に日暮里～水戸間を繋ぐ日本鉄道土浦線が開通

した。いずれも 1906 年の鉄道国有化法に伴って国鉄となり、前者は今日の JR 総武線、後者は JR

常磐線となっている。また、日本鉄道土浦線の北千住駅と接続する形で 1899 年に北千住～久喜間

の東武鉄道が開業している（現東武スカイツリーライン）。同路線は 1902 年に業平橋～加須間を

開通した。一方、首都圏南部では 1889 年に東海道線が新橋～神戸間で全通し、我が国の交通上の

大動脈となった。 

しかし、1900 年代に入ると日露戦争による軍事目的の物資輸送の必要性が大きくなったこと、ま

た昭和恐慌の中で私鉄の経営状況が悪化したことから、1906 年に鉄道国有化法が成立し、一部鉄道

を対象に国有化が行われることとなった。 
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表 2-4 戦前の郊外鉄道網の拡張過程 

 

 

(2) 鉄道国有化から関東大震災まで（1906～1923年） 

次に、鉄道国有化法公布から関東大震災が起きた 1923 年までの郊外鉄道網の変遷を見る。 

1906 年の鉄道国有化法の成立に伴い、日本鉄道および甲武鉄道、総武鉄道は国有化されることと

なった。これによって「幹線は官鉄、局地的な輸送は私鉄」8)の構造が明確となり、私鉄に対して軽

便鉄道法や同補助法によって育成策が拡充されていった。また、これと併行して東京市内の電鉄に

関して公有公営化論が沸き起こり、1911 年に東京市電が発足した。これにより、民間資本で成立・

運営される東京地域の鉄道はその起点を山手線の内側に置くこと、すなわち都心への延伸が許され

なくなった為、山の手線上の各駅を起点として郊外へ放射状に敷設されることとなった。 

この時期に開設された今日の主要路線を見ると、まず 1907 年に玉川電気鉄道が渋谷～玉川間で

開通している。同軌道は後の東急田園都市線にそのルートが継承されている。また、京王電気軌道

が 1913 年に笹塚～調布間で開業し、1916 年には新宿～府中間に延伸された。埼玉方面へは 1914

年には川越街道に沿って東上鉄道（現東武東上線）が池袋～川越間で開業し、続く 1915 年には武

蔵野鉄道（現西武池袋線）が整備され、同じく池袋を端として所沢や飯能との間を接続した。千葉

方面へは、1912 年に京成電気軌道が押上～江戸川間で開通し、1916 年には江戸川を超えて船橋ま
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で、1921 年には船橋～千葉間に延伸している（現京成本線）。この船橋を端として、1923 年に東

武鉄道が船橋～柏間を開業した（現東武アーバンパークライン）。 

以上に見たように、今日の首都圏郊外における主要鉄道路線の多くがこの時期に開業すると共に、

新宿や渋谷、池袋に私鉄路線が接続する等、都心ターミナルの萌芽が現れた時期であった。 

 

(3) 関東大震災から第二次世界大戦まで（1923～1945年） 

最後に、関東大震災後の郊外鉄道網の変遷を見る。この時期には、関東大震災によって罹災した

裕福な人々が郊外に住宅を求め始めた時期であり、鉄道沿線に計画的な住宅開発が拡がっていった。

その代表格が、田園都市開発である。特に鉄道敷設の遅れていた東京西南部では、1923 年に目黒蒲

田電鉄が開業し、沿線の洗足や田園調布で住宅開発が進んだ。1925 年には玉川電気鉄道下高井戸線

（現東急世田谷線）、1927 年には東京横浜電鉄神奈川線が渋谷～神奈川間（現東急東横線）で立て

続けに開業した。同様に東京西南部における鉄道開発を行ったのが、小田原急行鉄道である。1927

年に新宿～小田原間を開業すると、1929 年には相模大野から路線を分岐し、片瀬江ノ島まで延伸し

た（現小田急江ノ島線）。多摩方面では、川越鉄道が 1927 年に村山線（現西武新宿線）を開業し、

高田馬場と東村山間を接続した。また、府中まで開通していた京王電気軌道も玉南電気鉄道を併合

する形で、1928 年に東八王子まで延伸している。神奈川方面では、1933 年に湘南電気鉄道と京浜

電気鉄道が直通乗り入れを行い、品川～浦賀間で直通運転を開始している（現京急本線）。千葉方

面では、1926 年に京成電気軌道が成田まで延伸した一方、都心ターミナルが不便な位置にあったこ

とから、1933 年に上野駅に延伸を行っている。 

これまで見たように、我が国首都圏の鉄道網は、戦前の段階で多方面に放射状に整備が進んでい

た。戦前に首都圏の交通網を分析した佐々ら 9)は 1930 年代の鉄道網発達状況を整理し、郊外では春

日部、川越、所沢、立川、八王子、原町田、千葉で乗り入れ路線数が多く、交通中心点を形成して

いるとした。このうち立川、所沢、原町田の３都市は表 2-3 に示す明治６年時点の 3,000 人以上の

都市に含まれないことから、鉄道敷設と共に急成長を遂げた都市であったと言える。 

ただし、戦前の段階では郊外鉄道自体の利便性が高くなかったこと、また富裕層向けの住宅供給

が中心であったことから、人口が伸張した地区は今日の 23 区内に当たる都心近傍が中心であった。

井出 10)は JR 中央線沿線を対象に戦前の都市化状況を分析した結果、1920 年から 1930 年までの人

口増加が、中野区、杉並区で軒並み３倍以上に伸長しているのに対して、立川市は同 1.3 倍、三鷹

市は同 1.14 倍に留まったことを明らかにしている。 

 

2-3-3 戦前における首都圏郊外の計画都市開発 

 

(1) 鉄道会社による市街地造成 

我が国大都市圏を中心に展開された郊外開発と鉄道開発との一体的整備は、矢島ら 8)によって「日

本型 TOD」と称されている。これは、鉄道駅周辺の高密度開発と鉄道による移動が郊外生活者の日

常に根付いたことを指すものであるが、この核心は「大都市圏の構造が鉄道によって創りあげられ
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たこと」および住宅等開発に伴う利益を鉄道整備に再投資し、鉄道経営と沿線開発を持続的にする

ことで「一体整備が私鉄のビジネスモデルとして長期間機能したこと」にあったと言う。そのため、

郊外私鉄開発において新たな住宅市街地を計画することは、鉄道会社にとって極めて重要な課題で

あった。ここでは今日の郊外中心地のうち、戦前に計画的な市街地整備が行われた中央林間（神奈

川県大和市）と、学園都市として造成された国立（東京都国立市）を対象に、その特徴を概観する。 

ａ) 中央林間 

中央林間は東京都心から概ね 30km 離れた神奈川県大和市北部に位置する。大正から昭和初期に

かけて小田原急行鉄道株式会社によって造成された地区であり、その中心に立地する中央林間駅は

小田急線と東急田園都市線の乗換駅として、１日平均 193,058 人（2012 年時点）の乗降客数を誇る

大規模ターミナル駅となっている。 

1923 年に利光鶴松によって設立された小田原急行鉄道株式会社は、鉄道敷設のための用地買収と

併せて、今日の相模大野から大和、座間周辺の土地約 100 万坪を買収し、このうち小田急江ノ島線

沿いの約 80 万坪を「林間都市」とする計画を立て、その開発に着手したとされる 11)。1928 年に林

間都市の耕地整理が施行認可され、中央林間では 1931 年に住宅地の分譲が開始された。越澤 11)は、

南林間、中央林間を含む林間都市の都市デザインの特徴として、①グリッドパターンで行われた宅

地造成、②駅前広場の設計と駅前への動線計画、③駅周辺の商業立地を想定した小さな区画設定、

④住区構成に対する考え方が無いこと、⑤公園の計画、の５点を挙げており、小林一三の阪急や五

島慶太らの東急をモデルとした開発であるとしている。 

ただし、分譲当初は期待されたほどに人口が伸びず、飛躍的に人口増加が生じたのは 1984 年の

東急田園都市線の乗入れまで待たねばならない。また、宋ら 12)は東京 30km 圏の鉄道駅周辺地区の

特性を定量的観点から分析しているが、中央林間は乗降客数規模が大きく、且つ鉄道駅周辺に高密

度に居住人口が集積しているものの、従業者数が少なく自立性に乏しい地区であるとされている。 

ｂ)  国立 

国立は東京都西郊の国立市北部に位置し、西武グループの前身の１つである箱根土地株式会社に

よって 1925 年に完成した約 100 万坪の学園都市である。西武線ではなくＪＲ中央線のみが今日運

行する国立駅では、１日平均乗降客数が 105,372 人（2012 年時点）となっている。 

国立では、関東大震災によって校舎が倒壊した神田の東京商科大学（現一橋大学）を誘致し、キ

ャンパスと一体化した学園都市開発が行われた。その空間計画の特徴として、約 44m の大学通りを

中心に段階的な街路構成が導入され、グリッドと放射を組み合わせた街路パターンが構成されてい

る（図 2-7）。これは鉄道駅を視点場と設定して景観向上を図ると共に、街全体を最短距離で結ぶた

めとされている 13)。また、土地利用としては学校、住宅地および日常生活施設を中心として、「工

場や風儀を紊る営業は絶対に御断り」する方針が示され、「理想の高尚な住宅地に囲まれ」た高級住

宅地として開発が目指された 14)。中央林間と同様に、今日では１日平均乗降客数が 10 万人以上の

大規模鉄道駅であるが、その周辺地区は低層住宅が中心であり、同規模の鉄道駅周辺地区と比較し

ても従業者数の少ないことが特徴である。 
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図 2-7 国立駅周辺の変遷（左から 1882年、1930年、出典：参考文献 15）と航空写真（出典: 同 14） 

 

(2) 衛星都市開発 

田園都市に近い用語として、我が国の大都市圏政策で長らく「衛星都市 / Satelite City」が研究

上・政策上に用いられていた。衛星都市は初め、1919 年のウェルウィン田園都市の別名称として用

いられ、地元雇用の基盤を有し、ある程度母都市から独立した、しかし母都市と特別な経済的つな

がりを有する都市を指す用語とされた 15)。その後、アムステルダム国際都市計画会議における大都

市圏計画の７原則や大ロンドン計画の中で衛星都市が政策的に用いられることとなり、我が国でも

これを参照して、戦前の大都市圏地方計画を中心に衛星都市が位置付けられるようになった 16)。 

しかし、1930 年代以降は当時の社会状況を反映して軍事色の強い計画へと変化され、郊外におけ

る新規軍需工場建設や軍都の計画に利用されていった 17)。軍都として計画された最大規模の衛星都

市が、神奈川県の相模原である。相模原は相模野台地に位置し、江戸時代以降に新田開発によって

広大な農地が整備された地域であったが、首都近郊で地価が安く且つ広く平坦な地形が広がってい

たことから、1930 年代以降陸軍士官学校等が相次いで移転し、軍事都市が建設されることとなった。

1930 年代より全国 23 カ所で建設の始まった新興工業都市のうち最大となる 1,594ha の土地区画整

理事業が計画され、1939 年の都市計画決定後、戦争を跨いで 1950 年に同事業が完了した 18)。軍都

建設計画によって相模原には広幅員街路が多数整備されると共に、軍需工場跡地への工業立地が進

んだことから、戦後の第１次首都圏整備計画では改めて衛星都市に指定された。 

 

(3) 戦災復興に伴う郊外中心地の市街地整備 

前述の通り、戦前の首都圏では軍需工場等が積極的に郊外へ分散されたことで、郊外もまた第二

次大戦による空襲等の被害を受けることとなった。例えば、鉄道の要所であった東京都西郊の八王

子では、大規模な空襲を受けたことで罹災人口率が 95.5%となった。これは東京都心（同 47.0%）

や原爆を投下された広島（同 89.5%）を大きく上回り、全国で最も大きな被害であった 19)。 

首都圏郊外では、平塚（同 61.8%）、小田原（同 3.2%）、千葉（同 34.6%）、熊谷（同 29.6%）

に八王子を含む５都市が戦災指定都市とされ、戦災復興区画整理事業が実施された（図 2-8, 2-9）。

これにより、５都市では郊外化が本格化する以前に鉄道駅を中心とする市街地骨格が整備され、高

度経済成長期以降、いずれも地域の中核的商業地として発展していくこととなった。 

 



 

36 

 
図 2-8 第二次大戦前後の八王子駅周辺（左から 1921年、1953年、出典：参考文献 15） 

と戦災復興区画整理事業によるメインストリート（2014年、筆者撮影） 

 

 
図 2-9 第二次大戦前後の平塚駅周辺（左から 1921年、1953年、出典：参考文献 15） 

と今日の駅前風景（2016年、筆者撮影） 

 

2-3-4 郊外未発達期の郊外中心地開発の特徴 

 

本時期には郊外の居住人口が未だ少なく、市街化が進んでいない地域が大半であったことから、

理想的な都市像に基づく郊外中心地開発が多く行われたことが特徴である。鉄道会社による郊外住

宅地開発、軍都計画、戦災復興区画整理事業のいずれの事例も、グリッドや放射状、あるいはそれ

らを組み合わせた整形された市街地構造が実現したことから、高度経済成長期以降の郊外居住者の

増加に伴って土地の高度利用が比較的スムーズに展開された都市が多い。その為、平塚、熊谷、千

葉、八王子、相模原などは今日でも首都圏郊外の中核的な商業都市となっている。 

この一方で、国立や中央林間のように住宅地として開発された地区では、乗降客数規模に対して

周辺市街地の土地利用は低密度に抑えられており、当初の計画コンセプトに従って住宅地としての

居住環境が守られている。 
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2-4 郊外拡大期における郊外中心地の発達 

 

2-4-1 戦後における首都圏郊外の開発方針とその変遷 

 

(1) 首都圏整備計画の成立背景 

戦後の首都圏郊外の開発に関する全体像を示したのが、1956 年に成立した首都圏整備法に基づく

首都圏整備計画である。その成立経緯は石田 20)に詳しいため、ここではその概略に留める。 

まず、1950 年に首都建設法が成立し、首都建設基本計画が策定された。これは東京都区部を対象

として、街路、公営住宅、公立学校建築、上下水等の都市インフラに関する計画 10 項目について決

定したものであった。特に緊急性の高いものは首都建設緊急５カ年計画に決定されたが、これは戦

後の人口集中に対する緊急避難的性格が強く、マスタープランのように都市の全体像を定めるもの

ではなかった。また、1950 年代は前述の通り都心部の人口が急増すると共に、その人口が郊外へと

溢出し始めた時期でもあったことから、郊外を含む首都圏全体で都市計画を検討する必要があった。

そこで、日本都市計画学会が建設省からの調査委託を受けて大都市問題研究委員会を設置し、衛星

都市の開発形態の検討を行っている。この結果として、東京の「周辺都市の開発としては、通勤住

宅都市は原則的には不適当」21)であり、ある程度自律的な工業都市育成を図ることが望ましいと結

論づけられた。その規模は基本的に 5～10 万人程度であるが、「都市居住者の満足をうるような施

設を整備するのには、不足した支持人口であるところから、これらの人口の都市をいくつかとりま

とめて、さらに大きなコミュニティを形成組系することが必要」22)とされ、人口 30～50 万人程度

の１つのまとまったコミュニティセンターの役目を果たす都市を建設する必要性が説かれた。 

都市計画学会による研究調査報告を受けて、首都建設委員会は 1953 年に「衛星都市の整備に関

する申し入れ」を建設省および関連官庁に行った。また、1955 年には「首都圏構想の素案」を発表

し、これを受けて 1956 年に首都圏整備法が成立、同年施行されることとなった。この整備の方向

性は戦前の衛星都市に関する計画思想と連続するものであるが、実態的には工業の移転に拠る衛星

都市へと変化していく。この変化の背後には、朝鮮戦争による工業特需による工業地域の産業基盤

強化の意図があったと考えられている 20)。 

 

(2) 首都圏整備計画における郊外の開発方針 

上記の通り、首都圏郊外における主要な計画像として、郊外中心地の育成による大都市圏多核化

の方針が示されてきた。これについて、これまで策定されてきた首都圏整備計画を参照し、時代ご

との郊外開発方針の特徴を読み取っていきたい（表 2-5）。 

1958 年に策定された第１次首都圏整備計画 22)では、東京区部への従業地の集中を緩和するため

既成市街地に工場等の立地制限を掛け、衛星都市への移転を促進する方針が示された。本方針は

1959 年に「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律」、通称「工場等制限法」とし

て制定され、2002 年に同法が廃止されるまで郊外への工場移転、大学移転に影響を与えた。こうし

た方針は、1968 年に策定された第２次計画 23)にも基本的に引き継がれている。 
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表 2-5 首都圏整備計画の変遷 

 
 

1970 年代になると、第１次・第２次計画の意図した通りに都心からの従業機能分散が進まず、衛

星都市が都心部から自立するほどに昼間人口を吸引することが困難であることが明らかになった。

また、1960~1970 年代にかけて郊外の居住人口が伸張したことから都心への通勤通学者数が急増し、

慢性的な交通渋滞の緩和が新たな課題として浮上した。そこで、1976 年に策定された第３次計画 24)

では、通勤通学交通を分散化すること、郊外の自立化を引き続き進めることを目的に「広域多核都

市複合体」モデルが提唱された。これは従来の製造業だけでなく、中枢管理機能を郊外に分散する

ことで、東京都心に依存しない中小の都市圏を形成することを目指した概念である。つづく第４次

計画 25)では産業の情報化を背景に、第３次計画の構想をオフィス機能まで拡大した「業務核都市」

の育成と、これを中心とした自立都市圏の形成が目標像として示された。 

このように、首都圏の拡大期において都心の機能を分散すること、郊外に都市機能集積地を形成

することで、過密等の大都市問題の改善が目指された。ただし、その方法論は高度経済成長期の前

後で異なっており、初期の第１次、第２次計画が都心と衛星都市に異なる都市機能を持たせようと

する「機能分担型」モデルであったとするならば、高度経済成長期以降に策定された第３～４次計

画は、都心と同じ行政機能や業務集積地を分散することで自立都市圏の形成を促す、都心の「下位

互換型」の郊外中心地モデルであったと言える。 

 

(3) 業務核都市の課題 

上記の首都圏整備計画における開発方針のうち、一部で具体的な開発が実現した業務核都市につ

いて見ていきたい。業務核都市とは、1985 年の首都改造計画および 1986 年の第４次首都圏整備計

画で示された概念である。本概念では、情報化社会を迎えてオフィス立地の多様化が見込まれるよ

うになったことから、都心に集中するオフィス機能を郊外に分散することで自立した郊外圏域を育

成することが狙いとされた。具体的な空間像を提示したものではなく、機能的な面で集積を図るこ

とを目的とした計画コンセプトであり、2017 年時点では「八王子・立川・多摩」「青梅」「川崎」

「横浜」「町田・相模原」「厚木」「春日部・越谷」「埼玉中枢都市圏」「熊谷・深谷」「川越」
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「千葉」「木更津」「成田・千葉ニュータウン」「柏」「土浦・つくば・牛久」の 15 地域が指定さ

れている。業務核都市に指定された都市（自治体）は、業務核都市基本構想を作成し、承認される

ことで多極分散型国土形成促進法に基づく支援措置が得られた。具体的な支援策として、「中核と

なる研究施設、交通施設その他の政令で定める施設」の税制特例措置や地方債特例等が挙げられ、

東京区部からの国等の公的機関の移転先となった。 

このうち、千葉業務核都市と埼玉中枢都市圏は、それぞれ幕張新都心、さいたま新都心として、

大規模な新市街地造成が行われている。前者は千葉市美浜区に造成された 522ha の埋立地に、就業

人口約 15 万人、居住人口約２万６千人として計画された地区であり、1978 年に千葉県よりその土

地利用計画が示されている 26)。海浜幕張駅周辺に業務地域を、その東側に居住地域（今日の幕張ベ

イタウン）を位置付けることで、職住近接型の都市開発が目指された。タウンセンターとなる業務

地区にはテクノガーデン等のオフィスビルと共に、大型コンベンション施設である幕張メッセが建

設され、1990 年代にかけて開発が進んだものの、バブル崩壊以降は都心へ回帰する企業が増加して

おり、オフィス空室率の上昇と空き地の増加が懸念されている 27)。当初の計画就業人口に対して

2010 年時点で就業人口が 4.9 万人であり、計画の 33%と伸び悩んでいる 28)。 

後者のさいたま新都心は、さいたま市中央区に位置する国鉄大宮操車場跡地に造成された 47.4ha

の地区である 29)。1986 年に業務核都市に位置付けられ、1989 年に政府機関の移転が決定、1991

年より区画整理事業が開始された。2000 年のまちびらきに伴って鉄道駅が開業し、国の機関が移転

し始めた。幕張新都心と同様にオフィスビルと大型コンベンション施設が建設され、就業者数目標

は 57,000 人に設定された。まちびらきから未だ日が浅く、評価を下すには時期尚早であるものの、

2014 年時点での就業人口は 19,999 人であり注１）、目標値の 1/3 程度に留まっている。 

業務核都市構想の課題はどこにあったのだろうか。この点について、大木 28)は公的施設に対する

特例の充実に対して、民間企業の立地に対する政策的な支援が限定的であったことを挙げている。

また、移転した事業所の多くがバックオフィスや営業所、情報関連部門であり 27), 30)、移転したオフ

ィス同士の交流が図られないことで「集積の利益」が十分に機能していない点も指摘されている 28)。

都市再生関連政策によって都心部に業務床の供給が進み、オフィスの都心回帰が明確化しつつある

今日、国策レベルでも今やその地位が低下し 29)、首都圏整備計画における関心が大幅に低下してい

る。 

 

2-4-2 ニュータウン計画にみるタウンセンターの構想 

 

次に、我が国の郊外拡大期における計画的な郊外開発の例として、ニュータウン開発（以下、引

用部分を除き NT と略する）を取り上げる。我が国におけるＮＴ開発は、1958 年に計画決定され、

1970 年に事業が完了した大阪府の千里ＮＴが嚆矢である。人口急増による無秩序な郊外開発を抑制

すること、大量の住宅需要に応えて良好な市街地環境を提供することを目的に、1963 年の新住宅市

街地開発法の施行以降、急速に広まった。片寄 31)によると、1961 年から 1975 年までの 15 年間に

全国 188 箇所、約 50,000ha のＮＴ開発が実施されている。 



 

40 

衛星都市が工業機能の集積化を図る都市計画であるとすれば、ＮＴは主にベッドタウンとしての

都市計画であり、川上 32)は我が国のこうした開発を「都市機能外装型ニュータウン」として批判し

た。しかしながら、多摩ＮＴ、港北ＮＴ等の一部の大規模ＮＴでは、地区センター機能を形成する

ことである程度自立した都市を目指すことが計画に盛り込まれている注２）。 

例えば、1965 年 12 月に計画決定された多摩ＮＴは、面積約 3,014ha、計画人口約 41 万人、戸

数約 11 万戸の我が国最大のＮＴであるが、その計画では「多摩連環都市を構成する拠点の１つとし

て、住宅機能を中心に商業文化機能を分担し、各拠点との相互補完を通じて、他の都市との機能連

担を図る」33)ことが念頭に置かれている。この方針に基づき、計画区域中央の鉄道駅周辺に、商業、

業務、行政の中心となる多摩センター地区が設置された。多摩センターには企業、娯楽施設、百貨

店を誘致することで、ＮＴ居住者のレクリエーションと業務機能を確保することが狙いとされ、今

日でも一定の機能を果たしている（図 2-10）。 

 

 
図 2-10 多摩センターのイメージスケッチ（出典：参考文献 34）と今日の駅前風景（2015年、筆者撮影） 

 

横浜市の港北ＮＴでは、多核センター方式が採用された。当時の横浜市計画局港北ＮＴ建設部長

の林 35)は、この意図として「文化的社会的施設と商業々務施設を一体化させて形成」し、「地域住

民に対して東京横浜の中心地区にたびたび行かなくてもすむようなショッピングや、レジャーの楽

しみを与える場を提供するほか、業務、公務、サービス、集合、福祉等さまざまな機能」を配置す

ることで「新市民のよりよいコミュニティの創造、ニュータウンそのものの演出をする」ことを挙

げている。今日のセンター南、センター北が港北ＮＴの多核センターとして形成された地区である。 

東急田園都市線沿線に開発された多摩田園都市 36)では、その開発方針として 1966 年に菊竹清訓

によるペアシティ計画が公表された。本計画では拠点駅周辺を「プラザ」と設定し、多層構造から

なる人工地盤をつくることで、自動車交通と歩行者交通のアクセス性向上を図るとした。最も大き

な拠点は「都市センター」として約 70ha の土地に高層住宅棟とショッピング施設、駐車場、公共

施設の複合的建築物を配置することが計画されるも、鉄道建設の先行投資を回収するための人口誘

致が先行したことから、拠点開発の実現は一部に留まった 37)。住宅開発が増加する一方で小売・飲

食店、サービス店舗等の生活関連施設の整備が伴わない事態に対して、ペアシティ計画から７年後
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の 1973 年にこれを見直し、「アミニティプラン多摩田園都市」が策定されると、鷺沼、たまプラ

ーザ、青葉台の主要駅周辺をコミュニティセンターに設定し、生活関連施設を集積する方針が打ち

出された。ただし、これについて石橋ら 38)は多摩田園都市における商業集積計画について開発プラ

ンを検討した結果、「計画的に大規模な商業集積地区の形成を図ろうとする意図はなく、基本的に

自由な施設立地に任せていた。従って『駅前拠点整備計画』による駅中心の施設集積は、駅前の社

有地活用が結果としてそうなった、という面もあった」と計画性を否定している。なお、1988 年に

は多摩田園都市の全面的な見直しの中で「多摩田園都市 21 プラン」がまとめられ、今後のまちづく

りの課題と方向性として、就業機会の増加や地域固有の文化創出が挙げられ、住宅機能を中心とす

る開発から多機能型都市を目指すとして、脱ベッドタウンの方向性が模索されている 37), 38)。 

 

2-4-3 郊外駅前再開発による商業集積地区の形成 

 

(1) 郊外駅前再開発の登場とその初期モデルとしての柏 

1960~1970 年代は郊外で人口が急増した時代である。僅か 10 年間のうちに人口が 2~3 倍になっ

た自治体も多く、日常生活品や娯楽に対する需要が伸張することで郊外鉄道駅周辺に百貨店等が

次々に進出した反面、通勤通学者の増加に伴って多くの鉄道駅前で交通混雑が慢性化する事態とな

った。近世以前の都市構造を引き継ぐ地方都市や、震災・戦災からの復興に伴う区画整理事業等に

よって都市基盤整備が進んだ大都市と比較すると、当時の郊外駅前は市街地として発展途上にあり、

膨大な交通需要を処理する為の道路整備が著しく遅れていた。そのため、本時期には、商業地区を

形成するための土地の高度利用と併せて駅前広場の整備が喫緊の都市計画課題として浮上し、駅前

再開発を通じて都市基盤整備が進められていった 1)。 

この際に多くの駅前で適用されたのが、都市再開発法に基づく市街地再開発事業である。1969 年

に導入後、首都圏郊外では 144 地区、のべ 195.7ha（未竣工含む）で事業が実施されてきた注３）。

図 2-11 は、首都圏における市街地再開発事業の推移を年代別に示したものである。郊外で人口増加

の著しかった 1990 年代まで、都心と変わらぬ規模で市街地再開発が行われていたことがわかる。 

 

 
図 2-11 市街地再開発事業の施行区域面積（事業完了年ベース：平成 27年都市計画現況調査に基づく） 
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郊外拡大期に行われた駅前再開発の事例として、本稿では千葉県柏市の中心市街地である柏駅周

辺（以下、柏）の整備過程に注目する。柏は首都圏郊外で最も早く市街地再開発事業を行い、日本

で初めて駅前ペデストリアンデッキを導入した。これは柏を含む多くの郊外駅前が当時直面した課

題、すなわち過密化した市街地環境下で商業床の創出と膨大な通勤交通処理を同時的に遂行するた

めに生み出された新しい駅前整備方式だった。完成した再開発ビルとペデストリアンデッキは柏の

商都としてのイメージ形成に大きく貢献し、他の地区でも同様の市街地整備手法が取り入れられ、

駅前の空間形成に広く影響を与えることとなった。したがって、柏は郊外の駅前再開発における初

期モデルとして位置付けられる。 

 

(2) 再開発前の市街地の状況 

近世の柏は、水戸街道の小金宿と我孫子宿に挟まれた小集落に過ぎなかったものの、1896 年の日

本鉄道土浦線（現ＪＲ常磐線）柏駅の開設を契機に、駅周辺に商業が集積し始めた。1911 年には、

醤油生産工場の多く立地した野田市駅との間に千葉県営軽便鉄道野田線（現東武アーバンパークラ

イン）が開通し、柏駅は鉄道乗換駅となったことで多くの人が行き交うようになった（図 2-12）。 

柏市では 1950~60 年代にかけて光が丘団地、豊四季台団地と大規模団地の造成が相次いだ。これ

によって 1950 年時点で 44,864 人だった人口が、20 年後の 1970 年には約４倍の 169,115 人まで急

増している。人口の急増に伴って鉄道利用者が急増した 1960 年代には、通勤時間帯にキスアンド

ライドや路上駐輪が殺到するなど、柏駅周辺で交通混雑が慢性化する事態となった（図 2-13）。 

 

 
図 2-12 1929年の柏駅周辺鳥瞰図（図上が東を指す、出典：参考文献 39） 
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図 2-13 1960年代の柏駅周辺（左図：柏駅の通勤ラッシュ時、右図：駅前広場写真） 

出典：左図 1962年 1月 5日刊柏市民新聞 / 右図：参考文献 40 

 

こうした当時の柏駅周辺の状況について、柏市の発行した再開発事業史41)では下記の通り描写さ

れている。なお、引用中の「国鉄増線計画」とは、郊外から都心への通勤混雑を緩和するために1964

年に始められた国鉄の「通勤五方面作戦」による常磐線の複々線化のことを指す。 

 

柏駅東口周辺は柏市の表玄関として近年発達をとげてきたが、商店街は駅前通りなど一部の商店

を除いてはほとんど低層の木造建物が密集、老朽化し、防災上、衛生上、都市美観上、ひいては商

業振興上から種々問題があった。また、（中略）駅前広場は国鉄増線計画により極端に狭くなってし

まった。このため広場としての機能は失われ、駅前の交通はマヒ状態であった。土地の利用状況を

みると、高価な土地が必ずしも効率的に利用されているとは思われず、かなり無駄な使い方もあっ

た。以上のような状況からみて東口周辺が柏市の中心として発展するためには現状のままでよいと

は誰しも思っていなかった。なんとかして広場を拡張し、道路を整備し、通勤者のためにバスを乗

り入れ、タクシー、自家用車も駅へ横付けできるようにして市民の利便を考えなければならなかっ

たし、また市民が安心して買物が出来る良好な環境の街づくりが望まれていたわけである。 
（参考文献41, p.27） 

 

こうした状況は柏のみならず、当時の郊外中心地一般と共通するものであり、人口急増に伴う諸々

の課題に対して駅前空間整備への喫緊な対応を迫られていたのである。そこで、駅前の交通混雑の

解消と土地の高度利用化を目的に、1960年代より行政および周辺地権者で駅前再開発が検討される

こととなった。 

 

(3) 日本発の駅前デッキ方式による市街地再開発事業 

柏のこうした状況に対して、建設省からは当初「駅前広場は一万五百平方メートルから一万七千

平方メートルなければならない」42)と指示があり、その後、1969年に「①駅前広場六千八百平方メ

ートル以上、街路十六メートル幅以上の規定がある②区域内に緑地帯を設ける」43)ことと条件が緩

和されたものの、柏のように旧街道沿いに発達した駅前市街地では、十分な面積を確保することが



 

44 

困難な数字であった。しかし、千葉県選出の衆院議員を通じた建設省への働きかけによって「法律

に適応させる条件を緩和させ、結局は都市計画法に拠準（原文ママ）して施行すること」44)が決ま

り、1969年5月に駅前広場5,300㎡で都市計画決定されることとなった。 

また、これと並行して駅前再開発の費用を捻出するために、1969 年に制定された都市再開発法に

基づく市街地再開発事業の適用を目指したが、建設省から「再開発事業は事業目的と合わせて人間

性を回復させるものであること、機能面だけでなく人間尊重をテーマとしたものでなくてはならな

いこと」41)等の理由で最初の申請を却下されることとなった。その後修正と協議を重ねて 1971 年 1

月に首都圏郊外出始めて市街地再開発事業の事業計画が決定されるのだが、この修正過程で初めて

ペデストリアンデッキが正式な計画内に取り込まれるのである。 

公に駅前デッキ構想が登場したことを確認できる最初の機会が、1968 年 6 月の柏市議会である。

建設省から示された駅前広場面積を十分に確保できない事態に対して、後に柏駅東地区再開発推進

協議会会長を務める市議会議員が「坂出の人工広場のようになることはもっと検討する必要がある

のではないか」41), 43)と発言したと記録されている。当時は担当課長の反対により廃案になるものの、

その後 1970 年 5 月に建設省の仲介で市担当者が東京大学の高山英華らに面会した際、高山から駅

前広場の立体利用を検討するよう助言があったと記録されている 43)。その結果、1970 年の再開発

基本計画の第二次修正案で初めて駅前広場 5,308 ㎡に加えて、「人間尊重を基盤とする歩行者専用高

架式」42)の広場 2,800 ㎡として駅前デッキが登場することとなった（図 2-14、2-15）注４）。 

 

図 2-14 再開発前後の柏駅東口地図（ゼンリン住宅地図に筆者加筆） 
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図 2-15 計画時の柏駅東口整備イメージ 41)と今日の柏駅東口（2014年、筆者撮影） 

 

(4) 柏駅方式の駅前再開発の意義と課題 

駅前デッキは、狭隘な駅前広場用地内で有効広場面積を確保し、十分な歩行者空間を創出するこ

とのみならず、容積率の指定にも大きく影響した。当時、再開発地区の容積率は建設省案で 600%

とされたが、駅前デッキを有効駅前広場面積に加算すること、再開発ビルの 9F 以上の床面積の削

減を条件とすることで、再開発地区の容積率を 800％、建蔽率を 90%まで緩和することとなった 41)。

これにより、最高高さ 63m、２棟の延べ床面積約 73,000 ㎡の当時としては極めて大規模な商業ビ

ルが柏駅前に誕生した。駅前デッキ方式を取り入れた市街地再開発事業の方法論は、地権者との関

係から十分な駅前広場面積の確保が難しい既成市街地でも応用可能な手法として注目され、その後

全国の駅前広場に普及していくこととなった。 
また、柏ではデッキ竣工時より一般市民の間で「広場」として親しまれ、1970 年代以降に本デッ

キは様々なイベント利活用に使用されていくと共に、市民公募によって「サンサン広場」45)という

愛称が付けられている。計画当初に建設省から示された「人間尊重」をテーマとした再開発である

ことが、歩行者占用の立体広場を持つ駅前デッキによって達成されたと評価できるだろう。 

一方で、課題もある。駅前デッキは柏の中心市街地を形成する上で非常に大きな成果を挙げたが、

立体部分を含む有効広場面積約 8,100 ㎡のうち 1/3 を立体部分に依拠したことによって、その撤去

が困難になったことが指摘される。すなわち、駅前デッキを撤去した場合に現在の容積率を維持あ

るいは代替となる有効な交通広場面積を確保するためには、現在の駅前広場を更に拡張する必要が

ある。しかし、現在の柏駅東口周辺は県内有数の高地価なエリアとなっており、また駅前広場周囲

に開発可能な空地が無く、駅前広場の拡張は極めて困難となっている。 

首都圏郊外では川越や松戸、藤沢等、多くの郊外中心地で駅前デッキ方式を採用した再開発が実

施されてきたが、それぞれ川越駅北口では駅前広場 7,500 ㎡にのうちデッキ部分が 1,500 ㎡、松戸

駅西口では駅前広場 7,500 ㎡のうちデッキ部分が 2,200 ㎡、藤沢駅北口は駅前広場 11,400 ㎡のうち

約 1/3 の 3,600 ㎡がデッキによる有効広場面積であり、柏駅と同様の課題を今後抱えることが予想

される。今後の駅前空間のストック更新期には、駅前デッキの長寿命化あるいは建替えによる再整

備が中心にならざるを得ず、歩行者専用広場の空間的特性を活かして魅力的な都市空間とするよう

高質化や利活用を図っていく必要があるだろう。実際に柏では、2012 年に駅前デッキを改修し公共

空間として高質化することで、これを空間的資源に転換する試みを行っている（６章で詳述）。 
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2-4-4 郊外拡大期の郊外中心地開発の特徴 

 

本時期は、首都圏への膨大な人口流入に伴って郊外居住者が飛躍的に増加した時期であり、人口

増加への対処という観点から３つのタイプの開発が行われたと整理される。本節の整理順に述べる

と、第１に、郊外からの通勤行動の分散化を目指して都心からの業務機能の受け皿となった「業務

核都市開発」、第２に、人口の受け皿となる計画的な新市街地開発としての「ニュータウン開発」、

第３に、周辺人口の急増による商業需要と交通混雑への対処のために郊外駅前を中心にスポット的

に行われた「駅前再開発」である。 

業務核都市とニュータウンは新市街地の開発という点で郊外未発達期の郊外住宅地開発と共通し

ているが、その開発面積は極めて大きく、またタウンセンターやビジネスセンター等、商業や業務

機能の集積を目的とした地区開発を計画的に行った点で異なる特徴を持つ。また、既成市街地にお

ける駅前再開発は、郊外未発達期における戦災復興や軍都計画のように区画整理事業に伴う街区の

整形を必ずしも伴わず、むしろ柏の例に見たように、高密化した既成市街地内で地権者との調整を

行いつつ交通混雑や土地利用の高度化等の課題に対応せざるを得なかったことから、駅前広場を中

心とした局所的な市街地整備に留まった。そのため、多くの郊外駅前では駅前広場を中心に土地利

用が高度化され、百貨店等の大規模小売店が出店することで都市的な空間を発達させた一方、その

周辺には細街路が残る地区も多く、駅周辺の好立地にも関わらず高度利用されない土地が未だに残

されている注５）。 
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2-5 郊外化停滞期の中心地開発 

 

2000 年代以降の郊外化停滞期には、都心から郊外への人口流入が弱まったことで新規住宅開発が

停滞する一方、つくばエクスプレス等の新線敷設に伴う沿線開発や、新駅設置による拠点型開発が

一部地域で行われている。ただし、個々の開発は現時点で未完了のものも多いため、本節では個別

の開発動向の概観を通じて、特にその計画像に注目することで郊外化停滞期における郊外中心地開

発の特徴を整理する。 

 

2-5-1 首都圏整備計画にみる縮退期の郊外開発像 

 

首都圏整備計画の郊外開発像を参照すると（p.38, 表 2-4）、1990 年代より郊外の人口成長が鈍化

し、外縁部を中心に人口減少へ転じる自治体が現れ始めたことを背景に、開発方針もこれに応じて

人口減少を前提とした計画に変化していることがわかる。1999 年に策定された第５次計画 46)では、

人口減少・高齢化社会の到来を見据えて、業務核都市を生活拠点として強化すると共に、近接する

自治体同士が広域的に連携する「環状拠点都市群」構想が提示されている。 

さらに、2016 年に策定された現在の首都圏整備計画 47)では、従来の中心的概念であった「郊外

の自立」が大幅に削減された注６）。一方で「連携」「対流」という用語が多く使用され、質的な地域

個性を育むことで地域間のヒト・モノ・カネの対流を生み出し、相互交流的な圏域形成を目指すこ

とが掲げられている。首都圏郊外の縮退が避けられない社会状況下で、限りある人的・社会的資本

の交流を触媒として資源創出を目指す「ネットワーク型」の郊外中心地モデルが指向されており、

従来の業務と居住を中心とした郊外開発像から、文化形成や生活拠点としての機能といったより多

角的な観点が求められるようになっている。下記に述べるように、近年の郊外開発でも実際にこう

した開発方向性が確認されるようになっている。 

 

2-5-2 近年の首都圏郊外における拠点型開発事例 

 

(1) 用途混合型の拠点開発 

2000 年以降に行われた郊外開発を概観すると、1987 年の国鉄民営化に伴う清算事業の一環とし

て行われた跡地売却に伴う開発事例が幾つか見られる注７）。例えば、JR 武蔵野線の新三郷駅周辺で

は、武蔵野操車場跡地の約 51.1ha で 2007 年より三井不動産等５社によって商業施設、物流施設、

事務所、住宅の複合用途開発が行われた。本地区は「新三郷ららシティ」と称され、2008 年より順

次商業施設等が開業されている。本地区には大型商業施設が３つ隣接して立地し、合計で約 17 万㎡

と極めて大規模な商業敷地面積を有している 49)。また、JR 中央線の西国分寺駅南口の中央鉄道学

園跡地では、その周囲の郵政省職員宿舎用地を含む 32.4ha を対象に公園と住宅、公共施設等の複合

地区整備が行われている 50)。大宮操車場は、前述の通り、さいたま新都心として開発されている。 

この他、新駅の設置と共に大規模開発の進む例もあり、1999 年より特定土地区画整理事業が実施
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され、2008 年にまちびらきが行われた越谷レイクタウンでは、JR 武蔵野線の新駅設置と共に延べ

床面積約 40 万㎡の大規模商業施設を配した地区づくりが行われている（図 2-16）。 

また、2015 年には所沢市の東所沢駅前を対象に、市所有浄化センター跡地の再開発に伴う拠点地

区づくりとして「COOL JAPAN FOREST 構想」51)が公表された。本構想では、民間企業により浄

化センター跡地に建設される製造・物流施設および図書館、美術館等を複合した文化コンプレック

ス施設を中心に、産業、文化、雇用の創出を図ることを目的としている。同施設は 2019 年に竣工

予定であり、建設及び施設運営による効果として、大幅な市税収入増と 4,000 人近い雇用者数増が

見込まれている。 

神奈川県では、辻堂駅北口の関東特殊製鋼株式会社の工場跡地約 30ha に、計画人口約 2,300 人、

就業人口約１万人とする「湘南Ｃ－Ｘ（シークロス）」地区が開発され、2009 年にまちびらきが行

われた（図 2-17）。同地区では駅前に地域核となる大型ショッピングセンターを建設し、その周囲

に工場等の産業施設、医療施設を誘致し、用途混合型の地区形成を行っている 52)。 

 

 
図 2-16 越谷レイクタウンの俯瞰写真（出典：越谷市ＨＰ, 

https://www.city.koshigaya.saitama.jp/kurashi_shisei/kurashi/sumai/reikutaun/laketown.html） 

 

 
図 2-17 辻堂駅北口の様子（2016年、筆者撮影） 
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(2) 鉄道新線敷設に伴う拠点開発 

高度経済成長期までに既に鉄道網のネットワーク化が進んでいたものの、2000 年代に入って新た

に２本の郊外鉄道が敷設された。１つは、2005 年に開業した秋葉原とつくばを結ぶつくばエクスプ

レスであり、もう１つは、2001 年に開業した東京都北区赤羽岩淵とさいたま市の浦和美園をつなぐ

埼玉高速鉄道である。 

前者は、1985 年の運輸政策審議会答申第７号に基づき計画された路線であり、1989 年に定めら

れた「大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の一体的推進に関する特別措置法」に基づく一体

型土地区画整理事業が実施され、沿線 16 地区で約 2,800ha の区画整理事業が実施されている 53)。

この中で近年発達の著しい柏の葉キャンパス地区では、柏の葉アーバンデザインセンター（UDCK）

を中心に、公民学の多主体連携によってまちづくりが推進されてきた 54)。柏の葉では、そのまちづ

くりの目標像として、環境・産業・文化等の８つの目標、27 の方針が設定されており 55)、これまで

のニュータウン開発や業務核都市開発等の大規模開発で目標とされた業務・居住・商業の集積のみ

ならず、環境や文化等の多岐にわたる目標像が掲げられている。 

後者では、浦和美園駅を中心に約 320ha、計画人口 32,000 人とする大規模な区画整理事業が実

施され、2006 年にまちびらきが行われた。同地区では計画的な市街地形成を進めていくため、柏の

葉の UDCK を参考として、2015 年８月に美園タウンマネジメント協会を設立し、2015 年 10 月に

アーバンデザインセンターみその（UDCMi）を浦和美園駅前に開設した 56)。同協会や UDCMi を

中心にまちづくりの戦略が構想され、2017 年４月には「みその都市デザイン方針」57)がまとめられ、

「新価値創造都市」「多世代健幸都市」「次世代環境都市」の３方針に基づき、文化形成、シンボ

ル軸の形成、居住環境の整備等の 14 項目に渡る具体的な戦略が位置付けられている。 

 

2-5-3 郊外化停滞期の郊外中心地開発の特徴 

 

以上に見たように、本時期は、郊外への人口流入が弱まったことから、持続可能性や都市間競合

を意識した都市開発像が提示されるようになっている。郊外拡大期との違いを挙げると、第１に、

その地区の価値を向上させるための文化形成の視点が重視されていること、第２に、商業や業務だ

けでなく、環境や新産業創出等のより多様な都市機能の育成が想定されていることが挙げられる。 

この一方で、大型ショッピングセンターを内包する地区開発が多く見られ、例えば新三郷ららシ

ティでは約 17 万㎡、越谷レイクタウンでは約 40 万㎡、辻堂駅北口では約 17 万㎡、柏の葉キャン

パスでは約５万㎡、浦和美園では約 9 万 5 千㎡の大型商業施設が駅に隣接して建設されている。駅

からの徒歩圏内で様々な複合用途が揃っており、鉄道駅を中心に生活圏を構想するものが多いこと

がその開発の特徴と言える。 
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2-6 おわりに 

 

本章では、首都圏郊外における市街地発達の過程を、社会的背景や政策的背景に着目して整理し

た。整理の結果、郊外中心地の発達には幾つかのパターンおよび各時代背景に応じた空間的特徴が

見られることが明らかとなった。以下、それぞれの特徴を整理する。 

 

郊外未発達期 

①近世以前の歴史的都市形成。宿場町や城下町、河港町に人口が集積し、近代以降都市として発展

していく場合がこれに該当する。ただし、大藩の城下町として形成された都市構造を今日に引き

継ぐ地方都市と比較して、我が国首都圏では江戸幕府の政策上、郊外に当たる地域に大都市が発

達してこなかった点には留意が必要であり、小田原や川越、行田等の一部地域を除けば、顕著な

歴史性を有さない中心地が大半である。 

②鉄道敷設に伴う計画的都市形成。これは戦前の私鉄開発に多く見られた中心地の発達形態であり、

本論では中央林間と国立の２つの都市を例に挙げた。これら都市は住宅市街地として、あるいは

文教地区としての開発をコンセプトとしたため、街区が成形されると共に用途や高さが厳しく限

定され、中心市街地として商業集積を図ることが意図されなかった。したがって、今日でも乗降

客数の割に駅周辺の都市機能集積が乏しく、住宅地としての性格が強くなっている。 

③戦争を契機とした都市形成。具体的には軍都計画と戦災復興の２つが該当する。前者について、

我が国では 1930 年代より軍事施設や軍需工場等の再配置、帝都防衛のための防空空地計画、工

業機能の分散の観点から、郊外では軍都整備が進むこととなった。本論では相模野台地に位置す

る相模原を例に挙げた。また、後者について、首都圏郊外では八王子、平塚、小田原、千葉、熊

谷の５都市が戦災指定都市とされ、戦災復興区画整理事業が実施された。こうした地区では大規

模な区画整理事業が実施され、広幅員街路等の都市施設が整備されたことから、高度経済成長期

には衛星都市として首都圏整備計画上の重要な都市と位置付けられるようになった。 

 

郊外拡大期 

④ニュータウン開発。第１次首都圏整備基本計画に掲げられた衛星都市やグリーンベルトの形成が

挫折する中で、また郊外住宅需要が高騰する中で、良好な宅地供給を大量に図ると共に業務機能

等の分散を図ることを目的に、1970 年代以降ニュータウン建設が本格化した。我が国のニュータ

ウン建設では鉄道敷設と一体化した開発が行われた点で特徴的であり、それぞれのニュータウン

の中心には商業地区が計画的に配置されている。 

⑤郊外駅前再開発。計画的な市街地開発と異なり、明確な発展形態を持たないながらも商業集積を

図ってきた非計画的な中心地であると言え、今日の首都圏の多くの郊外中心地がこれに該当する。

高密化した既成市街地内で急激に生じた交通混雑や土地利用の高度化等の課題に対応せざるを得

なかったことから、鉄道駅を中心とした局所的な市街地整備に留まり、市街地全体の整備が行わ

れていない。しかしながら、再開発を通じて土地利用の高度化が行われた結果、駅前に高密度な
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商業地区が発達している。 

⑥業務核都市開発。事例として少なく、本章では幕張新都心やさいたま新都心の開発の特徴を整理

した。既往研究の知見をまとめると、近年業務核都市への事業所移転は鈍化あるいは都心への回

帰傾向を見せており、今後オフィスの空室率が上昇すること、現在空き地となっている事業予定

地の開発が進まないことが懸念される。この原因として、事業所同士の交流機会が少なく、立地

企業にとって集積の利益が得られないこと等が考察されている。 

 

郊外化停滞期 

⑦跡地活用等の拠点型開発および鉄道沿線開発。従来の郊外開発と異なり、首都圏の膨張拡大の下

で人口成長が見込めなくなったことから、地区の価値や魅力向上を図るために文化形成や環境へ

の配慮、新産業創出等のより多様な都市機能の育成を想定した開発が行われるようになっている。 

 

全体的な傾向を見ると、郊外拡大期までは業務・商業を中心とした都市機能集積が目指されてい

たが、郊外の人口成長が鈍化した近年では目標像が多様化し、文化形成や環境への配慮等の複合的

な価値観に基づく開発を通じて、都市としての個性や魅力の創出を図ることが目指されるようにな

っている。 
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註 
 
注１）集計の範囲は、参考文献 30 に基づき、「吉敷町２～４丁目」「錦町」「上落合」「上落合１、２丁目」「北

袋町１丁目」の合計値とした。 
注２）大規模ＮＴにおいてタウンセンターが計画された背景思想について、都市計画学会誌におけるＮＴ開発

の特集号の誌上で、都市計画設計研究所の南条が下記の通りに述べている（参考文献 34）。「土地への帰属意

識とまでは言いませんが、定住的な意識を持たず、子育て期のみを仮住まい的に過ごす住民が都市的利便の

不備に不満の声を挙げながら十有余年の生活を余儀なくされる図は、たとえ学校の建築物が美しく公園がい

かに整備されているとは言え、地元自治体の行政負担の増大の問題を超えて、計画そのものの倫理の所在を

問われる問題であるような気がするからです。本来の人間活動の健全な舞台を大都市地域に求める意味から

言えば、母都市の中心から１時間という圏域においては通勤や業務上の交通の発生は当然のことながら生活

という面においては、衛星都市として十分満足のいく、また環境面や文化の個性面からみれば、母都市中心

に比してむしろ優位にあるとみることの出来る都市形成がなされるのでなければならないと考えます。」 
注３）平成 27 年度都市計画現況調査の結果に基づく。なお、未竣工のものも含めると日本全体での事業実施

地区数は 943、施行区域面積は 1,450.2ha であり、首都圏郊外はその約 1/6 を占めている。 
注４）本駅前広場の権利関係に言及しておくと、駅前広場約 5,300 ㎡のうち国鉄側が 1,440 ㎡を、市側が残り

の 3,868 ㎡を所有している。駅前広場およびデッキの建設に当たって柏市と国鉄の間で造成その他工事に関

する協定書が結ばれ、「高架施設」については市が所有し、施設物存続中は無償で国鉄側の用地を使えるよう

取り決めが交わされた。この協定書の存在によって、駅前デッキが市側の管轄下に置かれることとなり、一

般の道路と同じく行政に対する道路使用許可申請等で駅前デッキの使用が可能となっている（参考文献 41）。 
注５）本点の課題については、５章のケーススタディで詳述する。 
注６）第５次首都圏整備計画では「自立」という用語が 42 箇所で用いられたのに対し、2016 年整備計画では

僅か６箇所に留まる。 
注７）旧国鉄跡地のうち 1ha 以上の跡地を岡本ら（参考文献 48）が集計している。これによると、１都３県

に立地する跡地は 63 地区 394.4ha にのぼる。 
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3-1 はじめに 

 

3-1-1 研究の背景と目的 

 

1980年代以降に北米で提示された大都市圏の構造変容モデルを参考として、我が国の地理学分野

では大都市圏構造変容研究が進められてきた。そこでは、大都市の人口成長に伴って、「居住の郊外

化」「商業の郊外化」「従業の郊外化」の段階を経ることで郊外に中心地の発達が進み、大都市圏が

多核化へ向かうとされている1), 2)。２章で見たように、首都圏郊外では高度経済成長期の人口急伸に

伴って、多くの人が利用する鉄道駅周辺に百貨店等を中心とする商業集積が発達した。商業以外に

も、首都圏郊外では従業者数が増加傾向にあり3), 4)、都心からの機能分散と郊外における都市機能集

積の発達は広く確認される現象であると言える。しかし、2010年代に入ると首都圏郊外の人口増加

率はほぼ横ばいとなり、最新の2015年国勢調査によると首都圏郊外の77（47.5%）の自治体で人口

減少が確認されている。首都圏郊外が低成長期あるいは縮退期を迎える中で、郊外の都市機能集積

パターンはどのように変容しうるのだろうか。 

この点について、首都圏郊外の人口動向に関する研究は多く確認される。都市計画学では、相5),6)

が小地域統計の多変量解析により、町丁目単位での人口増減と住環境指標との関係性を検証してい

る。三宅ら7)は町丁目単位の世帯増減に着目し、東京圏における持ち家減少地区と周辺環境との関係

性を分析している。これら調査からは、都心から離れるほど、また鉄道駅から離れるほどに人口減

少率が高くなることが指摘されている。また、郊外における持ち家取得者の住居移動を不動産会社

のアンケート調査を用いて分析した佐藤ら8)は、郊外居住者の住居移動が都心回帰よりむしろ前住地

周辺への近距離移動から構成されているとする。首都圏在住者の将来居住地選好について大規模ア

ンケート調査を実施した山崎ら9)もこれに近い結論を得ており、特に首都圏近郊の居住者は駅勢圏内

への居住地選好が確認されている。 

ただし、既往研究では以下の点に課題が残る。第１に、商業や業務機能の立地と人口動向の関係

性が明らかでない。首都圏郊外の鉄道駅周辺は商業系用途地域に指定されることが多く、本来的に

は業務や商業の利便を増進するための地域とされている。駅前商業地域における人口の増加は、そ

れによって職住近接や商住近接が達成されることで業務や商業の集積を促すのであれば本来用途に

則った傾向であると言えるが、これと正反対に商業や業務用途の土地が住宅開発に転用されること

で、商業・オフィスの供給が停滞する可能性も考えられる。住宅、商業、業務の機能立地動向を有

機的に結びつけて理解することで、郊外中心地の変容をより正確に把握することが必要である。 

第２に、都心と郊外を同時に分析対象とする研究が多く、郊外のみに特徴的な動向が必ずしも明

らかでない。例えば、藤井10)や相5),6)は交通利便性等の立地条件や周辺居住環境を説明変数として町

丁目単位の人口動態の分析を行った結果、交通利便性の高い地域で人口増加や新規人口流入が生じ

ていることを明らかにしている。しかし、そもそも東京23区は鉄道駅密度が極めて高いことから、

鉄道駅周辺の住宅需要と都心居住の需要を混同している可能性が指摘される。 

そこで本論では、町丁目単位の統計データに基づき、首都圏郊外の中心地における近年の人口動
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態と商業・業務等の都市機能集積の変容実態の関係性を明らかにすることを目的とする。 

 

3-1-2 研究の方法 

 

(1) 分析の手順 

本章では、首都圏郊外で総従業者数が減少に転ずると共に、上記の通り人口減少に転ずる自治体

が急増した2005年以降を研究対象期間として、以下の方法で研究を進めるものとする。 

まず、3-2では、国勢調査、事業所統計調査、経済センサスを用いて2005~2015年間の町丁目単位

の人口、従業者数の動向を分析し、首都圏郊外における都市機能集積の分布とその近年の変化の傾

向を明らかにする。ここでは、上記に挙げた既往研究で人口等の分布に影響を与えることが指摘さ

れる鉄道駅との近接性、土地利用との関係性に基づいて予め町丁目を類型化し、各類型の人口・従

業者数の変化率を集計する。また、相5), 6)の分析手法を参照し、カイ二乗検定および残差分析を行う

ことで人口・従業者数の変化率について統計的な有意性の有無を確認する。 

マクロな都市機能立地動態の分析結果を踏まえて、次に3-3ではさいたま市を事例に、より詳細な

都市機能集積パターンの傾向を分析する。本節では上記データの分析に加えて、商業統計調査の町

丁目単位集計を用いることで、中分類の小売業の立地動態を整理するものである。 

最後に3-4で、上記で得られた知見を総括し、首都圏郊外における都市機能集積パターンの変容実

態として提示する。 

 

(2) 使用するデータ 

本章では人口、業務、商業の町丁目単位の動向を確認する為、総務省および各市町村の公表する

以下の統計データを用いて分析を行った。 

人口については、2005年度および2015年度の国勢調査小地域統計を用いる。 

業務については、従業者数をその指標として用いる。従業者数のデータは、2006年度の事業所・

企業統計調査および2014年度の経済センサスおける各町丁目の全従業者数を用いる。 

商業は、業務と同様に従業者数でその動向を把握することとする。商業関連の従業者数の動向に

ついては、経済産業省が実施する商業統計調査で詳細に把握されているものの、本調査の町丁目単

位集計の結果は基礎自治体ごとに公表・非公表の対応が異なっており、網羅的な把握が不可能であ

る。そこで、本章では、事業所・企業統計調査および経済センサスおける産業大分類のうち「小売・

卸売業」の従業者数を商業機能の指標として用いることとする注１）。ただし、3-3で研究対象とした

さいたま市では2007年および2014年度の商業統計調査の町丁目単位集計結果が公表されているこ

とから、これを用いて商業等の動向を詳細に分析する。 

 

(3) 研究対象とする町丁目 

研究対象は、首都圏郊外自治体の大字・町丁目全体とする。 

ただし、国勢調査とそれ以外の調査では集計単位が異なっているため、両者を予め整合する必要
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がある。具体的には、国勢調査では小字単位で人口集計が行われている地区があるため、小字につ

いては統合して大字単位でその人口、従業者数、面積の集計を行った。また、住所名が同じで異な

る住所コードが割り振られている場合も、１つの町丁目と見做して集計した。なお、以下の町丁目

については経年的な比較が困難であるため、予め分析対象から除外した。 

①2005年以降に区画整理事業等に伴って住所表示や境界変更が行われた町丁目。 

②使用する統計データに欠損値が確認される町丁目注２）。 

以上の選定を行った結果、条件に該当する12,176町丁目を対象として抽出した（図3-1）。 

 

 
図 3-1 研究対象とする町丁目（グレーが対象地） 

 

次に、対象とする町丁目の地区特性を整理する。藤井10)は町丁目単位の人口動向を分析する上で、

交通利便性および地区の主要用途に着目して対象地区を分類する基準を示しており、本研究成果は

大都市圏の小地域単位の人口動向に関する研究に数多く参照されている。本論でもこの着眼点を踏

襲して以下の通りに分類を行う。 

第１に、用途地域で対象を分類する。各町丁目の可住地面積のうち、最も多くの面積を占める用

途地域等を主要用途地域として、それが商業系用途地域の場合は「商業地区」、工業系用途地域の場

合は「工業地区」、住宅系用途地域の場合は「住居地区」とする。いずれの用途地域にも属さない面

積が半分以上を占める町丁目については「市街化調整区域」とした。用途地域等の面積は国土数値
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情報ダウンロードサービス11)において提供される「用途地域」を使用し、ArcGISを使用して算出し

た。ただし、住居系地域については戸建や集合住宅、公営団地等、主要な住宅タイプに応じて地区

の現状が大きく異なると想定されることから、国勢調査統計の「住宅の建て方別住宅に住む主世帯

数」に応じて更に細分化を行った。まず、各町丁目の「住宅に住む一般世帯数（以下、総世帯数）」

および「一戸建」「共同住宅」「公営・公団・公社の借家（以下、公営住宅）」に住む世帯数を算

出し、一戸建の世帯数が町丁目の総世帯数の半分以上を占める場合は、その町丁目を「戸建住宅地

区型」とする。共同住宅の世帯数が半分以上を占める場合、且つ公営住宅の世帯数がそれ以外の住

宅タイプの世帯数を上回る場合に「公営団地型」、下回る場合には「集合住宅地区型」とする。な

お、住居系地域のうち５地区では2005年度時点の世帯数が０であったことから、こうした地区は「未

整備地型」と称する。 

第２に、鉄道駅からの距離で町丁目を分類する。国交省都市局が公表する「都市構造の評価に関

するハンドブック」12)に基づいて駅勢圏を800mと設定し、駅勢圏内に町丁目面積の半分以上が含ま

れる場合には「駅勢圏内」、含まれない場合には「駅勢圏外」とした。 

類型化の結果は、図3-2の通りである。首都圏郊外では戸建住宅地区型（4,911）が最も多く、次

いで市街化調整区域型（2,993）、集合住宅地区型（2,781）が多くなっている。駅勢圏内は建物の

高度利用を進めるため、商業地区型の約９割が駅勢圏内に位置しており、集合住宅地区型も約６割

が駅勢圏内に位置している。これに対して、駅勢圏外では戸建住宅地区や市街化調整区域等の低利

用地区が多くなっている。 

 

 

図 3-2 対象町丁目の類型化の方法 
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3-2 町丁目単位の人口・従業動態にみる首都圏郊外の空間変容 

 

3-2-1 町丁目単位にみる近年の人口動向 

 

(1) 全体的な傾向 

まず、全町丁目の2005~2015年間の人口増減を集計した。人口が増加した町丁目は5,345（全体の

43.3%）であり、そのうち人口増加率が25%を超える町丁目は975（同8.0%）、50%を超える町丁目

は408（同3.4%）である。一方で、人口減少町丁目は6,790（同55.8%）であり、人口減少率が25%

を超える町丁目は352（同2.9%）、50%を超える町丁目は53（同0.4%）である。 

なお、同期間における世帯数の動向を見ると、世帯増加町丁目は8,955（全体の73.5%）、世帯減

少町丁目は3,017（同24.8%）であることから、世帯増加町丁目数が人口増加町丁目数を上回ってお

り、首都圏郊外で世帯の小規模化が進展していることが伺われる。 

 

(2) 地区類型ごとの人口動向 

図3-2の地区分類に基づき、対象町丁目の人口増加率を集計した結果を表3-1に示す。未整備地区

の人口増加率が無記入であるが、これは分母となる2005年時点の人口規模が０であるためである。 

全般的には、駅勢圏内に含まれる地区を中心に人口増加傾向が確認される。駅勢圏内の総人口は

2005年時点で約767万人、2015年に約798万人と10年間で約31万人増加している。これに対して、

駅勢圏外の総人口は2005年時点で約1,215万人、2015年に約1,219万人と10年間で約４万人の増加に

留まる。地区類型別にみると、人口増加町丁目の割合が最も高い地区類型は駅前商業地区であり、

直近の10年間で人口が約９万人増加している。平均人口増加率も最も高く、近年顕著に人口が集積

する傾向にあると言える。また、工業地区は駅勢圏内外問わず平均人口増加率が高い。これは、建

築規制の緩い準工業地域を中心に、工場用地の住宅への転用が進んでいることを反映しているもの

と思われる。これに対して、駅勢圏内外両方の公団地区および非駅前市街化調整区域では平均人口

増加率がマイナスであり、人口増加町丁目の割合も他と比べて小さくなっていることから、人口流

出の進んでいる地区類型であると言える。 

なお、各地区の平均人口密度をみると、駅前商業地区、同集住地区、駅前公団地区、非駅前公団

地区でそれぞれ100人/ha以上の集積が確認される。この一方で、市街化調整区域ではDIDの基準と

なる40人/haを大きく下回ることから、極めて低密度に住宅が拡散していることが分かる。 

 

(3) カイ二乗検定および残差分析による有意性の検証 

上記の通り、近年の町丁目単位の人口増減には地区の用途および鉄道駅との距離が関係している

ように推測されるため、この点について統計的に有意な差が生じているかどうか、カイ二乗検定お

よび残差分析により検証する。分析の手順は下記の通りである。 

まず、各町丁目の人口を可住地面積で除算した人口密度を算出し、2005~2015年間の増減を整理

する。次に、人口増加町丁目における平均人口増加（+11.31人/ha）および人口減少町丁目における
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平均人口減少（-6.72人/ha）を基準として、「人口急増（2005~2015年間の人口増加が11.31人/ha

以上）」「人口増加（同+0~11.31人/ha）」「人口減少（同-6.72~0人/ha）」「人口急減（同-6.72

人/ha以下）」の４つのグループに分割し、各地区類型と共にクロス集計を行った。 

SPSS Statistics 21を使用して集計した結果を表3-2に示す。χ2 = 3094.83 (p < 0.01)であり、地

区類型と人口増減には有意な関連性が示された。また、調整済み残差の絶対値が2.58以上の場合に

1%水準で有意な傾向があるとされており、同値が2.58以上のセルには薄いグレーを、-2.58以下のセ

ルに濃いグレーを着色した。前者は期待値より有意に町丁目数が多いことを、後者は期待値より有

意に少ないことを意味する。これによると、駅勢圏内であれば商業地区、工業地区、集合住宅地区

で人口急増が有意に多く、また人口減少が有意に少なくなっている。これに対して、非駅前商業地

区や戸建住宅地区、公団地区、非駅前市街化調整区域は、人口急減町丁目が有意に多いことから、

人口減少が他より顕著であると言える。 

以上より、表3-1の分析結果通り、首都圏郊外における近年の人口増減には地区の用途および鉄道

駅との距離が有意に関係することが示唆された。藤井10)や相5),6)が示す通り、首都圏郊外では駅勢圏

内、特に商業地区で人口増加が顕著であることを本結果は示している。 

 

表 3-1 地区類型別の平均人口増加率と人口増加町丁目数 

 
 

表 3-2 人口変化率と地区類型によるクロス集計（χ2 = 3094.83, df = 36, p < 0.01） 
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3-2-2 町丁目単位にみる近年の全従業者数の動向 

 

(1) 全体的な傾向 

全従業者数が増加した地区は6,855（全体の56.3%）で、そのうち増加率が25%以上の地区は3,367

（同27.7%）、50%以上の地区は1,850（同15.2%）である。従業者数の減少した地区は5,171（同42.5%）

であり、減少率が25%以上の地区は1,514（同12.4%）、50%以上の地区は303（同2.5%）である。 

 

(2) 地区分類ごとの全従業者数の動向 

駅勢圏内の総従業者数は2005年時点で約301万人、2015年に約318万人と10年間で約17万人増加

している。これに対して、駅勢圏外の総従業者数は2005年時点で約354万人、2015年に約385万人

と10年間で約31万人も増加しており、駅勢圏内外を問わず従業者数の増加傾向が確認される。 

地区類型別にみると、平均従業者密度は駅前商業地区が最も高く、2015年時点で平均173.4人/ha

となっている（表3-3）。この次に非駅前商業地区、駅前工業地区と続くが、前者は2006~2014年間

で大きく従業者数を減らしていることがわかる。また、近年は住宅地区や市街化調整区域で従業者

数が増加傾向にあり、増加率だけで見ると商業地区と工業地区を上回っている。特に、非駅前市街 

 

表 3-3 地区類型別の平均従業者数変化率と従業者数増加町丁目数 

 
 

表 3-4 全従業者数増加率と地区類型によるクロス集計（χ2 = 2079.88, df = 36, p < 0.01） 
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化調整区域では2006~2014年間に14.1%も増加しており、実数でも16万人以上増加していることか

ら、首都圏郊外では従業機能の集積が期待される商業・工業地区や駅勢圏内以外にも拡散しつつあ

ること、相対的に非駅前市街化調整区域の優位性が高まっていると言える。 

 

(3) カイ二乗検定および残差分析による有意性の検証 

次に、人口と同様にカイ二乗検定および残差分析により、統計的に有意な差の有無を検証する。

従業者数増加町丁目における平均増加数（+6.00人/ha）および減少地区における平均減少数（-5.18

人/ha）を基準として、「従業者急増地区（2006~2014年間に従業者が6.00人/ha以上増）」「従業

者増加地区（同0~6.00人/ha増）」「従業者減少地区（同-5.18~0人/ha減）」「従業者急減地区（同

-5.18人/ha以上減）」の４つのグループに分割し、各地区類型と共にクロス集計および残差分析を

行った（表3-4）。 

分析の結果、χ2 = 2079.88 (p < 0.01)であり、地区類型と全従業者数の増減には有意な関連性が

示されたものの、人口変化ほど明確な傾向は見られなかった。地区類型ごとの傾向を見ると、本来

業務機能を集積すべき地区である商業・工業地区型では従業者急増地区および急減地区が有意に多

いことから、従業者数の増える地域と減る地域に二極化しつつあることが伺われる。一方、市街化

調整区域型や非駅前戸建住宅地区型では急増地区および急減地区の双方とも有意に少なく、相対的

に変化の小さい町丁目が多くなっている。 

 

3-2-3 町丁目単位にみる近年の商業従業者数の動向 

 

(1) 全体的な傾向 

商業系従業者数が増加している地区は4,409（全体の36.2%）であり、そのうち増加率が25%以上

の地区は2,511（同20.6%）、50%以上の地区は1,695（同13.9%）である。全従業者数の減少した地

区は6,745（同55.4%）であり、減少率が25%以上の地区は3,969（同32.6%）、50%以上の地区は1,624

（同13.3%）である。首都圏郊外では商業従業者数の減少する地区が多くなっている。 

 

(2) 地区分類ごとの商業従業者数の動向 

駅勢圏内の総従業者数は2005年時点で約72万人、2015年に約68万人と10年間で約４万人減少し

ている。駅勢圏外の総従業者数も2005年時点で約71万人、2015年に約70万人と10年間で約１万人

減少しており、駅勢圏内外を問わず従業者数は減少傾向にある。 

地区類型別に見ると、平均従業者密度は商業地区で最も高く、特に駅前商業地区では2015年時点

で37.8人/haであり、際立って多くの商業従業者が働いていることがわかる（表3-5）。しかし、駅

前商業地区でも従業者数は減少傾向にあり、代わって駅勢圏内外の工業地区や非駅前市街化調整区

域で従業者数が増加している。 
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(3) カイ二乗検定および残差分析による有意性の検証 

次にカイ二乗検定および残差分析により、統計的に有意な差の有無を検証する。商業従業者増加

町丁目における平均増加数（+2.15人/ha）および減少地区における平均減少数（-2.16人/ha）を基

準として、「従業者急増地区（2006~2014年間に従業者が2.15人/ha以上増）」「従業者増加地区（同

0~2.15人/ha増）」「従業者減少地区（同-2.16~0人/ha減）」「従業者急減地区（同-2.16人/ha以上

減）」の４つのグループに分割し、各地区類型と共にクロス集計および残差分析を行った（表3-6）。 

分析の結果、χ2 = 2072.42 (p < 0.01)であり、地区類型と商業従業者数の増減には有意な関連性

が示されたものの、全従業者数の動向と同じく、多くの地区類型で二極化の傾向が確認された。具

体的には、商業地区型、工業地区型、駅前集合住宅地区型で商業従業者数の急増および急減する町

丁目が有意に多くなっており、これに対して市街化調整区域型では比較的小幅な変化に留まる町丁

目が有意に多くなっている。なお、駅前商業地区では従業者急減地区が56.1%となっており、半数

以上の町丁目で商業活動の急激な縮小が確認されている。 

 

表 3-5 地区類型別の平均商業従業者数増加率と商業従業者増加町丁目数 

 
 

表 3-6 商業従業者数増加率と地区類型によるクロス集計（χ2 = 2072.42, df = 36, p < 0.01） 
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3-2-4 人口・従業・商業の変容パターンおよびその分布の特徴 

 

ここまで人口、全従業者数、商業従業者数の各変化の傾向を個別に整理してきたが、次にこれら

相互の関係性に着目する。表 3-7 は、各増減に応じて町丁目の変容パターンを８つに分類したもの

である。これによると、駅前商業地区では人口のみが増加し、業務、商業が縮小する「4.住宅地区 

 

表 3-7 人口増減、従業者数増減に基づく変化のパターン化 

 
 

 
図 3-3 「全機能集積」「住宅地区化」「都市機能集積化」「縮退化」の分布（図中の黒線は鉄道路線を示す） 
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化」が最多であり、従来の駅前商業地区の中心的な変化のパターンであったと思われる「5.都市機

能集積化」はその 1/4 以下の 30 町丁目に留まっている。これに対して、非駅前市街化調整区域では、

「8.縮退化」が最も多い一方で、「5. 都市機能集積化」や「6.業務地区化」が多くなっており、駅前

商業地区と正反対の傾向にあることが伺われる。 

また、図 3-3 は上記８分類のうち、「1.全機能集積」「4.住宅地区化」「5. 都市機能集積化」「8.縮

退化」の４つを図示したものである。これによると、郊外が縮退に転ずる中でも未だ発展を続ける

「1.全機能集積」は郊外に広く分布し、「5. 都市機能集積化」や「8.縮退化」は外縁部や鉄道路線か

ら離れた位置に多く分布していることが分かる。これらに対して「4.住宅地区化」は、鉄道路線周

辺に集中的に分布しており、鉄道路線から離れると殆ど見られないことが特徴的である。 

 

3-2-5 首都圏郊外の近年の空間変容 

 

本節の分析結果から明らかになったことを、以下に整理する。 

まず、首都圏郊外における従来の空間的特徴として、駅勢圏内の商業地区型や工業地区型を中心

に業務・商業機能が集積していること、住宅地区型では業務・商業機能の密度が相対的に低い一方

で、人口密度は高く、居住地としての機能を果たしていることが確認された。ところが、従業者数

や人口の低成長期に入った近年の人口および従業者数の動向を見ると、従来の空間的特徴と正反対

に、駅勢圏内の商業地区型や工業地区型で業務・商業機能の減退と人口の増加が顕在化している。

他方、本来開発等を制限すべき市街化調整区域型では、確かに人口減少傾向にあるものの、業務・

商業機能はむしろ拡大傾向にあることが確認された。 

こうした近年の空間的変容は、郊外において商業・業務機能の拡散化が進んでいることを示すも

のと考えられる。これは地方都市における中心市街地の衰退と同様の傾向と捉えられるが、それと

は異なる点として、首都圏郊外では駅勢圏へ住宅需要が内向化することで、郊外鉄道駅周辺の開発

需要が商業や業務用途の開発から住宅開発へと推移している点が挙げられる。 
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3-3 さいたま市における人口・従業者・商業動態 

 

3-3-1 本節の概要 

 

(1) 本節の目的 

前節では、都市機能集積パターンの変化について、首都圏郊外全体の町丁目を対象に分析した。

これにより、マクロな傾向として駅勢圏内における人口増加と駅勢圏外における従業者増加が生じ

る一方、残差分析の結果からは、特に従業者の動向は地区によって増加と減少の差が大きいことが

推察された。しかしながら、中心市街地活性化において「まちなか居住」が政策課題として取り上

げられるように、一般的に近隣人口の増加は商業活性化に寄与するものと考えられているはずであ

る。それではなぜ、首都圏郊外の駅勢圏内では人口増加と商業従業者数の減少が同時に生じる地区

が現れるのだろうか。また、その減少は商業全般に該当するものなのか、それとも特定の業種のみ

が衰退しているのか。こうした点について、より詳細な検討が必要であるように思われる。 

そこで、本節ではさいたま市を対象として、人口・従業・商業のより詳細な立地動向を把握する

ことを目的とする。さいたま市を分析対象とする理由は、以下の２点である。 

第１に、多様な特徴を持つ地域が市域内に含まれる点である。さいたま市は 2001 年に大宮市、

浦和市、与野市が合併して誕生、2005 年には岩槻市とも合併し、極めて大きな市域面積を有する市

となった。市域内には業務核都市である大宮や浦和、戸建住宅地中心の岩槻や指扇、近年区画整理

により宅地造成の進む浦和美園等、多様な地区が含まれるため、3-2 で示したマクロな傾向の検証

に適すると考えられる。 

第２に、データの制約が挙げられる。商業の動向をより細目に分析する為には、3-2 で分析に用

いた事業所・企業統計調査や経済センサスでは不十分であり、商業統計調査の集計結果を利用する

必要がある。しかし、既述の通り、商業統計調査の町丁目単位集計の結果は国の機関の HP では公

表されておらず、自治体によって公表・非公表の対応が異なる。首都圏郊外の各自治体ＨＰより公

表資料を収集した結果、研究対象期間中の 2007 年度および 2014 年度の集計結果を公開している自

治体は、東京都を除けば、さいたま市、川口市、横浜市、川崎市、横須賀市、小田原市、相模原市

の７自治体に限られた。さらに、産業中分類で小売業の事業所数、従業者数が整理され、且つ小売

業全体の売場面積と年間商品販売額が把握できる資料に限定すると、上記自治体で唯一さいたま市

のみの公表に留まる。 

以上の通り、地理的条件が適当であること、商業統計の詳細集計結果が利用可能であることを踏

まえ、さいたま市を研究対象とした。なお、本節で分析対象とする「商業」は、実際に人口増加等

によって直接的に影響を受けると考えられる「小売業」に限定し、「卸売業」は除くものとする。 

 

(2) 分析の方法 

次に、研究方法を述べる。本節では 2007 年度、2014 年度商業統計調査の町丁目単位集計を用い

て、上記の疑問点を検証する。第１に、3-2 と同様に人口および従業者数の動態を分析し、地区特
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性や地理的条件との関係性を明らかにする（3-3-2）。第２に、人口増加と商業活性化の関係性をよ

り直接的に測る為、小売業の販売床面積と同売上高を指標として、各町丁目の人口増加と商業活性

化との関係性を分析する（3-3-3）。第３に、産業中分類による商業事業所数の変化を町丁目別に見

ることで、商業動態の傾向をより詳細化する（3-3-4）。 

 

(3) 対象地の概要 

さいたま市は埼玉県東部に位置する県庁所在地である。市域面積は 217.43km2であり、東西に約

20km、南北に約 20km に渡って広がっている（図 3-4）。近世以前より岩槻は城下町、浦和や大宮

は中山道の宿場町として一定の人口が定住していたものの、1930 年時点の人口は約７万人に過ぎず、

当時の人口は近隣の川越市や熊谷市よりも少なかった。しかし、第二次大戦後は東京の発達と共に

郊外居住者の受け皿として急速に市街地整備が進み、今日では約 130 万人の人口を抱える日本で９

番目に大きい自治体となっている。なお、分析期間とする 2005 年から 2015 年にかけて、人口は

117.6 万人から 126.4 万人に、総従業者数も 48.6 万人から約 50.5 万人に増加している。 

さいたま市の交通網は、鉄道路線および幹線道路が網目状に発達している。主要鉄道路線は市を

南北に縦断する JR 京浜東北線、同東北本線、同埼京線、同高崎線であり、東西方向には JR 武蔵野 

 

 
図 3-4 さいたま市の市域と鉄道・幹線道路網 
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図 3-5 さいたま市の用途地域（左図）および駅勢圏（右図） 

 

線、同川越線、東武鉄道アーバンパークライン（旧東武野田線）が通っている。また、市の東部に

は東京メトロ南北線に直通する埼玉高速鉄道が 2000 年代に開通し、同路線は岩槻駅への延伸が今

後予定されている。幹線道路は近年急速に整備が進んでおり、南北に縦断する市東部の国道 122 号、

市西部の国道 17 号およびそのバイパス、東西に横断する市北部の国道 16 号、市南部の国道 463 号

およびそのバイパスが開通している。 

用途地域の指定状況を見ると（図 3-5）、JR 京浜東北線沿いに商業地域が多く、工業地域は国道

17 号バイパスや国道 16 号沿道に分布している。また、市の中央部は「見沼田圃」と呼ばれる低地

帯や芝川、綾瀬川の流路となっていることから、鉄道網や幹線道路網の空白地帯であり、その殆ど

が市街化調整区域となっている。 

 

3-3-2 町丁目別にみる人口・従業・商業の変化 

 

まず、人口および従業者数の動向を図 3-6 に整理した。これによると、人口増加が顕著な地区は

京浜東北線や埼京線の沿線、浦和美園駅周辺、東岩槻駅北口に分布しており、概ね鉄道駅周辺の町

丁目では人口増加傾向にあることがわかる。全従業者数もこれと同様の傾向を示しているものの、

人口と比べて従業者増加地区が鉄道駅から離れた町丁目まで広く拡散している。これらに対して、

商業従業者数は多くの町丁目で減少傾向にある。従業者数の急増が確認される町丁目は浦和駅周辺、

大宮駅周辺、南浦和駅周辺、武蔵浦和駅周辺に分布するが、駅勢圏内であっても減少地区や急減地

区が多く確認される。例えば、大宮駅周辺では従業者数急減地区と急増地区が隣り合って分布して

おり、地域の中核的な駅前商業地区であっても商業従業者数の減少は逃れ得ないようである。この

一方で、国道 16 号や国道 17 号沿道でも従業者数急増が飛び地的に確認されている。 

以上をまとめると、3-2 の分析結果と類似した人口・従業者数の動態がさいたま市でも同様に確

認されたと言って差し支えないだろう。特に、京浜東北線等の市を南北に縦断する鉄道路線沿線で 
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図 3-6 さいたま市の町丁目単位にみる人口・従業者数の増減（人口: 2005-2015年/従業者数 2006-2014年） 

 

人口・従業者数の増加が著しく、東京都心へのアクセスの悪い環状鉄路沿線では人口・従業者数が

共に伸び悩む町丁目が多くなっている。 

 

3-3-3 人口増加と小売業売場面積、年間商品販売額の変化の関係性 

 

(1) 小売業売場面積、年間商品販売額の集計とその限界 

前項では「人」に着目して駅前商業地区の機能的変化を見た結果、業務機能と居住機能について

は拡大を続ける地区が多く見られる反面、多くの町丁目で商業機能の衰退が明確に確認された。た

だし、近年は営業形態の変化が進んでいることから、従業者数だけで商業等の実態を完全に把握す

ることが必ずしも適当であるとは限らなくなっている。そこで、次に商業統計調査で集計される小

売業売場面積および同年間商品販売額に着目し、人口増加と商業活性化の関係を分析する。 

ただし、商業統計調査では、各町丁目の立地事業所数が少ない場合に個別店舗の小売業売場面積
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および年間商品販売額が特定される恐れがあることから、そうした町丁目では秘匿処理が施されて

いる。2007 年あるいは 2014 年時点のいずれかで秘匿値とされる町丁目についてはその変化を分析

することが不可能であることから、対象とする 560 町丁目のうち、年間商品販売額が秘匿化されて

いる 188 町丁目（33.6%）、売場面積が秘匿化されている 160 町丁目（28.6%）を除外して、以下の

分析を行うものとする。 

 

(2) 地区類型別にみる小売業売場面積、年間商品販売額 

さいたま市全体の人口や従業者数が増加を続ける一方、小売業売場面積は 2007 年から 2014 年に

かけて 1.3%減少している（2007 年: 1,178,523 ㎡ / 2014 年: 1,162,669 ㎡）。年間商品販売額も同様

に減少傾向にあり、同期間に 5.3%減少している（2007 年: 1,260,944 百万円 / 2014 年: 1,193,910

百万円）。全体的には商業が縮小傾向にある一方で、以下の通りに商業集積の偏在化が進んでいる。 

表 3-8 は、3-1-2 で挙げた地区類型別に小売業売場面積と年間商品販売額の増減率を集計した結果

である。売場面積については減少する地区類型が多いものの、駅前工業地区型や駅前集合住宅地区

型、非駅前市街化調整区域型で増加が確認される。年間商品販売額についても、駅前集合住宅地区

型や非駅前工業地区型で増加が確認される。商業集積を本来の目的とする商業地区については、駅

前および非駅前の両方で売場面積、年間商品販売額の著しい減少が生じており、商業集積が市域全

体に緩やかに拡散している様子が伺われる。 

本節の冒頭でも述べたように、一般的には近隣居住者の増加はその地区の商業活性化に寄与する

と考えられている。しかしながら、上記で見たように、さいたま市では駅前商業地区における居住

者の増加が商業活性化に寄与しているとは言えず、むしろ人口増加に反比例して小売業売場面積と

販売額の減少が生じる結果となっている。 

 

表 3-8 地区類型別の小売業売場面積および年間商品販売額の変化 

 
 

3-3-4 産業中分類集計にみる町丁目別の小売業構成の変化 

 

(1) 対象とする小売業の分類 

ここまでの分析を通じて、駅前商業地区では居住者が増加する一方で小売業の売場面積が減少し

ていることを示したが、その減少の内訳は明らかでない。商業の衰退は商業全般に該当するものな
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のか、それとも特定の業種のみが衰退しているのか。最後に、この点について商業統計調査の産業

中分類集計の結果に基づき考察を行っていく。 

商業統計調査の中分類では、小売業を以下の６つに分類している。百貨店や総合スーパー等の業

種は「各種商品小売業」に、主に衣類や鞄類を扱う小売店舗は「織物・衣服・身の回り品小売業」

に、酒類や食糧品を主に扱う業種やコンビニエンスストアは「飲食料品小売業」に、電気器具や自

動車等を扱う業種は「機械器具小売業」に、書店やドラッグストア等の上記に含まれない業種は「そ

の他の小売業」に、店舗を構えずに営業する通信販売等の小売業は「無店舗小売業」にそれぞれ分

類されている。このうち、実際に店舗を出店しない「無店舗小売業」を除く５種類を分析対象とし

て、各町丁目の店舗数の変化を見るものとする。 

また、小売業には含まれないものの、飲食店の増減も市街地活性化の指標として重要であると考

えられることから、上記の５つに加えて経済センサス等の大分類より「飲食業・宿泊業」の事業所

数を抽出し、その動向を同様に分析するものとする。なお、上記の小売業は 2007 年および 2014 年

の商業統計調査より集計し、飲食業・宿泊業のみ 2006 年および 2014 年経済センサスを用いて集計

した。 

 

(2) 分析結果 

さいたま市における町丁目単位の店舗数の増減を図 3-7 および表 3-9 に示した。これによると、

さいたま市では以下の傾向が確認される。 

 

表 3-9 地区類型別にみる小売業中分類別の事業所数の増減 
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図 3-7 小売業中分類別の事業所数の増減（2007-2014年, 飲食・宿泊業のみ 2006-2014年） 
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第１に、3-3-3 で示したように小売業売場面積は減少しているものの、市全体の傾向として店舗数

は増加傾向にある。業種を見ると、各種商品小売業と機械器具小売業、その他小売業の増加が著し

い一方、織物・衣服・身の回り品小売業と飲食良品小売業の減少が顕著である。 

第２に、駅前商業地区では他地区類型と比べて店舗数の著しい増加が確認される。この増加の大

部分を「その他の小売業」が占めていることから、従来の小売業の分類に収まらない店舗の多様化

が進んでいることが伺われる。ただし、駅前商業地区では年間商品販売額、売場面積ともに減少し

ていることを踏まえると、大型小売店舗が衰退する一方で店舗の小型化が進んでいるのではないか

と推測される。実際に、駅前商業地区では百貨店や総合スーパーを含む各種商品小売業が減少して

おり、この点を裏付けるものと捉えられる。特に、大宮駅や浦和駅周辺のように JR 京浜東北線や

埼京線等の都心直通路線沿いに立地する広域的な商業集積地では、織物・衣服・身の回り品小売業

と飲食料品小売業、飲食・宿泊業の店舗数・事業所数の減少が生じる反面、その他の小売業が増加

し、商業の多様化が進んでいるものと考えられる。 

 

3-3-5 自治体レベルにおける都市機能集積地の変容 

 

本節では、前節で提示されたマクロな人口・従業・商業動態をより細分化するため、さいたま市

を事例として詳細な変化を検証した。検証の結果、3-2で述べた人口の駅勢圏内への集中化が、自治

体レベルでも確認された。また、商業の駅勢圏外への離心化についても、駅前商業地区における小

売業売場面積の減少と非駅前市街化調整区域における増加傾向が確認されたことから、概ねマクロ

な変容実態と同じ傾向が確認された。 

特に、大宮や浦和のような広域的な商業集積地では、駅周辺の人口増加と反比例するように売場

面積の減少が著しい。その業種も従来中心的であった織物・衣服・身の回り品小売業や飲食料品小

売業からその他小売業へと移り変わっていることから、商業の小型化と多様化が進行しているもの

と考えられる。近隣のロードサイドに大型小売店舗が出店する一方、駅前商業地区では確かに床面

積や売上高の規模的縮小は生じているものの、住商混合化や小規模で多様な業種の集積が進展しつ

つあり、成熟した市街地へ変容しつつあると言える。 
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3-4 おわりに 

 

3-4-1 知見の整理 

 

本章で明らかになったことを以下にまとめる。 

第１に、首都圏郊外を町丁目単位のミクロな空間で分析した結果、各町丁目の立地特性によって

人口や業務・商業の動向が大きく異なることが明らかになった。駅勢圏外では人口減少傾向にあり、

特に市街化調整区域型や公営団地地区型では７割以上の町丁目で人口減少が確認された反面、駅勢

圏内では人口増加が著しいことが確認された。これについて、2-2 で明らかとなった首都圏全体の

マクロな人口動向、すなわち郊外内部での居住地移動が大半であることと併せると、郊外駅勢圏内

の人口増加は郊外駅勢圏外からの人口移動によって生じているのではないかと考察される。これは、

既往研究 8), 9)で把握された郊外居住者の移住志向とも整合する知見であり、これが正しい場合には、

今後も駅勢圏内への人口流入が続くことが予測される。 

第２に、業務・商業機能は人口と正反対の動向を見せ、駅勢圏内で停滞あるいは減少傾向にある

反面、駅勢圏外の市街化調整区域型を中心に著しく増加傾向にあることが確認された。これはロー

ドサイドへの大型小売店舗進出による影響と思われ、駅勢圏内の商業等空洞化を穴埋めする形で住

宅開発が活発化し、人口増加が生じることになったものと推測される。ただし、駅勢圏外の商業・

業務機能の増加傾向ついては、人口が駅勢圏内へと回帰しつつある現状を考慮すると、購買層の将

来的な減少が不可避であり、早晩立地数も減少へ転じるのではないかと予想される。 

第３に、商業統計調査の町丁目単位集計を公表しているさいたま市を対象として人口・商業の詳

細な変容実態を分析した。その結果、人口や商業の動態は首都圏全体の傾向と概ね同じ特徴が確認

された。特に、本来商業を集積すべき駅前商業地区で人口増加が顕著である反面、小売業売場面積

や年間商品販売額が低下していることから、駅前商業地区における人口増加が商業の活性化に必ず

しも寄与していないことが明らかとなった。 

 

3-4-2 首都圏郊外の空間秩序の「反転」 

 

近隣居住者の増加が、なぜ駅前商業地区の商業活性化に繋がらないのだろうか。その要因は「供

給側の要因」と「消費側の要因」の２点から考察される。 

前者の「供給側の要因」とは、駅前商業地区の商業床需要の減少が先に生じ、その結果として商

業跡地に住宅建設が生じることである。3-3 で考察したように、近年の郊外では駅勢圏外に多くの

大規模小売店舗が進出したことから、駅前商業地区の購買者層が減少し、商業の衰退が生じた。商

業地価が下がったことで住宅建設が容易となり、人口の増加と商業の衰退が同時的に観測されたと

考えられる。 

後者の「消費側の要因」については、駅前商業地区の居住者が近接する商業地で購買せず、鉄道

利便性を活かして向都心的な消費行動に出ることが想定される。例えば、国交省が 10 年毎に実施す
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る東京都市圏パーソントリップ調査 13)によると、近年は向都心型の総トリップ数が極めて大きく増

加しており、都心への一極集中が再強化されつつある（図 3-8）。特に近年は都心－郊外間鉄道の

増便や鉄道会社間の相互乗り入れによる都心直通鉄路が増加し、郊外から都心へのアクセスが改善

されつつあることから、居住者の購買行動が域外に流出する可能性も検討すべきだろう。 

 

 

図 3-8 東京都市圏ＰＴ調査による地域間総トリップ数の増加量（左：1988~1998 年、右：1998~2008 年）14) 

 

これまで見たように、商業・業務が都心に回帰しつつある一方、居住機能については鉄道駅周辺

に集積が進んでいる現状を鑑みると、大都市圏郊外が従来の空間秩序から「反転」しつつあるので

はないかと仮説が立てられる。ここでいう「反転」とは、かつて大都市の拡大局面において商業や

業務機能を高度化する拠点とされた鉄道駅周辺に住宅が増加し、高度化すべき商業・業務機能が拡

散するという、これまでの多核化政策と正反対の現象が生じていることを指す。更には、鉄道駅周

辺の居住者数が増加することによって都心への流出者数が増加していることが事実であるとすれば、

郊外の都心への依存度をかえって高めることを意味するのではないだろうか。 

ただし、郊外駅前商業地区で住商混合化や小規模で多様な業種の集積が進展しつつある点につい

て、質的な観点からは、成熟した市街地へ変容しつつある点を評価すべきだろう。むしろ、都心と

郊外駅前商業地区、郊外ロードサイドのそれぞれに異なるタイプの商業が集積することで、それぞ

れの棲み分けが可能になるメリットも挙げられる。こうした点については、本稿で用いた商業統計

調査による検証では限界があることから、アンケート調査等を用いて実際の居住者の行動パターン

を分析する等、多角的な検討が必要であると考えられる。 
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注 

 

注１）一般的な商業に該当する業態は「小売業」とされるが、事業所・企業統計調査および経済センサスおけ

る町丁目単位集計では従業者数を産業大分類で公表しているため、「卸売業」を含んだ集計結果となる点に留

意が必要である。 

注２）小字単位まで集計を行う国勢調査統計に対して、事業所・企業統計調査および経済センサスでは大字単

位の集計となっていることから、従業者数のデータが得られない小地域については対象から除外した。 
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4-1 はじめに 

 

4-1-1 研究の背景と目的 

 

２章で整理したように、首都圏郊外の駅前商業地区の多くは、主に 1970~1980 年代の郊外居住者

増に伴って再開発の進んだ地区である。したがって、再開発から半世紀が経過する 2020~2030 年代

にかけて、多くの地区で建物の経年劣化に伴う再々開発が検討されることが見込まれるものの、３

章で見たように今や商業・業務床需要は以前ほど大きくなく、従来のような駅前大規模開発が困難

な状況下にある。他方では、1990 年代の都市開発諸制度、建築基準法の改正・緩和に伴って超高層

建築物の開発が一般化したことから、通勤利便性の高い駅至近の住宅需要高騰注１）を背景として、

こうした開発の多くは住宅開発あるいは住商複合型の開発へと転じていった。その結果、今日多く

の郊外駅前で超高層集合住宅の立地が確認されるようになり、新たな開発動向として定着しつつあ

る（図 4-1）。駅前の限られた土地を高度利用することで居住の集約化に貢献することから、郊外の

集約型都市構造へ向けた開発の一端を担うことが期待される。 

しかしながら、都心を対象とした超高層集合住宅の立地研究 3), 4)に比べて、郊外における超高層

集合住宅の立地動向は十分に把握されてこなかった。超高層集合住宅の開発は周辺環境への影響が

大きいことから、事前にその動向を把握し、評価を行うと共に、事後にはその影響を検証し、今後

の計画に活かすためにも、その立地に関するデータを整理する必要がある。都心からの流入者の減

少に伴い既に人口減少に転じた自治体の多い郊外では、公共投資が限られる中で超高層集合住宅開

発による局所的な人口急増に対応することも必要であり、その立地特性を把握し、適切に開発誘導

を図ることは都心同様に課題となっている。 

そこで本研究は、首都圏郊外を対象とした超高層集合住宅のデータ整理方法を提示すると共に、

これを用いて郊外における超高層集合住宅の立地条件と、立地による周辺地区への影響の実態を明

らかにすることを目的とする。 

 

 

 

図 4-1 郊外鉄道駅前の超高層集合住宅（左図：川口駅、右図：ひばりヶ丘駅、いずれも筆者撮影） 
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4-1-2 超高層集合住宅の定義 

 

超高層集合住宅の厳密な定義は無く、既往研究ではその高さに着目して「60m 以上」3)「100m 以

上」4)の集合住宅とする場合が多い。これは、60m 超の建築物に対して構造に関する大臣認定を、

100m 超の建築物に対して環境影響評価の手続きを要する等、中低層の建築物と法的に区別される

ためである。一方で、集合住宅の高さに関する情報は必ずしも公表されず、網羅的な把握が難しい

ことから、高さに代わって「20 階（≒60m）以上」5)の住宅を超高層集合住宅とする研究も多い。

本論でも同様の理由により、その定義を「住宅を主用途とする 20 階以上の建築物」とする。なお、

ここでいう主用途とは「全階数のうち半数以上の階を占める用途」を指すこととする。 

 

4-1-3 研究の方法 

 

まず、4-2 では、首都圏における超高層集合住宅のデータ整理の方法を示す。超高層集合住宅に

ついては、国交省や各自治体による資料の他、民間企業によるデータ集が存在するが、各々に不足

や問題が確認されるため、文献調査および住宅供給主体への問合せやヒアリング調査によって、補

足的な資料収集を行った。作成した一覧を用いて、4-3 では首都圏における超高層集合住宅開発の

推移およびその立地傾向を概観する。4-4 では、従前土地利用と周辺環境に注目して分析を行うこ

とで、郊外における超高層集合住宅の立地傾向と立地条件を整理する。4-5 では、千葉県のＡ地区

に立地する超高層集合住宅２棟を対象としたアンケート調査を実施し、その集計結果より、超高層

集合住宅の居住者特性およびその生活行動の特徴を記述する。最後に、上記で得られた知見を踏ま

えて 4-6 で総括を行う。 

 

4-1-4 既往研究および本論の位置付け 

 

超高層集合住宅は、その規模、構造、管理体制の点から一般の集合住宅と異なる課題を抱える。

この点について、森田ら 5)は首都圏の超高層集合住宅に対してアンケート・ヒアリング調査を実施

し、防災面での課題を整理している。和田ら 6)は、超高層集合住宅による周辺景観への影響を分析

し、福島ら 7)は、住戸から最寄り施設までの立体的なアクセシビリティの観点で超高層集合住宅の

課題を検討している。このように、超高層集合住宅がその構造上抱えうる課題については多角的に

分析が進められてきた。 

その立地や開発の特徴については、岡 3)による大阪都心６区の実態調査、森本ら 4)による東京 23

区内の 100m 以上の超高層集合住宅を対象とした都市開発諸制度と住棟配置計画の分析、三上ら 8)

による東京都心３区の超高層集合住宅開発に伴う公共貢献の実態分析が挙げられる。いずれもその

開発実態を網羅的に把握する点に特徴があるものの、行政による公開資料が存在する大都市都心の

自治体に調査対象が限られ、郊外はその研究対象となっていない。 

これに対して、本論は大都市圏郊外における超高層集合住宅の網羅的な実態把握を行った初めて
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の研究であり、その立地動向を示す速報的な意義を持つと考えられる。また、本論ではアンケート

調査を通じて居住者特性の分析を行っており、郊外における超高層集合住宅の立地を可能とする需

要者層の特徴を明らかにする点で新規性があると言える。 
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4-2  超高層集合住宅のデータ整理の方法 

 

4-2-1 行政が公開する超高層集合住宅の一覧 

 

超高層集合住宅に関する情報は官民の各機関が公表していることから、本章ではこの情報を収

集・整理してデータベースの構築を行う。ただし、個別物件の名称や位置情報を有さない統計資料

や、都道府県・特定行政庁によって閲覧制限のある建築計画概要書については、超高層集合住宅の

立地動向を網羅的に確認することが困難であることから、ここで対象としない。 

まず、行政がまとめている超高層集合住宅に関連する情報およびその課題点を下記に整理する。 

第１に、国交省が公開する「構造方法等の認定に係る帳簿」9)が挙げられる。これは、建築基準法

第 20 条に基づく国交大臣認定を受けた高さ 60m 超の建築物の一覧であり、建築用途に拠らず網羅

的に収録されている。しかし、認定段階の建築物の一覧であるため、竣工後の各建築物の名称や用

途、住所が不明であり、超高層集合住宅のみをここから抽出することは困難である。 

第２に、各自治体の発行する物件リストが挙げられる。例えば、東京都が毎年刊行する「東京都

建設統計年報」10)では、都内に立地する高さ 60m 超の建築物の地番、高さ、階数、用途、事業主、

建築主等が記載されている。首都圏で東京都以外に同様の年報を刊行する自治体は無いが、横浜市

は市街地環境設計制度の適用地区一覧を公表しており、当該制度を適用した高さ 60m 超の建築物を

確認することが可能である。また、60m 超の建築物一覧が公表されている東京都を除く、神奈川県、

千葉県、埼玉県および超高層集合住宅が多く立地すると考えられる政令市に対して超高層集合住宅

に関する資料の有無を問合せた結果注３）、川崎市および千葉市については、建築確認申請の担当部署

で作成した物件一覧が確認された。 

第３に、公的主体が事業主となった住宅一覧が挙げられる。首都圏では 1980~2000 年代を中心に、

各自治体の住宅供給公社や住宅・都市整備公団（現 UR 都市機構）、首都圏不燃建築公社によって多

くの超高層集合住宅が建設されている。これら公的主体が事業主となった超高層集合住宅をヒアリ

ング調査注４）および文献調査注５）に基づき整理した結果、首都圏全体で 132 棟にのぼることが分か

った。 

 

4-2-2 民間事業者による超高層集合住宅の一覧 

 

民間事業者による超高層集合住宅の網羅的資料としては、株式会社不動産経済研究所の発行する

「超高層マンション資料集」11), 12)および「全国マンション市場動向」13), 14), 15)が挙げられる。本誌

に掲載される竣工ベース編の物件一覧は、建設系新聞誌等から物件情報を収集して作成されており注

６）、最新の 2017 年版では、2016 年段階で計画が公表されている未竣工の物件情報も掲載されてい

る。掲載された統計データは国交省の「住宅経済関連データ」16)にも参照されており、信頼性の高

い資料と見なすことができる。 

同資料集の竣工ベース編では賃貸・分譲を問わず網羅的に整理されているものの、事業計画の修
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正により縮小あるいは用途転換され超高層集合住宅でなくなった物件がそのまま記載される等、修

正を要する点が確認された注７）。また、東京都建築統計年報の物件一覧や、(1)に挙げた公的主体が

事業主となった超高層集合住宅の一覧と比較すると、特に不動産流通市場に情報が出回りづらい公

的主体により供給される住宅について一部不足が確認された。したがって、研究目的で超高層集合

住宅の開発動向を網羅的に分析する場合には、こうした情報を補完する必要があると考えられる。 

 

4-2-3 情報の集約方法 

 

以上の情報源のうち、公営・民営や分譲・賃貸を問わず網羅的に超高層集合住宅に関する情報を

収集している媒体は「超高層マンション資料集」であると言える。しかし、上記の通り、同資料集

では一部不備が確認されたことから、この点を修正すべく、(1)に挙げた資料および公的主体が事業

主となった物件情報、民間不動産賃貸企業 HP に公開される物件情報との照合を通じて、超高層集

合住宅の存否や竣工年等について確認を行った。 

作業の結果、2016 年までに竣工した 844 棟、2017 年以降に竣工予定の 158 棟注８）、合わせて 1,002

棟を事例として収集した。ただし、この中には高層階の一部のみを住宅にした物件も見られるため、

1-2 で示した本論の超高層集合住宅の定義に基づき、全階数のうち半数以上を住宅以外の用途が占

めるもの注９）については研究対象外とした。以降、本論では竣工済みの 789 棟、計画段階の 158 棟、

合せて 947 棟の物件情報に基づき研究を進めるものとする。 
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4-3 首都圏における超高層集合住宅開発の推移 

 

4-3-1 首都圏の超高層集合住宅竣工数推移 

 

前章の手順で作成したデータベースに基づき、本章で首都圏における超高層集合住宅開発の推移

および地域ごとの傾向を概観する。 

まず、各年の超高層集合住宅竣工数を図 4-2 にグラフ化した注 10）。この図によると、首都圏では

2000 年、2003 年と急激な増加が生じた後、2007 年にその竣工数のピークを迎えている。その後、

2008 年のリーマンショックや 2011 年の東日本大震災の影響で竣工数が大きく落ち込むものの、

2017 年以降は東京オリンピックを控えた景気動向の下で再び増加へ転じることが予測されている。 

 

 

図 4-2 首都圏における超高層集合住宅建設の動向 

 
図 4-3 首都圏における超高層集合住宅の竣工年代別の立地 
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こうした傾向の背景には、超高層建築物に係る技術発達と共に、都市開発諸制度の改正・緩和に

よる影響も挙げられる 4)。竣工数の増加が著しい 1990 年代後半以降の法制度等変更点を確認すると、

例えば 1995 年に都心居住型総合設計制度が創設された他、1997 年に建築基準法が改正され、共同

住宅の階段や廊下等の公共部分床面積を容積率算定に不算入とする変更が行われている。また、

2002 年には再開発等促進区を定める地区計画が創設され、都心における超高層集合住宅開発に多く

適用されている（表 4-1）。 

2000 年代前半に面的な大規模開発が進んだことも超高層集合住宅開発の増加の一因である。この

年代の竣工物件のうち、東京都心では中央区・港区・江東区の湾岸工業地域、六本木等の内陸の大

規模再開発地域に立地するものが多く、神奈川都心でも湾岸部のヨコハマポートサイド地区やみな

とみらい 21 地区（MM21）において超高層集合住宅開発の増加が多く見られる（図 4-3）。 

 

表 4-1 都市開発諸制度別にみる超高層集合住宅建設数 

 

 

4-3-2 首都圏郊外における超高層集合住宅開発の特徴 

 

(1) 地域別の超高層集合住宅竣工数 

次に、地域別の竣工数およびその立地状況を図 4-3 に示す。竣工済みの住棟数を地区別に累計す

ると、東京都心に 479 棟（60.7%）、神奈川都心に 90 棟（11.4%）、郊外に 220 棟（27.9%）が立地

しており、都心のみならず郊外でも超高層集合住宅が広く普及していることが分かる。ただし、そ

の立地は都心から概ね 50km 圏内に限られている。これは、都心から遠いほど住宅の市場価格が低

減するため、多額の建設費用を要する超高層集合住宅では採算が合わなくなることが主な理由であ

ると考えられる。 

 

(2) 年代別の超高層集合住宅竣工数 

図２の竣工年代別に立地傾向を見ると、前述の通り、東京都心や神奈川都心で 2000 年代以降再

開発等促進区を定める地区計画による容積緩和によって、多くの超高層集合住宅が建設されている

（表 4-1）。この一方で、1990 年代から 2000 年代前半までは、全体の約 1/3 が郊外で竣工している。
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この時期には、川口駅や北与野駅周辺等の工場跡地で超高層集合住宅の開発が進んだ他、千葉ニュ

ータウン（以下、NT）やユーカリが丘等の大規模住宅市街地でも開発が多く、特に NT 内では建築

基準法に基づく一団地認定により、広大な敷地内に中低層棟と超高層棟が複合した住宅団地が形成

された。2000年代後半以降、首都圏全体に占める郊外の竣工数のシェアは３割を下回るものの、2010

年代は毎年平均約 9～10 棟が竣工している。 

 

(3) 開発規模の推移 

図 4-4 は、竣工年別・地域別に超高層集合住宅一棟当たりの戸数の推移を示したものである。神

奈川都心は 1990年代から 2000年代にかけて乱高下しているが、これは図 4-3で示したように、1990

年代以前の神奈川都心における竣工数の母数が少ないためである。 

全般的な傾向として、１棟当たりの戸数が右肩上がりで増加していることから、超高層集合住宅

の大規模化が進んでいることが伺われる。特に、湾岸工業地域の跡地開発が本格化した 2000 年代

以降は都心の住棟の大規模化が顕著であり、東京都心、神奈川都心共に 2000 年代後半には１棟当

たりの平均戸数が 350 戸に達している。一方、郊外では都心ほど顕著な大規模化が確認されないも

のの、1980 年代から一貫して一棟当りの平均戸数が増加を続けている。1980 年代以前は 205.5 戸/

棟であったが、2010 年代にはその約 1.4 倍の 286.9 戸/棟に達している。 

なお、2015 年度国勢調査によると、首都圏に立地する 15 階建以上の共同住宅居住世帯における

平均世帯構成員は 2.34 人であることから、今日の郊外では超高層集合住宅が１棟新設されることで、

満室の場合には平均 671 人の居住者増加を生じることが見込まれる。 

 

 
図 4-4 １棟当たりの戸数の推移 

 

(4) 路線別にみた超高層集合住宅の立地 

各住宅の最寄り駅を直線距離によって求めると、周辺に超高層集合住宅の立地する郊外鉄道駅は

86 駅にのぼる（図 4-5）。これは都心からの放射状路線沿いに多く、５駅以上に超高層集合住宅が立

地する路線は JR 京浜東北線、JR 総武線、JR 京葉線、JR 中央線、小田急線、東武スカイツリーラ
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イン、つくばエクスプレスとなっている。 

駅ごとに立地棟数を見ると、駅周辺に１棟のみ立地する地区が 32 地区、２棟以上立地する地区が

47 地区、うち５棟以上立地する地区が 19 地区である。超高層集合住宅は川口駅周辺の 16 棟が最も

多く、次いで橋本駅、武蔵浦和駅の８棟となっており、都心だけでなく郊外にも超高層集合住宅の

集積地が発達していることが分かる。 

なお、駅ごとの立地棟数と 2012 年度乗降客数による相関係数は 0.218 であり（図 4-6）、鉄道駅

の乗降客規模とその周辺の超高層集合住宅の立地棟数の関係性は弱いと言える。 

 

 
図 4-5 郊外鉄道路線・最寄り駅別にみる超高層集合住宅立地数 

 

 
 図 4-6 最寄り駅の乗降客数と超高層集合住宅の周辺立地数（R2 = 0.218）  
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4-4 首都圏郊外における超高層集合住宅の立地条件 

 

本章では、郊外における超高層集合住宅の立地条件を分析するため、以下２つのアプローチに基

づき分析を行うこととする。第１に、各住宅の従前土地利用に着目し、郊外における超高層集合住

宅開発を土地供給の面から分析する（4-4-1）。第２に、立地周辺環境に着目し、超高層集合住宅が

立地する条件を導く。上記２点の分析を踏まえて、郊外における超高層集合住宅の立地条件を 4-4-3

で整理する。 

 

4-4-1 超高層集合住宅の従前土地利用 

 

(1) 従前土地利用の類型 

まず、対象物件の従前土地利用をゼンリン住宅地図で調査し、その特徴から３つの大分類および

９つの小分類に整理した（図 4-7）。大分類は、従前土地利用の敷地をそのまま引継ぎ開発を行う「A. 

跡地利用型」、複数の中小規模の敷地を統合して開発する「B. 敷地統合型」、区画整理や新住宅市街

地開発事業等によって新たに整備された地区における開発を「C. 新規整備型」注 11)とする。 

 

 
図 4-7 超高層集合住宅の従前土地利用の類型 

 

この大分類に基づき、小分類を以下に整理した。工場や鉄道敷地の跡地に開発を行う「A-1 / 工

業跡地型」、業務ビル等の跡地に開発を行う「A-2 / 業務跡地型」、商業施設の跡地に開発を行う「A-3 

/ 商業跡地型」、役所や公務員宿舎等の公有地跡に開発を行う「A-4 / 公共跡地型」、住宅団地や集合

住宅の建替えで超高層集合住宅が開発される「A-5 / 建替え型」、ゴルフ場やボーリング場等の娯楽

業施設跡地で開発を行う「A-6 / 娯楽跡地型」、その他用途の跡地に開発を行う「A-7 / その他跡地

型」、住宅や店舗等の小規模敷地を統合して建設を行う「B-1 / 小規模敷地統合型」、工場や商業施

設等の跡地開発に際して、周辺の敷地と一体的に開発が行われる「B-2 / 複合型」の９分類である。 

なお、10 年以上に渡って遊休地あるいは駐車場であった敷地に超高層集合住宅が竣工する事例が

2000 年代以降に数件確認された。これはバブル崩壊による開発計画の頓挫によるものと考えられる
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が、こうした例は「その他跡地型」として集計する。 

 

(2) 従前の土地利用にみる超高層集合住宅開発の特徴 

上記小分類で見た超高層集合住宅の件数を表２に示す。これによると、郊外における超高層集合

住宅開発の 1/3 以上を「敷地統合型」が、約３割を「新規整備型」が占める一方、都心に多く見ら

れる「工業跡地型」は郊外全体の 13%と少ない。郊外のみ新規整備地区型が際立って多い要因とし

て、ニュータウン開発やつくばエクスプレス沿線開発に伴う超高層集合住宅の開発が挙げられる。 

また、図 4-8 では従前土地利用の大分類に基づく郊外における超高層集合住宅の累積竣工数を示

す。これによると、1990 年代までは新規整備型が中心であったが、1990 年代後半より跡地利用型

と敷地統合型が伸張し、特にこの近年５年間は敷地統合型の立地が増加している。新規整備型は

2010 年代以降つくばエクスプレス沿線開発において立地が見られるものの、人口減少局面にこうし

た大規模な新市街地整備が増加することは見込めず、今後は既成市街地における超高層集合住宅開

発が中心になっていくものと考えられる。 

 

表 4-2 開発タイプ別の超高層集合住宅立地数 

 
 

 

図 4-8 首都圏郊外における開発タイプ別の超高層集合住宅の累計立地数 
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4-4-2 既成市街地における超高層集合住宅の立地条件 

 

(1) 分析に用いる指標 

前節で示した新規整備型は、区画整理等による従前土地利用のクリアランスを経るため計画的な

超高層集合住宅の配置が可能であるが、既成市街地における超高層集合住宅の開発に当たっては周

辺環境との関係性を考慮する必要がある。本節では、郊外で近年主流となっている既成市街地にお

ける超高層集合住宅について、交通環境、周辺土地用途、開発規模に影響する指定容積率の３つの

観点から、その立地条件を明らかにする。 

 

ａ) 交通環境：最寄り駅からの距離 

交通環境の代表指標として、最寄り駅からの距離を用いることとする。これは、住宅の分譲広告

に駅からの時間距離が掲載されるように、超高層集合住宅の分譲価格に影響を与え、その立地傾向

を検討する上で重要な要因の１つだと考えられるからである。 

算出方法は、以下の通りである。まず、超高層集合住宅の位置情報として、Google 社の提供サー

ビスである「Google map」注 12)より各住棟の図形中心点における世界測地系の座標を取得した。鉄

道駅については、国土数値情報ダウンロードサービスで提供される「鉄道時系列データ」17)を使用

した。同データは駅の中心位置をポイントデータで示すものであり、本データより対象地域内に立

地する現在使用されている旅客用駅舎を抽出し、QGIS によって各住棟と鉄道駅の最近隣距離、す

なわち最寄り駅までの直線距離を求めた。 

 

ｂ) 周辺土地利用：人口および各産業の従業者数 

都心における超高層集合住宅開発は、豊洲等の湾岸部工場跡地や池袋等の商業地域、西新宿等の

オフィス街近傍など、多様な立地環境が確認される。これに対して、郊外の超高層集合住宅はどの

ような地区に立地するのだろうか。ここでは、各超高層集合住宅の開発前の周辺土地利用を把握す

るため、住商工等の各都市機能の集積を統計調査より整理する。 

算出方法は下記の通りとする。まず、a)で取得した超高層集合住宅の位置情報を GIS で読み込み、

各超高層集合住宅の立地する４次メッシュ注 13)を特定する。対応する４次メッシュごとに、住居に

ついては国勢調査の夜間人口を、商業および工業、オフィス機能については事業所・企業統計調査

および経済センサスより第二次産業従業者数、小売業従業者数、小売業を除く第三次産業従業者数注

14)をそれぞれ指標として整理する。 

 

表 4-3 人口・従業者データの出典 
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なお、我が国の超高層建築物工事では工期が 2~3 年 18)とされるため、ここでは各住宅の竣工年の

３年前を着工年と仮定し、着工年以前の直近の統計における数値を開発前の敷地周辺環境の指標と

して用いることとする（表 4-3）。ただし、1986 年以前の事業所・企業統計調査の４次メッシュ統

計が得られなかったことから、本論では分析対象を 1986 年の３年後に当たる 1989 年以降とする。 

 

ｃ) 指定容積率 

指定容積率は各開発規模に直接関係することから、超高層集合住宅の立地に影響を及ぼす指標の

１つと考えられる。本論では、各自治体ＨＰ等で公開される都市計画図より対象住棟の立地する用

途地域を把握し、指定容積率を抽出した。ただし、敷地が複数の用途地域を跨ぐ場合には、属する

全ての用途地域のうち最も高く設定された指定容積率を採用する。 

 

(2) 跡地利用型の立地傾向 

まず、跡地利用型の超高層集合住宅の立地傾向を分析するため、小分類ごとに各指標の平均値と

標準偏差を算出した（表 4-4）。本表より、工業跡地型は鉄道駅から最も遠くに立地している一方、

商業跡地型や建替え型はサンプル数が少ないものの、鉄道駅の近傍に立地する傾向が読み取れる。

また、業務跡地型と商業跡地型は指定容積率が高い地区で見られるが、工業跡地型は指定容積率が

低く超高層集合住宅の立地に凡そ不向きな条件下であっても、大規模な敷地面積を確保できること

から、多く立地してきたと考えられる。 

 

表 4-4 跡地タイプ別の各指標の平均値 
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図 4-9 各跡地別の超高層集合住宅竣工数の推移 

 

なお、2000 年代後半から 2010 年代にかけて跡地利用型全体の竣工数が半減している（図 4-9）。

特に工業跡地型の減少が著しく、2010 年以降は３棟のみの竣工となっており、開発に適した敷地が

減少しているのではないかと考えられる。これに対して、近年は商業跡地型と娯楽跡地型、その他

跡地型が中心となっている。 

 

(3) 敷地統合型の立地傾向 

つづいて、敷地統合型の超高層集合住宅の立地傾向を分析する。複数の敷地を統合して開発用地

を形成する敷地統合型は、既存の大規模敷地の分布に囚われず、比較的自由な条件で立地が検討さ

れると考えられる。そこで、ここではまずクラスター分析によって既存超高層集合住宅の立地の類

型化を行った。メッシュ統計で欠損値の確認された１件を除く 82 件を対象に、６指標の標準化済み

得点を変数としてクラスター分析（ward 法）を行った結果、３つの類似する超高層集合住宅の立地

クラスターを得た。クラスター分析によるデンドログラムを図 4-10 に、各グループの指標の平均値

と標準偏差を表 4-5 に示す。 

 

 
図 4-10 クラスター分析によるデンドログラム 

 

表 4-5 各クラスターの指標平均値 
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図 4-11 最寄り駅からの距離に見る超高層集合住宅の累計立地数 

 

 
図 4-12 クラスター別の超高層集合住宅竣工数の推移 

 

まず、全体に共通する点として、鉄道駅との距離が極めて近い点が挙げられる。敷地統合型全体

の「最寄り駅からの距離」の平均値は 269.5m であり、これは跡地利用型と比較して約 170m 短い。

この点を更に詳しく検討するため、敷地統合型と跡地利用型の鉄道駅からの距離に応じた累積率を

図 4-11 に示す。跡地利用型ではその約半数が 370m 以内に、８割が 668m 以内に立地している。こ

れに対して、敷地統合型の半数が駅から 193m 以内に、８割が 370m 以内に立地していることから、

敷地統合型では駅への近接性が重視されていることがわかる。 

次に、立地クラスター別の傾向を見る。CL1 は、従業者数が全体的に少ないことから「駅前住宅

地区」と名付けた。駅前住宅地区は指定容積率が高く設定されているにも関わらず、住宅以外の集

積に乏しい地区であり、北越谷、谷塚、北戸田、鶴ヶ峰等の乗降客数の少ない駅に多く確認され、

駅前広場整備と一体的に行われる市街地再開発事業の中で建設される例が多い。CL2 は、人口およ

び第二次産業従業者数が３つの中で最も大きいことから「住工混在地区」とした。本クラスターに

は、川口や北与野、与野駅周辺等の元々工業地であった地域が含まれている。平均人口密度が約 185

人/ha と極めて高密であり注 15)、超高層集合住宅の竣工によって居住高密化が更に進展することが予

想される。CL3 は小売業および第３次産業従業者数が他より極めて大きいことから「都市機能高度
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集積地区」とした。大宮、浦和、柏、船橋、八王子、所沢等の広域的な商業中心地における超高層

集合住宅の立地がこれに該当する。18 件のうち 13 件が市街地再開発事業による建設であり、各地

の目抜き通り沿いに、商業施設や公共施設等の多用途と複合する形で建設される例が多くなってい

る。CL1 と CL3 で特に指定容積率が高く、400~600%の商業地域内における立地が大半である。 

３つのクラスターの竣工数を年代別にみると（図 4-12）、2000 年代前半まで低密度地区における

竣工数が多かったものの、2000 年代後半より都市機能高度集積地区における竣工が急増している。 

 

4-4-3 分析結果の整理と考察 

 

ここまでの分析を踏まえ、首都圏郊外における超高層集合住宅の立地条件について考察を行う。 

まず、首都圏郊外における超高層集合住宅の立地傾向を整理すると、従来はニュータウン開発等

の面的な大規模開発時における超高層集合住宅の立地が中心的であったが、近年は鉄道駅周辺を中

心とする既成市街地内において土地利用更新時に超高層集合住宅の開発を行う傾向にあることがわ

かった。2010 年代以降はリーマンショックの影響もあり全般的に新規立地数が減少しており、中で

も既成市街地内の跡地利用型の竣工数の減少が著しく、工業跡地を中心に開発に適した敷地が減少

していることが伺われる。これに対して、敷地統合型の減少幅は小さく、特に都市機能高度集積地

区における立地が近年急増している。これら地区は郊外の中でも駅乗降客数が極めて多く、地価が

高い反面、百貨店が撤退注 16）する等商業の衰退傾向が見られることから、商業施設開発に変わり超

高層集合住宅開発が行われているものと考えられる。 

次に、その立地条件について考察する。既成市街地内における超高層集合住宅開発について、跡

地利用型では、多様な立地条件下で超高層集合住宅の建設が確認された。既成市街地では開発敷地

の確保が難しいため、まとまった面積の敷地が得られる跡地利用型では、超高層集合住宅の開発に

多少不利な条件下であっても立地するものと考えられる。都心への鉄道アクセス性にも拠るが、具

体的には駅からおよそ 700m 以内であり、且つ指定容積率が 200%以上の地区であれば開発需要が

期待される。これに対して、敷地統合型では多数の地権者が関与し、開発敷地の取得までに多くの

時間や費用を要することから、分譲価格をより高額に設定可能な駅前への立地が条件となる。また、

跡地利用型と違って十分な開発面積の確保が難しいことから、指定容積率も比較的高い地域でない

と開発が成立しない。したがって、鉄道駅から概ね 370m 以内に立地すること、指定容積率が 400%

以上の商業系地区であることがその立地条件として挙げられる。 
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4-5 超高層集合住宅居住者の特徴とその生活行動 

 

4-5-1 調査の方法 

 

郊外では従来「持ち家」「戸建て住宅」が中心的な住居形態であり、世帯主が都心で就業する核家

族世帯がその主要な購買層であった。これに対して、郊外における超高層集合住宅の開発は、どの

ような居住者のニーズによって支えられているのだろうか。また、従来の持ち家戸建住宅は「終の

棲家」を前提に購入する者が多いことが特徴であったが、駅周辺の超高層集合住宅についてはどう

だろうか。本節では、居住者の特徴と生活行動を分析することでこれら疑問に答えるものとする。 

具体的な研究方法として、超高層集合住宅が複数棟立地する千葉県の A 駅周辺地区を対象にアン

ケート調査を実施し、居住者の定住意志およびそれに影響する要因の分析を行った（質問用紙は参

考資料１を参照）。A 駅は東京都心から放射状に延びる鉄道路線の主要駅であり、東京都心へ乗り換

えなしでアクセス可能であることから、近年駅周辺の商業系用途地域内に中高層集合住宅の立地が

増加しつつある。また、今後も大規模再開発により複数棟の超高層集合住宅の開発が計画されるな

ど、超高層集合住宅の需要が高く見込まれる地区でもある。アンケート調査の対象物件は本地区の

商業地域内に 2010 年代に竣工した２棟であり、いずれも全戸分譲形式で開発されている。事前に

マンションの理事会で調査趣旨を説明し、許可を得た上で 2017 年 9 月上旬に調査票の配布を行っ

た。なお、配布方法は各戸に対するポスティングであり、郵送にて回収を行った。 

調査票は２棟でのべ 455 世帯に配布し、142 通の回答を得た。一般に集合住宅の居住者は警戒心

が強く、アンケート調査において有意な結果を得ることが難しいと言われており 19)、本調査でもサ

ンプル数が少ない点に留意が必要であるものの、その回収率は 31.2%と既往研究 19), 20), 21)と比較し

ても十分な水準にあると言える。 

なお、本調査では同一地区に立地する２本の住棟を対象とすることで、周辺環境条件の等しい対

象から回答を得ることが出来た。両住棟の結果を比較した結果、統計的に有意な差が見られなかっ

たことから、本節では両棟の回答結果をまとめて分析を行うものとする。 

 

4-5-2 超高層集合住宅居住者の特徴 

 

(1) 居住者の属性 

まず、居住者の属性を図 4-13 に示す。家族構成については核家族世帯が最も多く、全体の約７割

を占めている。そのうち、夫婦のみの世帯と、夫婦と子どもから成る世帯が半数ずつである。次い

で、単身世帯が全体の約２割を占めており、単身世帯の３分の１以上が 60 代以上の高齢単身世帯で

ある。世帯主の年齢は 40～50 代が中心であり、30 代以下は全体の約 16%に留まる。国土交通省の

2016 年度住宅市場動向調査によると、我が国大都市圏における集合住宅の一次取得者の平均年齢は

39.4 歳であるので、平均的な集合住宅より高齢の取得者層が多くなっている。 
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図 4-13 居住者の属性 

 

(2) 移住の動機 

次に、前住地および前住の住宅タイプを図 4-14 に示す。自治体内移住の世帯が約 56%を占め、

近隣市を含む県内からの移住世帯をこれに加えると、全体の 81.7%が県内での住み替えによる住宅

取得世帯であった。これに対して、一般的な郊外持ち家取得者層の移住パターンである「都心から

郊外への移住」は全体の 9.9%に留まっていることから、郊外駅周辺における超高層集合住宅の需要

は郊外内における住み替えに拠るものが中心であると言える。 

前住の住居タイプについては、賃貸アパートからの住み替えは約３割であるのに対して、「持ち家

の一戸建て」からの住み替えが約４割、「分譲マンション」からの住み替えが約２割であり、分譲形

態の住宅からの住み替えが多くなっている。 

 

 

図 4-14 前住地および前住の住宅タイプ 

 

現在の住宅に移住した動機を複数回答で集計した結果（図 4-15）、90%以上の回答者が交通利便

性を重視した住居選択を行ったことが分かった。次いで、「まちが賑わっており日常生活に便利だか

ら」が 65.2%、「管理・防犯システムが充実している」が 28.4%、「建物・住居設備が充実している」

が 27.7%、「部屋のタイプや間取りが手頃だった」が 26.2%と、利便性だけでなく住宅自体の性能を

評価する意見が多く見られた。この一方で、利便性以外の周辺環境を動機として挙げる回答は少な

く、「地域の景観や雰囲気にひかれた」「住宅周辺の医療福祉環境が充実している」「住宅周辺の教育
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環境が整っている」はいずれも 10%を下回った。 

こうした移住動機の傾向は、周辺環境への評価にも反映されている。図 4-16 は、前住地と比較し

た現在の居住地周辺環境の評価を５件法で尋ねた結果であるが、総合的な生活満足度は７割以上の

回答者が「満足」あるいは「まあまあ満足」と回答し、特に「買い物の利便性」は約 97%の回答者

が満足している。公共施設や医療施設についてはそれより満足度が低下するものの、全体の約６割

が前住地に比べて満足する傾向にある。しかしながら、まちの清潔感や公園・緑地などの環境に関

する項目については６割以上の回答者が不満を表しており、周辺環境をある程度犠牲にしても利便

性を重視する移住者の居住志向が浮かび上がる。 

また、図 4-15 に挙げた移住動機のうち、その他の意見として「将来の価値があまり下がらない」

点を挙げる回答が幾つかあり、資産価値を評価して住宅を購入する者も少なくないと見られる。こ

うした需要者層はライフステージに応じて住宅の売却・移住を行うことが想定されるが、実際に回

答者の現時点での継続居住意向を尋ねたところ、転居意向は無く、現住宅を「終の棲家」とする意

向を持つ者は約半数に留まった。これに対して、全体の 31%は転居について未定と答え、約 16%は

既に将来的な転居を予定していることが分かる（図 4-17）。 

転居について「予定あり」あるいは「未定である」と答えた回答者を「現時点で継続居住意思を

持たない居住者」として、その年齢層の分布を見ると、当然ながら若い世代ほどこの割合が高くな

る。一方、本来であれば居住地移動に消極的である高齢者層でも、60 代で約４割、70 代では半数

近い人が継続居住意思を必ずしも持たないと言える。 

 

 
図 4-15 移住の動機（複数回答可） 
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図 4-16 前住地と比較した現住地周辺環境に対する満足度 

 

 
 図 4-17 現時点での転居の意向（人数とその割合） 

 

4-5-3 超高層集合住宅居住者の生活行動の類型化 

 

次に、郊外の超高層集合住宅居住者の通勤、購買等の生活行動に注目し、その特徴を分析する。 

図 4-18 は、世帯主の職業およびその勤務地を示したものである。有業者のうち徒歩圏に勤務地の

ある世帯主が 20.9%、市内勤務が 4.5%、自宅勤務が 2.7%であった。職住近接型の就業形態が有業

の居住者全体の約３割に留まる一方で、都内通勤者が 43.6%であり、一般的な郊外住宅地と同様に

都心への通勤者が多くなっている。図 4-15 の結果も踏まえると、通勤利便性の向上を重視して移住

する居住者が多いことが伺われる。 

就業以外の日常生活行動については、その行動先によって以下４つのタイプに分類した。住棟の

立地する鉄道駅周辺の店舗等を行動先に指定する場合を「近隣型」、同市内あるは近隣市のロードサ

イド等に立地する大型ショッピングセンターを行動先に指定する場合を「郊外型」、東京都心を行動

先に指定する場合を「都心型」、その他の地域を指定する場合を「その他型」として、各行動の行動

先がどのようなパターンを持っているか分析を行った（図 4-19）。 
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集計の結果、目的によって行動先が大きく異なることが分かった。「食料・日用品の買い物」につ

いては居住地近隣で完結する傾向にある一方、それ以外の行動では都内へ行く場合が多いことが明

らかである。特に「休日の余暇」は近隣型を都内への流出が上回っており、日常的に都内へと出か

けるライフスタイルが形成されていることが伺われる。これは、居住者の半数以上が自家用車を所

有しておらず、徒歩や鉄道利用による日常生活行動を中心に生活する実態を示すものと考えられる

（図 4-20）。 

 

 
図 4-18 世帯主の職業と勤務地 

 

 

図 4-19 日常生活行動とその行き先（複数回答可） 

 

 
図 4-20 自動車の所有の有無 
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4-5-4 小結 

 

本節の分析結果を踏まえて、郊外における超高層集合住宅居住者の特徴とその生活行動について

考察する。 

まず、居住者の前住地を見ると、アンケート回答者の半数以上が市内からの移住、８割以上が県

内からの移住であること、移住者の約４割が戸建住宅からの移住者であることから、郊外では超高

層集合住宅の立地による人口集約効果が期待されると言える。ただし、都心からの人口誘引はあま

り期待できず、自治体単位での人口増加については限定的な効果しか期待されない。 

住宅建設による近隣人口の増加は商業活性化に寄与すると一般に考えられているが、居住者の日

常生活行動を見ると、食料品等の日用品については購買需要の増加が見込まれるものの、余暇・娯

楽については都心への流出が大きくなっている。これに加えて、先述の通りに移住者の多くが市内

移住であることから、超高層集合住宅の建設による地区人口の増加が新規購買者層の拡大に繋がら

ない可能性も挙げられ、商業活性化の効果には疑問が持たれる。この点について、３章でも近隣人

口増加が小売業の売上や床面積の増加に繋がらないことを示したが、本章の分析結果は３章の内容

を支持すると共に、その具体的な要因を示したものと考えられる。 

また、今回アンケート調査の対象とした超高層集合住宅は２棟とも 2010 年代に竣工した新築物

件であるにも関わらず、継続居住意向を持つ居住者は約半数と低い水準に留まった。住宅取得者の

年齢層が比較的高齢であることも併せて考慮すると、今後短期間のうちに移住や相続等で居住者の

入れ替わりが生じるものと思われる。継続居住意向の低さは分譲集合住宅の管理運営の安定性を損

ないかねない極めて重要な課題であり、今後居住者の入れ替わりによる空室化等の動向を注視する

必要がある。 

今回はＡ駅周辺に立地する２棟を対象とした限定的な調査であったことから、この結果のみから

郊外の超高層集合住宅全体の傾向を断定することは出来ない。しかしながら、超高層集合住宅の建

設により期待される「自治体への人口増加効果」や「住商混合による商業活性化」に対する疑問点、

継続居住意向の低さの要因に関する課題が発見された意義は大きいと言えるだろう。
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4-6 おわりに 

 

最後に、本論で得られた知見を以下に整理する。 

本論ではまず、超高層集合住宅に関わる既存データの課題を指摘した上で、その収集・整理の方

法を示した。超高層集合住宅の立地動向を整理することの意義として、我が国の都市開発諸制度は

容積緩和型が中心であり、今後も超高層集合住宅が増加を続けることが見込まれる点、また、その

立地予測を行う上でデータの蓄積が必要な点が挙げられる。本論でも、データを整備したことで首

都圏郊外における超高層集合住宅の立地動向を初めて詳細に把握することが可能となり、その結果、

郊外に 220 棟の立地が確認されると共に、近年は毎年 9~10 棟のペースで増加していることを明ら

かにした。本研究で作成したデータは郊外研究のみならず、大都市圏全体の居住動向を分析してい

く上で有益な基礎資料となることが期待される。 

次に、作成した物件一覧に立地状況に関する情報を追加することで、首都圏郊外における超高層

集合住宅の立地傾向とその条件を分析した。ここで明らかになった要点を以下にまとめる。 

 

１）立地場所について、都心から放射状に延びる鉄道沿線に集中しており、都心に行くために乗換

えを要する環状線沿線には超高層集合住宅が殆ど立地しない。同様に都心からアクセスの悪い

50km 圏以遠にも立地しない。 

２）開発タイプについて、郊外では元々ニュータウン開発等に伴う新規整備型の立地が中心であっ

たが、近年は既成市街地における開発が増加している。また、都心と比較すると跡地利用型の割

合が少なく、敷地統合型による開発が中心である。 

３）立地条件について、跡地利用型の場合は、駅から 700m 以内であること、指定容積率が 200%

以上であることが挙げられる。敷地統合型の場合は跡地利用型と比べて開発費用が多額になりや

すいことから、駅から 370m 以内に立地すること、指定容積率が 400%以上の商業系地域である

ことがその立地条件となる。 

４）今後予想される立地動向について、近年は殆どの開発タイプで超高層集合住宅の新規立地が減

少する中、都市機能高度集積地区における竣工数のみが急増していることから、首都圏郊外の中

核的な市街地における超高層集合住宅開発が今後は中心になっていくと考えられる。 

５）住宅開発を支える需要者層について、郊外における超高層集合住宅のニーズは主に郊外内移住

者を中心とすることがアンケート調査より把握された。これは駅周辺への人口集約化に効果が認

められることを意味する一方、自治体の人口増加や近隣商業活性化への効果は限定的であると言

える。また、周辺環境への不満から居住者の継続居住意向が低く、竣工時より高齢移住者が多く

居住することから、近い将来に空室化や住宅相続等の集合住宅自体の管理運営に問題が生じる恐

れがある。 

 

首都圏郊外では都心とのアクセス性や土地利用の観点から立地条件に一定の制約があるものの、

今後も駅前商業地区における立地を中心に増加を続けることが見込まれる。 
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この一方で、本論では研究対象に含めていないが、神奈川県川崎市中原区の武蔵小杉駅周辺のよ

うに超高層集合住宅が密集することによって風害や公共施設不足の問題が発生することが懸念され

るため、今後の課題として、超高層集合住宅の新規立地に伴う周辺環境整備との連携方策について

検討を深めていくことが挙げられる。また、4-5 で行ったアンケートは対象が千葉県Ａ地区のみに

限られることから、この結果を以て一般化することはできない。今後、同様の調査をより広範に対

象を広げた上で実施することが必要である。 
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注 

 

注１）例えば、山崎ら（参考文献１）は首都圏居住者の移住志向をアンケート調査により分析した結果、郊外

では鉄道駅周辺居住を志向する者が多いことを明らかにしている。また、これを実際の需要から裏付ける調

査結果の１つとして、不動産賃貸会社の HOME’S が公表した「2017 年首都圏版「買って住みたい街」「借り

て住みたい街」ランキング」が挙げられる。従来マスメディア等では長谷工アーベストがアンケート調査に

より集計した「住みたい街ランキング」が取り上げられたが、本調査は顧客による物件の問合せ履歴を基に

集計されており、より実際の需要に近い結果であると評価される。なお、本調査結果では、「借りて住みたい

街」の上位 20 地区のうち 13 地区を東京 23 区の地区が占める一方、「買って住みたい街」では同 3 地区に留

まり、代わって千葉県より 5 地区（船橋、柏、流山おおたかの森、津田沼、八千代緑ヶ丘）、埼玉県より 4 地

区（浦和、大宮、川越、北浦和）、神奈川県より 6 地区（戸塚、辻堂、本厚木、横浜、橋本、武蔵小杉）、東

京都市部より 2 地区（町田、三鷹）が選ばれている。いずれの地区も、東京都心へ乗り換えなしでアクセス

可能な交通利便性に優れた地区である。 

注２）横浜市と川崎市の一部区等、既成市街地と近郊整備地帯の双方に跨っている自治体については、近郊整

備地帯の面積比が大きいものに限り、本対象自治体に採用した。具体的には、川口市、川崎市麻生区、同多

摩区、横浜市戸塚区を本論対象に含めている。 

注３）2017 年 8 月に全国市街地再開発協会との共同調査の下、各自治体の担当部署に問合せを行った。 

注４）全国市街地再開発協会との共同調査の下、2017 年 9 月に神奈川県、横浜市、川崎市、埼玉県、千葉県、

千葉市の各住宅供給公社、UR 都市機構、首都圏不燃建築公社に対して 20 階以上の集合住宅の物件情報に関

する問合せを行った。また、東京都住宅供給公社に対しては 2017 年 9 月 1 日にヒアリングを行い、当該資

料を提供頂いた。なお、埼玉県、千葉県に立地する公営住宅については各自治体の HP 上にリストが公開さ

れているものの、超高層集合住宅は確認されなかった。 

注５）東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県の都県営住宅については、各自治体のＨＰより物件の確認を行った。 

注６）全国市街地再開発協会との共同調査の下、2017 年 8 月 21 日に不動産経済研究所に対して行ったヒアリ

ング内容に基づく。 

注７）例えば、渋谷１丁目の「美竹ビル建替え」は、同資料集 2017 年版では 27 階建てで 2009 年に竣工と記

されるものの、実際には事業規模を縮小し、2012 年に 17 階建てで竣工している。また、「みなとみらい 34

街区」計画では当初のマンション事業計画が見直され、現在はショッピングモールとして竣工している。 

注８）未竣工の物件については「超高層マンション資料集 2017 年版」（参考文献 12）に掲載されたものを集

計した。ただし、本掲載物件の一部は計画変更によって事業縮小が決定し、20 階以下の集合住宅へと規模が

縮小したものも確認されたため、こうした物件は除外している。なお、本資料集に掲載された未竣工の物件

には、既に着工済みの物件、事業計画がリリースや行政 HP 等で公開された段階の物件、現在計画検討中で

構想段階に留まる物件の３つが含まれる。 
注９）各物件の主用途については、各物件の公式 HP および不動産賃貸会社の HP より、住宅用途の占める階

を特定した。 

注 10）2021 年以降に竣工が予定される物件は、現在構想段階に留まるものが多いため、図 4-2 では割愛する。 
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注 11）横浜市西区のみなとみらい 21 地区や東京都江東区の有明地区など、工場等跡地を埋立てで拡張して地

区を造成した場合は「工業跡地型」として集計している。 

注 12）https://www.google.co.jp/maps?hl=ja 最終閲覧日は、2017 年 10 月 6 日である。 

注 13）ここで小地域集計ではなくメッシュ統計を用いる理由として、下記の点が挙げられる。第１に、小地域

集計の場合、国勢調査が 1995 年以降でないと集計されないため、1995 年以前に着工された物件の分析が不

可能になる点。第２に、小地域集計では小売業と卸売業が一体的に集計されており、両者が不可分である点。

これに対して、メッシュ統計では 1986 年まで遡って集計可能であり、また事業所タイプが細かく分類されて

いる点で本研究の趣旨に適していると判断した。なお、我が国のメッシュ統計では、2000 年以前は日本測地

系、それ以降は世界測地系に基づき集計が行われているため、本集計に当たって、これに対応するよう各物

件の座標系の変換を行っている。 

注 14）産業分類における第三次産業の中分類・小分類は職業の多様化に伴って年次により大きく異なることか

ら、ここではサービス業等のように細分化せず、小売業を除く第三次産業として扱うものとする。 

注 15）2015 年国勢調査にみる東京 23 区の平均人口密度は約 148 人/ha であり、CL2 の人口密度はこの約 1.25

倍に相当する。 

注 16）一例として、八王子では 2012 年に、柏では 2016 年に各駅前百貨店が閉店し、船橋でも 2018 年に駅前

百貨店が閉店予定である。 
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5-1はじめに 

 

5-1-1 研究の背景と目的 

 

我が国の首都圏は、海外の大都市圏と比べて鉄道利用率が極めて高く注１）、駅周辺に小売・飲食業

等が集積することで駅前商業地区を形成してきた。駅前商業地区は指定容積率が高く設定されるた

め、近年では通勤利便性を重視した駅至近の住宅需要高騰に伴い、前章で見たように中高層集合住

宅の建設が相次いでいる。この傾向は都市のコンパクト化という政策的観点から好ましく思われる

一方で、居住者が享受する居住環境の観点から様々な問題点が挙げられる。 

第１に、これまで我が国の都市計画では、都市のコンパクト化や公共交通指向型開発（TOD）の

観点から、駅前の住宅建設やそれによる用途混合を肯定的に捉えてきた反面、商業系用途地域で北

側斜線制限が適用されない等の居住環境上の問題が指摘されてきた 2),3)。第２に、商業系用途地域の

指定目的は商業その他の業務の利便を増進することであり、居住者の利便を増進することでない。

そのため、大半が商業系用途地域である駅前では、夜間人口に対応した医療・福祉・公共施設等の

整備が十分でないことが想定される。第３に、高い地代負担力を持つ中高層住宅の建設が他用途の

立地に優先し、住宅以外の都市機能の駅前への集積を阻害することが懸念される。 

たしかに居住環境の整備は商業系用途地域本来の目的ではないが、前章で示したように、商業・

業務床需要が低迷する中で駅前商業地区であっても住宅中心の開発が増加することは避けられない

状況である。また、地域内の住宅建設が制限されない以上は、現状および今後予想される居住者の

増加に対応し、商業・業務・居住の各機能を適切に複合・配置する方策を検討すべきだと考えられ

る。以上の認識の下、本論では、特に居住者の日常生活の利便を増進する生活関連施設の整備状況

に着目し、駅前商業地区の居住環境を論じるものである。具体的には、近年中高層住宅建設の増加

が著しい首都圏郊外の駅前商業地区を対象に、住宅建設およびその基本単位である世帯の動向の分

析を通じて居住環境整備の課題を示すことを目的とする。 

なお、本論では前章に引き続き、国交省都市局が 2014 年に策定した「都市構造の評価に関する

ハンドブック」4)に基づき、各駅 800m 圏内を駅勢圏とする注２）。また、駅勢圏に含まれる用途地域

上の商業系地域を「駅前商業地区」注３）と定義するが、我が国の主な統計では最小集計単位が町丁

目であることから、対象地区と統計データ単位の不一致が問題となる。そこで、その世帯等の算出

に当たっては、各駅前商業地区内に部分あるいは全体が含まれる町丁目の合計値を用いるものとす

る。 

 

5-1-2 研究の方法 

 

本論の前半では、駅前商業地区における近年の世帯動向の実態を把握する。世帯は住宅供給の基

本単位であり、町丁目統計が整備されていることから、住宅の増減を地区レベルで把握する際に有

効な指標の１つである。また、人口と異なり、家族構成や住宅タイプの観点から居住者層やその住
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宅の変化を分析可能な点がその有意性として挙げられる。本論では主に国勢調査における町丁目単

位統計を用いて、5-2 で駅前商業地区における近年の世帯推移と商業集積との関係性を整理する。

つづく 5-3 では、類型別世帯数に着目し、近年の居住世帯動向を分析する。 

本論の後半では、世帯動向を踏まえた２つの観点から居住環境の課題を分析する。まず 5-4 では、

生活関連施設整備に着目する。居住世帯の増加に伴って日常生活に関連する施設の必要性が高まる

一方、居住者層によって求められる施設が異なることから、世帯動向と生活関連施設整備の対応関

係を整理することで、その整備状況と課題を明らかにする。5-5 では、地区レベルの世帯動向に影

響する住宅開発動向およびこれに伴う居住環境整備の課題を明らかにするため、典型地区調査を通

じて、駅前商業地区における住宅建設の動向を分析する。最後の 5-6 では、以上で得られた知見を

総括し、今後の駅前商業地区における居住環境の課題を示す。 

 

5-1-3 既往研究および本論の位置付け 

 

商業系用途地域における住宅建設については、これまで既存住宅の生活環境維持・向上を課題視

した研究が中心であった。小泉 2)は東京都心部の土地利用動向を踏まえ、商業地域内居住への都市

計画的対応方策を示し、福田ら 5), 6)は銀座や日本橋の商業地域内に取り残された住宅の住環境向上

策を論じている。久保田ら 3)は中高層住宅が混在する川口駅周辺の商業地域を対象に、シミュレー

ションとアンケート調査を用いて日照問題の現況把握を行っているが、住宅建設の増加が駅前商業

地区の土地利用にもたらす影響に着目し、これを分析した研究は管見の限り見当たらない。 

また、駅前土地利用の観点では、隋ら 7)が地方小規模鉄道駅周辺における小売店舗の立地動向を

分析している。中村 8)は Calthorpe9)が提唱した TOD に基づき、駅前の複合土地利用が駅乗降客数

の維持増加に繋がるとしている。この他にも TOD に関する論考 10), 11)は多く見られるものの、新規

開発に関する研究が中心であり、既成市街地で生じる漸進的な住商混合化の課題に対応するもので

はない。 

駅前商業地区における中高層住宅の建設増は首都圏に限られたものではなく、地方都市でも同様

の現象が見られる。しかし、首都圏郊外は鉄道利用率が高いことから駅を中心に稠密な市街地形成

が進んできた一方で、近年は駅勢圏居住指向が強く 12)、指定容積率の高い駅前商業地区で住宅開発

が急増しており、住宅建設と既存用途との不整合が地方都市より先鋭化していると考えられる。本

研究は首都圏郊外の住宅建設増による影響把握を通じて、今後全国で政策的に進められる駅前土地

利用の用途混合化に際して予想される問題点を実証的に示す研究としても意義を持つものである。 

 

5-1-4 本論の対象地区 

 

(1) 対象地区の選定 

首都圏整備計画で近郊整備地帯とされる１都４県の 163 市区町注５)より、各自治体の中心的な駅前

商業地区を抽出する。中心的な駅前商業地区は各自治体で最も乗降客数の多い鉄道駅を中心に形成
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されると仮定し、エンタテインメントビジネス総合研究所の刊行する「駅別乗降客数総覧」14)にお

いて当該条件に該当する駅を抽出する。ただし、鉄道駅の乗入れ路線数や立地する自治体の人口規

模によって、１つの自治体内に中心駅以外にも複数の大規模駅が立地することがあることから、一

般に大規模駅とされる「一日当たり乗降客数が 10 万人以上の駅」注６)も対象に含めるものとする。 

なお、以下の地区は本論の研究趣旨と異なるため対象から除外する。①ニュータウンや新都心な

ど、計画的に住商混合型開発が行われている地区。②駅勢圏に占める商業系用途地域の面積占有率

が10%以下と微小な地区。上記２点に該当するものを除く87地区を、本研究の対象とする（図5-1）。 

 

 

図 5-1 対象地区 

 

(2) 世帯動向と商業集積変化の関係性 

次に、対象地区の基本情報として、世帯と商業集積の関係を把握するため直近 10 年間の両データ

に着目し、その対応関係を整理した。2005年と 2015年の２時点間の世帯数変化率と 2006年と 2014

年の２時点間の商業系事業所数変化率を軸として散布図（図 5-2, 表 5-1）を作成したところ、対象

地区は第２象限以外に分散することがわかった。 

第１象限は事業所と世帯が同時に増加する地区である。全体の約 18%が該当し、柏や大宮のよう

な中核都市あるいは辻堂や新百合ヶ丘のように区画整理等による開発が進行中の地区が該当する。

左下の第３象限は、商業集積の低下と世帯減が同時に生じている衰退地区である。全体に占める割

合は少なく、加須や水海道など首都圏外縁部の地区が多く含まれる。第４象限は、世帯が増加する

反面、商業事業所数が減少している地区であり、全体の約 3/4 がこのグループに含まれている。 

以上の分析より、近年の首都圏駅前商業地区は、「住商高密化（＝第１象限）」「空洞化（＝第３象

限）」「住宅都市化（＝第４象限）」の３パターンの変容が確認される。一般的に、住宅の増加は地域

の商業活性化に繋がるとされてきたが、商業活性化を事業所数の増加と見る限り、本分析の結果か
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らは必ずしもそうでないことが明らかである。むしろ、第４象限に業務核都市から小都市まで多様

な規模の地区が含まれていることから、両者の反比例が広く共通する現象であると言える。 

なお、第３象限では世帯数が減少しており、本論の研究趣旨と異なる地区であるため、これ以降

は研究対象から除外する。 

 

 
図 5-2 世帯と商業集積の変化率 

 

表 5-1 各象限に含まれる地区 
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5-2 駅前商業地区の居住世帯の変化 

 

前節で抽出した表 5-1 の第１・第４象限の 80 地区を対象に、駅前商業地区内居住者の世帯タイプ

および居住する住宅タイプ別の世帯数の動向を分析することで、駅前商業地区における居住者像の

変化を明らかにする。 

 

5-2-1 世帯タイプ別世帯数からみた居住世帯の変化 

 

国勢調査では、主な世帯構成が「三世代世帯」「核家族世帯」「単独世帯」「その他の世帯」の４つ

に分類され、核家族世帯は更に「夫婦のみの世帯」「夫婦と子どもからなる世帯」に分けられる。ま

た、年齢に着目した世帯分類として「６歳未満の世帯員のいる世帯」「18 歳未満の世帯員のいる世

帯」「65 歳以上の世帯員（＝高齢者）のいる世帯」「65 歳以上の世帯員のみからなる世帯」の４類

型で整理されている。ここでは核家族世帯のうち「18 歳未満の世帯員のいる世帯」に代わり、同世

帯から「６歳未満の世帯員（＝未就学児）のいる世帯」を減算することにより、「6~17 歳の世帯員

（＝学齢期児童）のいる世帯」を算出した。 

図 5-3、5-4、5-5 では、「その他の世帯」を除き、2005 年、2015 年の２時点間における変化率ご

とに地区数を整理した。本図より分かることとして、以下４点が挙げられる。第１に、三世代世帯

の減少と単独世帯の増加が著しく、世帯の小型化が進んでいる（図 5-3）。第２に、核家族世帯、単

独世帯を問わず、高齢者を含む世帯が増加傾向にあり、特に高齢者のみからなる世帯が急増してい

る（図 5-4, 5-5）。第３に、未就学児を持つファミリー世帯の減少する地区が多い（図 5-4）。 

 

 

図 5-3 世帯構成別世帯数の増減率 
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図 5-4 核家族世帯の増減率 

 

 

図 5-5 単身世帯の増減率 

 

こうした傾向の背景には、駅周辺の住宅分譲・賃貸価格の高さや各世帯タイプの居住地嗜好が影

響していると思われる。すなわち、前者については、蓄財のある高齢者層あるいは比較的低賃料の

ワンルームマンション等を求める単身世帯が相対的に住宅取得をしやすく、上記の偏りを生むもの

と推測される。後者については、地価が高い駅前商業地区では狭い専有面積の住宅供給が中心であ

ることから、より広い住宅を求めるファミリー世帯が駅勢圏外へ、住宅の広さより生活利便関を重

視する高齢者世帯や単身世帯が駅前商業地区へ移住する傾向にあると考えられる。 

 

5-2-2 住宅タイプに着目した世帯類型の変化 

 

(1) 住宅タイプ別世帯数からみた居住世帯の変化 

国勢調査世帯統計における住宅タイプでは、「長屋」「戸建て住宅」「1~2 階建ての共同住宅」「3~5

階建ての共同住宅」「6~10 階建ての共同住宅」「11 階建て以上の共同住宅」を主な類型としている。

ここでは、駅前商業地区の中心的な住宅所有類型である「戸建て住宅」と「共同住宅」の２つに着

目し、「1~2 階建ての共同住宅」を低層集合住宅、「3~5 階建ての共同住宅」「6~10 階建ての共同住

宅」を合算して中層集合住宅、「11 階建て以上の共同住宅」を高層集合住宅注７）と称し、類型別変化
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率により地区数を整理した（図 5-6）。 

本図によると、戸建住宅および低層集合住宅の居住世帯は半数以上が横ばいあるいは減少である

のに対し、中層以上の集合住宅居住世帯は多くの地区で大幅な増加となっている。特に高層集合住

宅の増加率が著しい地区が多く、駅前商業地区における世帯増の大きな要因となっていると言える。 

 

 

図 5-6 住宅タイプ別世帯数の増減率 

 

 (2) 住宅所有タイプ別世帯数からみた居住世帯の変化 

国勢調査の住宅所有タイプ別世帯では、「持ち家」「公営･都市再生機構･公社の借家」「民営の借家」

「給与住宅」「間借り」を主な類型としている。 

ここでは、駅前商業地区の中心的な住宅所有タイプである「持ち家」「民営の借家」の２つを対象

に変化率ごとの地区数を整理した（図 5-7）。ここからは、ほとんどの駅前商業地区で持ち家、賃貸

の両方の住宅形式で居住世帯が増加していることがわかる。 

 

 

図 5-7 住宅所有タイプ別世帯数の増減率 
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5-3 駅前商業地区の居住者層の変化とその対応状況 

 

今日の多くの駅前商業地区で世帯増が確認されると共に、居住者層の変化が生じていることを前

節で明らかにした。本節では、世帯動向に対する生活関連施設の整備状況を明らかにする。具体的

には、居住者の日常生活圏が鉄道駅を中心に構成されると仮定し、駅前商業地区および駅勢圏を分

析対象とする。5-3-2 で生活関連施設整備の現況を各種空間情報データより把握し、つづく 5-3-3 で

は、施設整備水準および近年の施設整備傾向の点からその課題を明らかにする。 

 

5-3-1駅勢圏における生活関連施設整備の現況 

 

(1) 使用するデータ 

３章で既に商業事業所数の動向を分析したことから、本節では商業以外で日常生活に関連する施

設の整備動態を分析することとする。具体的には、夜間人口に対応する主な生活関連施設として、

全年代層に関わる都市公園と医療施設を、子どもを持つ世帯に関わる幼児教育施設と小中学校を、

高齢世帯に関わる福祉施設を対象に、生活関連施設の立地状況を整理する。上記施設の立地状況を

示すものとして、以下２つの座標付きデータより対象地区内の施設を抽出した。 

１つ目に、都市公園の整備状況を網羅したものとして、国土交通省国土政策局「国土数値情報ダ

ウンロードサービス」15)で提供される「都市公園 第 1.1 版」を用いる。本データには都市公園の名

称、供用開始年、敷地面積等の情報が含まれており、特に供用開始年に着目することで時系列での

比較が可能である。ただし、本データの作成年次が 2011 年時点と少し古くなっていることから、

これ以降の整備状況については、①2011 年以降の地図を参照して新規公園整備箇所を確認、②各自

治体の HP を参照して情報を追加した。 

２つ目に、都市公園以外の施設立地を示すものとして、㈱ゼンリン提供の「座標付き電話帳デー

タベーステレポイント（P1A02_2010 年２月）」「座標付き電話帳データベーステレポイント法人版

（P1B72_2017 年２月）」（以下、電話帳 DB）を使用する。これは、電話番号を持つ法人等を対象

に、法人の名称、所在地、座標、業種業態等を網羅したものであり、ほとんどの法人で街区レベル

以上の位置特定が可能である注８）。本研究では入手可能であった 2010 年度版と 2017 年度版を分析

に用いるが、各電話帳 DB は発行前年度のデータを収録しているため、本論では 2009 年、2016 年

の２時点の差分より施設整備状況を求めるものである注９）。 

 

(2) 各生活関連施設の増減 

上記データを用いて各生活関連施設の増減を図 5-8 に整理した。 

都市公園は、2005 年～2015 年間に 23 地区で公園が新設される一方、全体の 3/4 に当たる 57 地

区では変化が見られなかった。 

幼児教育施設については、電話帳 DB より業種が「幼稚園・保育園」「保育所・託児所」である法

人を抽出した。幼稚園は学校教育法に基づく施設であり、保育園は児童福祉法に基づく児童福祉施
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設であるものの、近年は幼稚園における預かり保育や幼保連携型の施設も多く見られるようになっ

たことから、本論では両者をまとめて幼児教育施設として扱うこととする。対象駅勢圏に立地する

幼児教育施設を抽出した結果、45 地区で当該施設が増加、８地区で総数に変化が無く、27 地区で

減少となった。小中学校は最も数的変化に乏しく、４地区で新設が確認されたのみである。 

医療施設については、国交省都市局の「都市構造の評価に関するハンドブック」4)で生活サービス

施設として算定される「内科又は外科」を含む医療施設の数を電話帳 DB より集計した。医療施設

の増加が見られた地区は 25 地区に留まる一方、数に変化の無い地区は 17 地区、減少は 38 地区で

あることから、医療機関の減少する駅前商業地区の方が多くなっている。福祉施設も同書を参照し、

生活サービス施設として算定される高齢者向けの通所型、訪問型、小規模多機能型福祉施設として

「高齢者福祉施設」を電話帳 DB より抽出した。集計の結果、21 地区で増加、48 地区で変化が無

く、減少は 11 地区であった。 

 

 

図 5-8 各施設数の増減 

 

5-3-2 居住者層の変化に対応した生活関連施設整備の現況 

 

(1) 生活関連施設の整備水準の考え方 

各生活関連施設の必要量は、当該施設同士の距離圏等を標準とすることが一般的とされてきた注１

０）。しかしながら、本論の対象のように既成市街地内で中高層集合住宅建設の増加が生じる場合に

は、生活関連施設へのアクセス性の問題が生じ難い反面、人口密度の上昇に伴って居住者１人当り

の施設量が減少することによる生活関連施設の整備水準の低下が懸念される注１１）。そこで、本節で

は各施設の１人当たり施設数・面積に注目し、分析を行うものとする。 

各生活関連施設の利用者として想定される人口を国勢調査の年齢別人口で見ると、幼児教育施設

は 0～4 歳人口、小中学校は 5~14 歳人口、都市公園、医療機関、福祉施設は全年齢層となる。ここ

では、対応する年齢別人口を分母として人口当たりの施設整備の現況を求める。なお、分母とする

人口は 2005 年度および 2015 年度とする。 

各生活関連施設の整備に係る基準値は、以下の方法で求める。 
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公園は、都市公園法施行令１条の２で市街地における「住民１人当たりの都市公園の敷地面積の

標準」を「5m2 以上」とすると定められている。本値に基づき、駅勢圏内の居住人口比の整備現況

を求める。 

小中学校は、学校教育基本法施行規則第 41 条および 79 条で「12 学級以上 18 学級以下を標準」

とすること、公立学校の学級編成基準として１学級 40 人という値が示されていることから、学校規

模の平均として 15 学級を想定する。すなわち、１つの学校につき 600 名の学齢期人口が基準値と

され、これを人口当たりに置き直すと「学齢期児童 1,000 人当たり 1.67 校」となる。 

幼児教育施設は、対人口比の整備基準が公的に示されていないため、東京都、神奈川県、埼玉県、

千葉県の１都３県の保育園等および幼稚園の１園当たり在籍者数を社会福祉施設等調査、学校基本

調査より求め、これを基準値とする。2015 年時点では、認可施設を含む保育園等が 3,988 施設、幼

稚園が 2,829 施設であり、入園者はそれぞれ 358,777 人と 488,185 人である。これを人口当たりに

換算した値、すなわち「未就学児 1,000 人当たり 8.05 施設」が基準値となる。 

医療施設も幼児教育施設と同様に整備基準がないため、１都３県の医療施設数を統計調査より求

め、対人口比の施設数を算出し、これを基準値とする。都道府県別・診療科目別・病院診療所別に

医療施設数が集計された統計としては、「平成 26 年度医療施設（静態・動態）調査」が挙げられる。

これによると、内科・外科を主たる診療科目とする一般診療所数は１都３県で 9,760、同科目を診

療科目とする病院数は 2,227 である。これを 2015 年度国勢調査の１都３県人口で除算した値、「１

万人当たり 3.32 施設」を基準値とする。 

福祉施設も医療施設と同様の手法で基準値を求めた。「平成 27 年度社会福祉施設等調査」による

と、１都３県の高齢者福祉施設数は 688 である。これを 2015 年度国勢調査 65 歳以上人口で除算し

た「高齢者１万人当たり 0.81 施設」を基準値とする。 

 

(2) 基準値から見た各生活関連施設の整備現況 

先述した基準値に基づく各生活関連施設の整備現況を以下に示す。 

公園について見ると、2005 年時点で１人当たり公園敷地面積が基準値を超える地区は 13 地区に

留まり、この数は 2015 年時点でも変化がない（図 5-9）。むしろ、基準値の半分以下である「１人

当たり２㎡以下」の地区数が全体の約半数を占めている。本基準値は市町村全体で達成すべき値で

あり特定の地域のみに適用されるわけではない点に留意が必要だが、この結果からは、少なくとも

夜間人口に対応した公園整備が十分に行われていると言い難い。 

小中学校も公園と同様に基準値を満たさない地区が多く、全体の約 2/3 が 1,000 人当たり 1.67 校

を下回る現況にある（図 5-10）。ただし、一部地域では 2009 年から 2016 年にかけて若干の改善が

見られているが、これは小中学校の新設による効果ではなく、前節で述べた学齢期児童を持つ世帯

数の減少に拠るものである。 

これに対して、幼児教育施設は基準値を上回る地区が多くなっている（図 5-11）。特に、基準値

の２倍となる 1,000 人当たり 16 以上の施設数を持つ地域が増加傾向にあり、駅周辺の居住者数に対

する幼児教育施設の整備水準は極めて高い状況にあると言えよう。 
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医療施設は、基準値を下回る地区が 2009 年、2016 年ともに全体の１割以下であり、対人口比で

見ると十分な整備水準にあると言える（図 5-12）。これに対して福祉施設は整備水準が低く、2009

年時点で半数の地区に立地が確認されなかったが、2016 年にかけて立地数が増加しており、整備水

準の改善傾向が確認される（図 5-13）。 

 

 

図 5-9 各地区の住民１人当たりの公園整備水準 

 

 
図 5-10 各地区の学齢期人口１人当たりの小中学校整備水準 

 

 
図 5-11 各地区の幼児１人当たりの幼児教育施設水準 

 

 
図 5-12 各地区の住民１人当たりの医療施設水準 
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図 5-13 各地区の高齢者１人当たりの高齢者福祉施設水準 

 

5-3-3 居住者増に伴う生活関連施設整備の課題 

 

本節では位置情報データを用いて、世帯の変化に伴った生活関連施設整備の現況を分析した結果、

福祉施設の増加が顕著であること、これに対して幼児教育施設や医療施設は多くの地区で減少傾向

にあることが分かった。 

また、人口当たりの施設数や面積からその整備水準を見ると、医療施設は施設数の減少する地区

が多いものの、元々の立地数が多いことから、居住者の増加に対して十分に対応可能な整備水準を

維持している。幼児教育施設も同様に減少地区が多く見られたが、前節で見たように未就学児を含

む居住世帯数が駅前商業地区で減少傾向にあるため、整備水準が相対的に改善されたと考えられる。

福祉施設は基準値未満の地区が多い一方で、近年は施設数が増加傾向にある。こうした施設は近隣

居住者のみならず広域的な利用者も想定される施設であり、駅勢圏内において整備水準が高いこと

は都市機能の集約化の観点から好ましい現状にあると言えるだろう。 

一方で、公園と小中学校は基準値を下回る地区が多く、現状の施設数に対して居住者が過剰化す

る傾向にあると考えられる。小中学校については、5-2 で見たように子育て世帯の増加が限定的で

あることから喫緊に整備を必要とするとまでは必ずしも言えないものの、これらの施設は近隣居住

者を想定した施設であり、居住者増に伴って将来的に新規整備の検討が必要であると考えられる。 
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5-4 住宅建設と施設整備の動向の地区レベル分析 

 

5-4-1 分析方法 

 

(1) 本章の構成と対象地区 

２節では、駅前商業地区で賃貸だけでなく持ち家居住世帯が増加していること、中高層住宅の居

住世帯が世帯増の大部分を占めることを明らかにした。この反面、３節で示したように住宅増に対

して公園等一部施設の整備が伴わず、整備水準が低い状況にあると考えられる。これら結果を踏ま

えて、本節では、駅前商業地区における住宅建設の実態とこれに伴う居住環境の課題を考察するこ

とを目的に典型地区調査を行う。 

典型地区として、本論では柏駅周辺と本八幡駅周辺を対象に調査を行う。両駅は千葉県西部に位

置し、前者は JR 常磐線、後者は JR 総武線で東京駅まで直通している。両駅とも私鉄との乗換駅で

あり交通利便性が高いことから、駅前商業地区内における近年の住宅建設も著しい。また、居住世

帯の内訳を見ると、両地区とも中高層集合住宅居住世帯の増加幅が大きく、単身高齢世帯だけでな

く、子どもを持つファミリー世帯の増加も確認される。その一方で、公園や小中学校の新設が無い

ことから、２・３節で見た対象地区の典型性を有すると判断した。 

 

(2) 調査方法と用いた資料 

住宅系の土地利用を把握する方法として、都市計画基礎調査や国土地理院数値地図等の利用が挙

げられる 8), 16)。これら資料では敷地単位の主な土地利用が判るものの、低層部が商業店舗、中高層

部が住宅のように複合用途型の住宅供給の実態を把握することは出来ない。そこで本論では、住宅

を含む開発動向および土地利用の更新状況をゼンリン地図帳の 2005年度版および 2015年度版を用

いて整理した。各年度間で新規住宅開発が確認されたものを、その種類に応じて地図上にプロット

すると共に、従前従後の土地利用・建物用途を調査し、表に整理した。また、生活関連施設の立地

については４節で用いたデータを利用した。 

 

5-4-2 柏における近年の住宅建設傾向と生活関連施設整備の動向 

 

(1) 都市基盤の整備状況 

柏は、1896 年の日本鉄道土浦線（現 JR 常磐線）の駅開設に伴って発展を始めた地区である。戦

後に駅近隣で大規模団地開発が相次いだことで駅利用者数が急増し、1970 年代にはそごう、高島屋、

丸井などの大型商業施設が出店するなど千葉県北西部の一大商業地区へと成長した。西口では国道

６号に遮られて商業系用途地域が狭く設定されるものの、反対側の東口では駅から約 600m 先まで

商業系用途地域が広がっている。近年の世帯数推移を見ると、1995 年時点では 42.8 世帯/ha だった

が、最新の 2015 年度国勢調査では 1.67 倍の 71.4 世帯/ha まで増加している（図 5-14）。 

本地区では、1961～70 年にかけて駅西口の一部で区画整理事業が実施されると共に、同東口駅前
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では 1950 年代に防火建築帯を造成、1960 年代後半～70 年代前半にかけて市街地再開発事業および

それに付随する街路事業によって駅前広場等の都市基盤整備が行われた。2000 年代以降も東口で新

たに３件の市街地再開発事業を実施し、同事業によって超高層複合住宅も建設されている（図 5-15）。

しかし、駅南西側や同北西側、東口の旧水戸街道以東など道路基盤整備の進んでいない地区があり、

駅至近に未だ多くの細街路が存在している。こうした所では、2005 年時点で多くの戸建住宅、中低

層の集合住宅が確認され、商業・業務用途の立地は限定的である（図 5-16）。 

 

 

図 5-14 柏駅周辺の世帯数推移    図 5-15 柏駅周辺の住宅開発（2017年、筆者撮影） 

 

表 5-2 柏駅周辺の住宅開発と従前土地用途 

 

 

 
図 5-16 柏駅周辺の土地利用の変化 
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図 5-17 柏駅周辺の公共施設分布とその整備水準 

 

(2) 駅前商業地区における住宅の立地傾向 

低層部を住居以外の用途に供する複合用途型集合住宅および住居専用型集合住宅の立地状況を見

ると、2005 年時点では地区全体で 189 棟の立地が確認された。2015 年には、これが 1.3 倍の 242

棟に増加している（表 5-2）。特に 10 階建て以上の高層住居が新たに多く建設され、2005 年の 10

棟から 2015年の 19棟へと倍増しており、その大半は指定容積率の高い商業地域内に立地している。

道路基盤整備の進んでいない駅南西側、駅北西側近隣商業地域、駅東側近隣商業地域では、住居専

用型集合住宅の新規開発が多く見られた。特に戸建て住宅の密集する駅南西側、駅北西側では、そ

れぞれ容積率が 400%、300%に設定されていることから、元々駐車場や空地あるいは戸建住宅用で

あった敷地で高層住宅の新規建設が確認され、戸建住宅、中低層集合住宅、高層住宅が混合する状

況が生じている。 

 

(3) 生活関連施設の立地 

生活関連施設の立地を図 5-17 に整理した。医療施設の整備水準が高い反面、本地区には高齢者福

祉施設が立地していない。小中学校は駅から 1~2km 圏に多く立地するが、徒歩圏を 800m と設定

すると、整備水準が基準値以下となっている。幼児教育施設も基準値以上の整備水準であるが、駅

から離れた地域に多く立地し、決して利便性が良いと言えないことが本図より読み取れる。 

また、図 5-17 には都市公園の立地と共に、街区公園の誘致標準距離とされていた半径 250m の範

囲を示している注１０）。同図によると駅前商業地区内に都市公園が立地しておらず、特に東口側の大

部分は都市公園の誘致距離に含まれていないことから、公園へのアクセス性が極めて悪い環境下で

住宅建設が進んでいると言える。 
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5-4-3 本八幡における近年の住宅建設傾向と生活関連施設整備の動向 

 

(1) 都市基盤の整備状況 

本八幡は千葉県市川市の中心に位置し、千葉街道沿いの門前町・宿場町として発達した。1915 年

に京成八幡駅、1935 年に JR 本八幡駅、1991 年に都営新宿線本八幡駅が開設し、複数路線の乗換

駅となっている。東京駅まで約 30 分と恵まれた立地条件のため近年は高層住宅開発が目立ち、1995

年時点では 75.6 世帯/ha だったが、2015 年時点では 1.45 倍の 109.5 世帯/ha まで増加している（図

5-18）。なお、居住世帯密度が 100 世帯/ha を超過したのは、本章の対象 80 地区のうち５地区のみ

であり、本八幡駅周辺は首都圏郊外でも極めて居住高密化の進んでいる駅前商業地区と言える。 

本地区では、1939～51 年の戦中戦後にかけて駅南側 93,585 ㎡に区画整理事業が実施されたほか、

1990 年代以降は駅北口の計４地区で市街地再開発事業が、１地区で優良建築物等整備事業が実施さ

れた。同事業によって４棟の超高層複合用途型住宅と１棟の中層複合用途型住宅が建設され、この

５棟で計 1,034 戸が供給されている（図 5-19）。 

以上のように、市街地整備の経緯は柏とほぼ同じであるが、区画整理および市街地再開発事業の

対象地区がまとまっていることから、本八幡では地区の大半が整形された街区構成となっている（図

5-20）。一方で、駅北東側に道路基盤整備の十分でない地区が残されており、本地区には戸建住宅や

低層集合住宅が密集している。 

 

(2) 駅前商業地区における住宅の立地傾向 

2005 年時点では、本地区に 131 棟の集合住宅が見られたが、2015 年には 1.27 倍の 166 棟へと

増加した（表 5-3）。10 階建て以上の高層集合住宅は柏よりも多く、2005 年の 13 棟から 2015 年の

22 棟へ約 1.7 倍に増加している。 

区画整理により道路基盤の整備が完了している駅南側の商業地域では、従来低層部を商業等用途、

高層部を住居とする複合型住宅が多く立地しており、集合住宅の建設は近年も増加し続けている。

また、道路基盤整備が進んでおらず戸建住宅の密集している駅北東側の近隣商業地域では、容積率

が 300%と高く設定されていることから、空地・駐車場用地だった敷地に集合住宅が建設される例

が多く見られた。ただし、新規開発の約半数が他用途を複合しない住居専用の集合住宅開発であり、

商業地区の賑わい形成に貢献しない開発が多く行われている。 

 

図 5-18 本八幡駅周辺の世帯数推移      図 5-19 本八幡駅周辺（2017年、筆者撮影） 
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表 5-3 本八幡駅周辺の住宅開発と従前土地用途 

 

 

 
図 5-20 本八幡駅周辺の土地利用の変化 

 

 

図 5-21 本八幡駅周辺の公共施設分布とその整備水準 

 

(3) 生活関連施設の立地 

医療施設、幼児教育施設が基準値を超えた整備水準にあり、集合住宅建設時にその低層部や一室

に開設することで、駅前商業地区内にその数を増やしつつある（図 5-21）。ただし、高齢者福祉施

設は柏駅と同様に駅勢圏内に立地していない。 

また、近隣公園がそれぞれ駅前商業地区の外縁部に立地しており、各公園の半径 250m 以内に駅
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前商業地区が含まれることから、公園へのアクセス性は良好であると言える。しかし、各公園は小

規模且つ住宅が急増する中で新規の公園整備は行われておらず、駅勢圏内の１人当たり公園面積は

柏の半分以下の 0.24 ㎡となっている。 

 

5-4-4 住宅建設増加と生活関連施設整備の実態 

 

柏と本八幡における住宅の増加には共通のパターンとして、①駅前の市街地再開発事業等による

超高層住宅開発、②駅至近の商業・業務施設跡地や空地における中高層の集合住宅開発、③戸建住

宅密集地区の複数敷地を統合して中層集合住宅へ更新する住宅開発の３つが確認された。３つの開

発のうち、①では敷地内に公開空地や商業施設を配置することで地区全体の賑わいや生活者の利便

性向上に貢献するものの、その他２つでは他用途と複合しない住居専用の開発が多くなっている。

これは、駅前商業地区の賑わい形成に寄与しないことから商業系地域の土地利用として望ましくな

く、また居住者増の一方で生活関連施設が新設されない為、その整備水準が相対的に低下すること

の要因となっており、居住環境の面でも好ましい傾向でないことが指摘される。 

特に柏では、人口比から見た生活関連施設の整備水準だけでなく、アクセス性の観点からも決し

て良好な居住環境とは言えない立地条件下で駅前商業地区の集合住宅建設が進んでいる。本八幡で

も、住宅建設時に低層部を幼児教育施設等とすることでこの欠点を補う向きが確認されたが、都市

公園や高齢者福祉施設の水準が低く、いずれの地区も改善の余地が大きいと言えるだろう。 
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5-5 おわりに 

 

5-5-1 本章の総括 

 

最後に、本章で得られた知見を以下に整理し、大都市圏郊外の駅前商業地区内における住商混合

化の進展とそれに対応した居住環境整備の課題を考察する。 

近年の駅前商業地区では、単身世帯・核家族世帯の増加、特に高齢者を含む世帯の増加が著しい

ことを 5-2 で明らかにした。続いて、居住者層の変化に伴う生活関連施設の対応状況を 5-3 で分析

したところ、医療施設の整備水準が高く、福祉施設や幼児教育施設の整備水準が改善に向かってい

る反面、公園や小中学校といった近隣居住者を対象とする生活関連施設の整備が十分に進まない現

状にあることが把握された。小中学校については、高齢世帯の増加に対して子どもを持つ世帯の増

加幅が小さく、喫緊に整備が必要であるとは考えられないものの、都市公園等のオープンスペース

の整備は全世代の快適性向上に繋がることから、住宅建設の増加に伴って適切に整備を進めるよう

検討をする必要があるように思われる。 

住居タイプに関する世帯動向という点では、中高層住宅居住世帯の急増や、持ち家世帯の増加傾

向が把握された。また、5-4 の典型地区調査を通じて、こうした住宅建設が３つのパターンに分類

されることを示した。特に個別敷地の更新時に中高層集合住宅等へ建替えられる場合が多く、他用

途と複合しない住居専用の開発が多くなることで、商業地としての賑わい形成や生活関連施設の整

備水準向上に寄与しない形での住宅増加が生じる点に課題が指摘された。 

 

5-5-2 郊外駅前の複合市街地化と居住環境整備に関わる課題 

 

5-1 および 5-4 で示したように、近年は駅前商業地区内で商業・業務系の土地利用に代わって住

宅建設が増加する状況にあり、上記に挙げた課題が今後一層深刻化することが懸念される。駅前商

業地区本来の目的として商業・業務機能の増進を図りつつ、且つ住宅増に伴って居住環境の向上を

図る上で、行政側の対応としてまずその現状を正確に把握し、今後の施設需要を予測することが不

可欠であろう。その上で、こうした点を克服するための方策として、①複合市街地型の生活関連施

設整備の検討、②住宅建設と連動した生活関連施設整備の２点が検討課題に挙げられる。 

前者について、居住者が増加する上で確かに居住環境向上を図ることは必要であるが、公園のよ

うに近隣居住者を主な利用者と想定した施設は商業系地域の本来目的である「土地の高度利用」に

反する施設であり、その立地は必ずしも好ましくないと考えられる。こうした施設は、本八幡駅の

ように、駅前商業地区外縁にアクセス性を重視して新設するか、あるいは近年その整備に Park-PFI

が制度化されたように、にぎわい創出に利用することを前提とした住商共同利用の公共空間として

駅前商業地区内に積極的に整備することも１つの方策として考えられる。この一方で、広域利用者

も想定される医療・福祉・幼児教育施設については積極的に駅前に立地誘導し、整備水準の改善を

図るべきである。 



 

130 

後者については、総人口が減少傾向にある自治体が多い中、駅前商業地区にホットスポット的に

生じる新たな生活関連施設需要に対応することは財政制約上の困難が予想される。こうした状況下

で住宅建設に対応した適切な生活関連施設整備を可能とするためにも、住宅開発に対して一定のル

ールに基づく開発誘導が必要であると考えられる。例えば、本八幡では一部住宅建設の低層部に幼

児教育施設が開設され、居住者だけでなく駅周辺利用者の利便性向上に繋がっていることから、低

層部の用途誘導が１つの案として挙げられるだろう注 12）。また、かつて多くの自治体で郊外住宅地

の開発時に開発負担金を課すことで公共施設整備の費用捻出を図ったように、駅前商業地区におけ

る住宅開発時に開発負担金を課すこと注 13）も１つのアイデアとして挙げられる。ただし、税負担は

新規開発の抑制に繋がりかねず、その導入に当たっては慎重な検討が必要である。 

 

5-5-3 今後の研究課題 

 

今後も駅前商業地区における住宅増加が生じることが予想される中で、特に高層集合住宅が増加

することによる日照や通風等の居住環境上の課題について更なる検討が必要である。生活関連施設

についても、例えば高齢者向け福祉施設については通所施設や在宅者向けのサービスを行う施設等

様々な種類が存在し、どのような施設が駅前に求められるか、より詳細な実態把握が求められる。 

いずれにせよ、駅前商業地区における住宅開発が避けられない今日、従来の「中心市街地」とし

ての評価だけでなく、住む場所として相応しい環境にどのように創り替えていくかという観点から、

郊外駅前商業地区のまちづくりの方向性を今後検討していかなければならない。 
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注 
 

注１）参考文献１に挙げた矢島らは、世界の大都市圏と比較して東京都市圏の鉄道利用率が極めて高いこと、

また、同様に鉄道利用率の高いパリ都市圏と比べても、郊外部の人口密度が約４倍、鉄道駅密度も２倍以上

であることを明らかにしている。このことから、矢島らは東京大都市圏を「世界に比類のないトランジット・

メトロポリス」であると表現している。 

注２）本論では、GIS 上で駅の中心点をポイント化し、その点を基準に駅勢圏を算出した。 

注３）沿道型に指定された商業地域は、将来的な都市計画道路整備を見込んだ指定がしばしば見られ、必ずし

も商業集積を形成しているとは言えない。そのため、本研究で対象とする「駅前商業地域」の定義よりこれ

を除外するものとする。 

注４）本論の対象とする 93 地区のうち、商業統計調査の町丁目単位集計が公表されている東京都の地区を対

象に、この検証を行った。経済センサス等より整理した小売卸売事業所数の 2006~2014 年間変化率と、商業

統計調査より整理した小売事業所数の 2007~2014 年間変化率の相関関係を調べたところ、相関係数が r = 

0.80（p < 0.01）と極めて高く、小売卸売事業所数と小売事業所数には類似する傾向があることが確認され

た。 

注５）横浜市と川崎市の一部区等、既成市街地と近郊整備地帯の双方に跨っている自治体については、近郊整

備地帯の面積比が大きいものに限り、本対象自治体に採用した。具体的には、川口市、川崎市麻生区、同多

摩区、横浜市戸塚区を本論対象に含めている。 

注６）大規模駅の定義は多様にあるものの、「一日平均乗降客数が 10 万人以上」という基準値については、例

えば国交省が「喫緊にホームドアを設置すべき駅」として提示する等、駅利用客が多く優先的に対処が必要

な駅の基準とされている。 

注７）ただし、高層集合住宅については 2005 年時点で居住世帯が無く、2015 年に同世帯が増加した例が見ら

れるが、こうした事例については増加率を表すことができないため空欄とした。 

注８）当該施設に関するデータとして、他にも国土交通省国土政策局「国土数値情報ダウンロードサービス」

で提供される「福祉施設 第 1.3 版」「医療機関 第 2.1 版」が挙げられるものの、上記資料は都市公園以外に

その施設の整備年が明記されておらず、時系列での整備状況の把握が不可能であるため、今回は使用しなか

った。 

注９）本電話帳 DB では電話番号ごとにデータが整理されているため、同一法人が複数件に重複する場合があ

る。こうした例については、業種ごとに１つに集約した上で集計した。 

注 10）アクセス性からみた生活関連施設の配置基準の例として、都市公園は、2003 年まで街区公園の場合に

半径 250m、近隣公園の場合に半径 500m 等が誘致距離標準とされていた。また、小中学校は最大通学距離

を半径 4km と設定している。福祉・医療施設については、「都市構造の評価に関するハンドブック」（参考文

献４）で、徒歩圏平均人口密度を三大都市圏の場合に「56 人/ha」とする目標値が示されている。 

注 11）例えば、都市公園法運用指針では 2003 年に「一律の市街地と人口密度を想定し、公園種別の誘致距離

を」示すことが馴染まなくなってきたことを理由に誘致距離標準が廃止されたが、この一方で人口当たりの

敷地面積の標準については「街区、近隣、徒歩圏域それぞれに居住する者の利用を想定し、必要な規模を定
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めている」として引き続き標準とするとされている。 

注 12）例えば、八王子市では「八王子市中心市街地環境整備事業に関する指導要綱」を 1982 年に制定し、指

定区域内における建築物及び特殊建築物に係る建築工事に対して、建物用途等の基準を設定している。 

注 13）一例として、高層集合住宅開発の増加が著しい東京都江東区では、一定規模以上の集合住宅開発に対し

て「江東区マンション等の建設に関する指導要綱」により開発負担金・協力金を課し、その費用を学校や都

市公園の整備費に充てている。 
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6-1 はじめに 

 

6-1-1 研究の背景と目的 

 

従来の郊外では、職住分離によって平日昼間に地域内で行動する機会に乏しい世帯主がコミュニ

ティから弾かれる一方、地域での生活行動が多い主婦層を中心にコミュニティ形成が行われるとさ

れていた。しかし、近年では共働きが主流化したことでコミュニティの希薄化が懸念されると共に、

郊外第１世代の主要層に当たる「団塊の世代」が定年を迎えて郊外中心の生活へと回帰する中で 1)、

改めてコミュニティ形成の重要性が喚起されている 2)。例えば、横浜市の東急田園都市線沿線では、

郊外居住者の地域活動を推進することでコミュニティ形成を図る「次世代郊外まちづくり」3)が展開

されている。他方では、高齢者だけでなく様々な年代層の活動が郊外で展開しつつあり、そうした

活動は郊外中心地で見られるようになっている。松山 4)は、若者中心のまちづくり団体への参与調

査を通じて郊外居住者の地域活動への参画について考察を行った結果、中心市街地がその周辺に住

む人々の「場の共同性」を構築するフィールドとなっていること、中心市街地が従来の日常生活拠

点としてだけでなく、地域活動および地域コミュニティ形成のハブとして、あるいは文化形成にお

ける孵卵器となる可能性を示している。 

従来の郊外は、近代以降に発達したことから均質的で没個性的な空間であると考えられてきたが、

郊外における地域活動の活発化とこれによる地域文化や個性の創出は、2016 年に策定された首都圏

整備計画でも政策課題として取り上げられており、郊外の魅力向上を図っていく上で不可欠な論点

であると考えられる。また、ここまでの研究で示してきたように、郊外中心地では近年急速に住商

混合化が進んでおり、居住空間としての充実も求められるようになっている。地域活動の場を構築

することは新規住民のコミュニティ形成にも貢献すると同時に、商業者にとっても、市街地が衰退

する中で新たな活力を生み出す連携主体として期待されるだろう。 

そこで本章では、今日郊外で重視されるコミュニティ形成および地域個性の創出のために住民や

商店主ら民間主体の地域活動を積極的に進め、これまで一定の成果を挙げてきた千葉県柏市の中心 

 

 

図 6-1 柏駅の位置および周辺俯瞰写真（写真出典：柏市 HP, http://rich.city.kashiwa.lg.jp/） 
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市街地である柏駅周辺（図 6-1）を対象に、郊外中心地における文化形成の場としての形成過程と

その特徴を明らかにすることを目的とする。なお、本稿で対象とする地域活動を「公共空間で展開

される民間主体を中心とする活動」として、その分析を行うものとする。 

 

6-1-2 対象地の概要 

 

(1) 柏駅周辺の概要 

柏市は千葉県北西部に位置する、面積 114.74km2、人口 414,054 人（2015 年国勢調査）の中核

市である。その中心市街地である柏駅周辺は、元々江戸から茨城へと延びる水戸街道沿いの小集落

に過ぎなかったが、19 世紀末の日本鉄道土浦線（現 JR 常磐線）の開通を契機に市街地が発達し、

1950 年代以降の周辺団地開発に伴う鉄道利用客の急増によって求心力を向上してきた。1970 年代

には駅前に百貨店が進出し、東葛地域最大の商業地域として千葉県北西部や茨城県南部より多くの

来街者を集めるようになった。 

しかし、近年はロードサイドへの大規模小売店舗進出やつくばエクスプレス開業の影響を受けて、

商業の衰退が顕在化している。柏駅の乗降客数も 1994 年の約 50 万人をピークとして以降減少へ転

じ、2012 年時点では約 37 万人と全盛期の 3/4 にまで減少しており、中心市街地活性化へ向けて来

街者数の回復が喫緊の課題となっている。 

こうした状況下で危機感を強めた行政や商店主らによって、1990年代以降に中心市街地活性化を

目的として様々な地域活動が立ち上げられた。2000年代以降には、商業主ら以外の近隣住民や市民

等の多様なアクターが参画するようになり、今日では営利活動からボランティアまで形式を様々に

しながらも地域活動が幅広く展開されている（図6-2、表6-1）。また、柏ではこうした地域活動を推

進するための場づくりと体制づくりが重視され、特に2000年代以降に官民連携の下でマネジメント

体制が構築されていった5)。柏における地域活動は全国的にも評価されており、国交省の地域活性化

データベースでも事例として取り上げられている6)。 

 

 
図6-2 駅前広場を使ったイベントの様子（左図：音楽イベント、右図：ライブペインティング） 
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(2) 研究の方法 

前述したように、柏で地域活動が多様化した背景には、柏が顕著な歴史性を有さない水戸街道沿

いの小集落から発達した経緯によるところが大きい。すなわち、柏は多くの郊外中心地と同様に、

観光資源や地域住民の確固たるアイデンティティの拠り所となるシンボルに乏しく、中心市街地活

性化に当たって地域個性を創出し、他地区との差別化を図る必要があったのである。首都圏の郊外

化に伴って発展した郊外中心地一般の抱える課題を有することから、柏は研究対象として適切であ

ると考えられる。 

本論では、①柏で多面的な地域活動が展開した背景を整理すること（6-2）、②地域活動を可能と

する公共空間のマネジメント体制の詳細を明らかにすること（6-3）、③多様化した地域活動をネッ

トワーク化し、地域個性や文化形成に向けて方向付けるエリアマネジメントの在り方を明らかにす

ること（6-4）を目的として、柏市民新聞・広報かしわの両メディアの他、行政提供資料や各種団体

のＨＰ等を対象に文献調査を実施した。 

加えて、6-3については、実際に公共空間のマネジメント体制の構築に関与した協同組合柏駅東口

中央商店街連合事務局（2015年1月）、柏市中心市街地整備課（2016年10月）の担当者に、それぞ

れ各事務所でヒアリング調査を実施した。 

 

6-1-3 既往研究 

 

(1) 郊外中心地における地域活動と文化形成に関する研究 

郊外を対象とした地域活動に関する研究は、住宅地における住民活動に関するもの7), 8), 9)が中心で

あったが、近年は郊外に居住する若者の地域活動への参画を対象とした研究が増えつつある。前述

の松山4)は若者の地域参画という観点から、森10)はパリ郊外における若者の文化アソシエーション活

動への参加を政治学の観点から分析しており、それぞれ「居場所の回復」や「場の共同性」という

主体側の立場からの意義や、組織体自体の特徴を記述するものの、地域活動の場としての都市空間

の特徴については触れられていない。 

この他、創造都市研究11), 12)の中で地域活動と文化形成の関わりが論じられるものの、歴史的資源

や文化的資源に乏しい郊外中心地で文化活動を展開するための地域側の役割については、必ずしも

注目されていない。また、住商混合化が進む郊外中心地における新規住民と商店主らの連携につい

ても、体系立てて整理した研究は管見の限り確認されなかった。 

 

(2) 柏駅周辺における地域活動の展開に関する研究 

柏駅周辺を対象とした研究については、その空間整備に関するものが多い。築根ら13), 14)は柏駅東

口のアーケード整備に関する研究を行っており、細田ら15)は柏駅東口における駅前広場再整備を対

象に、歩行者専用広場整備の方法論を考察している。また、加藤ら16)は柏駅東口再開発後の土地利

用の変容過程について住宅地図用を用いて分析を行っている。しかし、こうした空間整備が文化形

成の場づくりとしてどのように機能しているか明らかにした研究は無い。 
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また、上述の通りに柏駅周辺は民間主体の地域活動が活発であることから、こうした活動を対象

とした研究も見られる。宋5)は、柏駅周辺で展開される地域活動をエリアマネジメントの事例として

捉え、その展開を詳細に記録している。松山4)は、柏駅周辺を主な活動拠点とするまちづくり団体「ス

トリート・ブレイカーズ」への参与調査を実施し、郊外に居住する若者の地域参加の在り方に関し

て考察を行っている。上記研究はいずれも柏駅周辺で展開される地域活動の意義を分析しているが、

こうした地域活動を可能たらしめる都市空間のマネジメントとの関係性を問うものではない。 
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6-2 柏駅周辺における地域活動の展開 

 

6-2-1 商店街中心の地域活動の展開（1970～1990年代） 

 

柏駅東口では、1970 年代の市街地再開発事業に際して、工事期間中に駅前広場への車両進入を禁

止するために駅前通り、京北通り（現二番街）、中央通り（現セントラルパル街）で歩行者天国が実

施された（図 6-3）。歩行者天国は同事業完了後も継続されることとなり、今日でも駅前通りおよび

セントラルパル街では日曜・休日の日中に、二番街では終日歩行者天国が実施されている。 

こうした公共空間を活用して、1970 年代半ばより駅前通りでは商店街が主催者となって「文化プ

ログラム」を開始し、年に１回程度、道路上で芸術家や舞踏家のパフォーマンスが行われるように

なった（図 6-4）。確認できる限り、文化プログラムは柏における行政を介さない地域活動の最初の

例であり、今日に至るまで 40 年以上に渡って商店街の自主事業として継続されている 17)。 

 

 
図6-3 柏駅東口の地図 

 

 

図6-4 文化プログラムによるイベントの様子（2015年、筆者撮影） 



 

142 

文化プログラムの主体となったのは商店街のいわゆる「二代目若店主」18)であった。こうした若

者による活動はその後より活発化し、1980 年代には柏市商工会議所青年部の役員らを中心にボラン

タリーな地域活動を目的とした「おもしろ倶楽部」が結成されることとなった。おもしろ倶楽部で

は、定期的に芸術展や討論会など様々なイベントを実施した他、定期的にレターを発刊し、若手商

業者らを中心に柏のまちづくりの方向性について盛んに議論が行われた。 

このように、1970~80 年代にかけては市内人口増加に伴う右肩上がりの商業環境の下で、商業者

らが中心となって様々な地域活動が展開された。これらは、例えば 1971 年に始まった「柏商業ま

つり（現柏まつり）」のように、郊外に移住してきた新住民たちの帰属意識を高めるために「『地域』

があることを演出」19)することを目的とした活動ではなく、商業者の立場でまちの魅力向上を図る

目的をもった、いわばまちづくり指向の活動であった。 

 

6-2-2 市民の参画と地域活動の拡大（1990～2000年代） 

 

柏では1990年代まで、市街地整備に当たって商業地域としての求心力を高めることを主な目的と

していたが、1990年代に中心市街地衰退が顕在化すると、商業のみを目的とした活性化策に限界を

感じた地域主体を中心に、まちの新たなイメージ形成が模索され始めた。その中で、1996年に行政、

商工会議所が共に「柏市商業振興ビジョン」を策定し、官民連携の下で中心市街地の活性化を目指

すことが確認された。その具体的な推進体制として、1998年6月に「柏駅周辺イメージアップ推進

協議会」が立ち上げられることとなった5)。 

本協議会の目的は街のブランディングを図ることであり、そのために「セーフティ＆クリーン＆

イベント」を方針として、多様な活動主体の立ち上げや支援を行う母体となった。例えば、2001年

には、柏駅周辺の商業主や大型小売店、近隣大学、市民等の多様な地域主体が参画する「柏インフ

ォメーション協会」が設立された。本協会は、柏駅に隣接する商業ビル内に「かしわインフォメー

ションセンター」を開設し、柏の案内マップ作成やイベントの開催を通じて、地域のブランディン

グ形成に貢献している。 

また、1998年に柏商工会議所青年部の創立20周年事業として立ち上げられた任意団体「ストリー

ト・ブレイカーズ（以下、ストブレ）」は、当時柏駅東口の駅前広場に増えつつあったストリートミ

ュージシャンやダンサーを出演者とするイベントを実施した。ストブレは2000年にイメージアップ

推進協議会の下部組織として活動を再開し、音楽・ファッション関連のイベントや市内で生産され

た野菜、手作り商品等の販売会（図6-5）を主催する等、今日まで15年以上に渡って多様な地域活動

を展開している4)。なお、ストブレへの参与調査を行った松山4)によると、その構成員は柏市内ある

いはその近隣に在住・在学・通勤する有志メンバーであり、６割強が20~30代の若者であるという。

これは、ボランティア活動団体における若年層の割合の全国平均を大きく上回っており、柏の地域

活動を特徴づけるものであると考えられる。 

このように、従来は商業主が中心となって行われた地域活動が、1990年代以降には市民らを巻き

込み、多様に展開していったことが確認される。特筆すべき点としては、松山4)が指摘したように若
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者の地域活動への参画が目立っていることであり、これまで商業活性化と無縁の郊外居住者層を積

極的に主体へと取り込むことで、地域活動の新たな担い手の育成に成功したと言える。 

 

 

図 6-5 ストブレ主催のイベント「手づくりての市 拡大版」（2016年、筆者撮影） 

 

6-2-3 地域活動の多様化（2000年代後半以降） 

 

(1) 地域主体の多様化 

図6-3を見ると、2000年代前半まではストブレを中心に地域活動が展開されている一方で、2000

年代後半以降はストブレ以外の地域活動が増加し、多様化していることが分かる。 

地域活動において主に利用される場所は、以下の２つである。 

第１に、「ウラカシ」と呼ばれる、旧水戸街道の東側の地区である（表6-1）。本地区は柏駅から徒

歩10分以内と利便性の良い立地にありながらも、交通量の多い幹線道路を挟むことから歩行者通行

量が少ない。そのため物件の賃料が安く、1990年代より古着屋が多く立地する地区となっている。

イメージアップ推進協議会が本地区を「ウラカシ」と称し、広報活動を展開したことから、2000年

代以降は古着屋のみならず若者向けのセレクトショップや本屋等が進出するようになった。こうし

た中で、2011年にウラカシに立地する書店を中心として「本まっち柏」というイベントが立ち上げ

られた。本まっち柏は、ウラカシの店舗の軒先を使って古本市を行うイベントである（図6-6）。こ

れまで６年以上に渡って継続的に開催され、2016年からは駅前デッキの上でも出張開催が行われて

いる。また、2015年には店舗間の交流および連携を目的として「ウラカシ深交会」が設立され、様々

なイベントが実施されている。 

第２に、駅前広場における活動の展開である。柏駅東口では2009年から2012年にかけて駅前広場

の再整備が行われ、公共空間の高質化と利活用を可能とするマネジメント体制の構築が図られた

（6-3で詳述）。2010年代以降は駅前広場で複数の音楽イベント（図6-7）や市民活動の発表会等が実

施されるようになり、新たな地域活動の拠点となっている。 

この他にも、特別な活動拠点を持たない地域活動も増加しており、例えば2013年に初めて実施さ
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れた「おやじ☆イノベーション」20)では、通勤等によって普段は地域コミュニティへの関わりを持

ちづらい中年・高年層の男性を対象に、地域活動への参加の場を提供することを目的としている。

このように、2000年代後半以降の柏では、地域活動への参加のルートを様々に確保することで、従

来の若者だけでなく、壮年層、高齢層や個人店経営者などの多様な主体が生まれつつある。 

 

 

   図 6-6 本まっち柏（2016年、筆者撮影）    図 6-7 Kashiwa Music Sun（2016年、筆者撮影） 

 

(2) 大学生との連携 

柏市およびその近隣には、大学のキャンパスが11校立地している。しかし、従来の柏では大学生

が地域活動へ参画する機会が乏しかったことから、その連携が2000年代より模索され始めた。その

事例として、ここでは「アートラインかしわ」と「柏クリエイティブベース」の２つを挙げる。 

前者については、2006年にJR東日本、東京藝術大学と常磐線沿線自治体によって「JOBANアー

トライン協議会」が設立され、その柏支部として商業者や学生を中心に「アートラインかしわ」が

立ち上げられた。アートラインかしわでは、前述の駅前通りの文化プログラム等と連携し、毎年10

月から11月にかけて、まちなかの道路等の公共空間や商業施設内、公共施設内等の多会場で約１か

月間に渡る芸術イベントを開催している（図6-8）。その実行委員会は、大学生、市役所職員、市民、

商業主らによって構成され、市外居住者も多く参画していることが特徴である。 

 

 

図 6-8 アートラインかしわ（2015年、筆者撮影） 
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後者の「柏クリエイティブベース（以下、柏ＣＢ）」は、2014 年に立ち上げられた官学民連携に

よる会議体である。その設立目的として「若いクリエイターやアーティストである大学生や研究者

をまちづくりの担い手とし、フィールドワークを中心とした先進的な取り組みによって、柏ならで

はの創造性あふれるまちづくりを展開」21)することが掲げられており、柏ＣＢにはアートラインか

しわ等で地域活動に参画する学生を含めて、約 30 名が有志の委員となっている。柏ＣＢは大学と公

的に連携するわけではなく、有志の学生が自由に参加する形式を採っている。会議では学生が研究

あるいは地域活動についてプレゼンを行い、参加者に認められた場合には商店街等から助成金を受

け、実際にプロジェクトとして実施することが可能である。なお、2016 年までの３年間に３件の学

生主体のプロジェクトが立ち上げられ、芸術イベントや若者に関する調査プロジェクト等が実施さ

れている。 

 

6-2-4 柏における地域活動の多様化とその要因 

 

ここまで見てきたように、柏では 1970 年代より商業主中心で地域活動が展開されてきた。当初

はアーティストの公演等の文化事業を中心としていたが、徐々にまちづくり活動へと推移し、特に

中心市街地の衰退が顕在化した 1990 年代半ば以降は、地域活性化がその目的に据えられるように

なった。しかしながら、その実践方法は行政主導のものではなく、むしろ民間主体の参画を図るこ

とを指向していた点に特徴が見られる。さらに 2000 年代後半以降は、従来の柏市民や商業主らを

中心とする活動体系から、近隣大学の学生やシェアオフィスの小規模事業者等、柏駅周辺以外から

広く活動主体を呼び込む取組みへと展開していった。 

柏でこれほどに地域活動が多様化したことの要因はどこにあるのだろうか。その１つとして、有

志による緩やかなネットワークの形成が挙げられる。柏インフォメーションセンターのように一部

活動は法人格を取得しているものの、上記に挙げた地域活動の多くは法人格を持たず、住民や事業

者、学生らの自発性に基づく地域活動の参画によって支えられる任意の取組みが大半である。その

ため、活動目的が経済合理性に絡め取られることがなく、「楽しさ」や「やりがい」に基づく継続的

な活動が実現しているものと考えられる 4)。 

もう１つの要因として、活動主体の非限定性が挙げられる。これは次節で後述する「柏ルール」

でも同様のことが指摘されるが、地域活動の主体は必ずしも柏市在住者でない。しかしながら、ス

トブレや柏ＣＢの活動に見るように市外から訪れる人々を積極的に地域資源と位置付けること、こ

れに対して商業主らを中心に支援を行うことで、地域活動の主体育成を行う姿勢が打ち出されてい

る。内在する歴史・文化資源に乏しかった柏では、外からの資源を取り入れることで地域活動を活

発化し、まちのイメージ形成と文化形成を図ったのである。 
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6-3 地域活動を可能とする空間戦略 

 

前節で見たように、柏では地域活動の多くがメインストリートや駅前広場を中心に展開されてい

る。特に柏駅東口の駅前広場（図 6-9）では、そこで地域活動を可能とするために 2000 年代半ばよ

り空間再整備および公共空間利活用に関してマネジメント体制の構築が進められてきた。本節では、

そのプロセスおよび個々のマネジメントの特徴を明らかにしていく。 

 

 

図 6-9 柏駅東口駅前広場の俯瞰写真（2014年、筆者撮影） 

 

6-3-1 文化形成の場を創出する「柏ルール」 

 

(1) 駅前での路上音楽活動を認定する「柏ルール」の導入 

1990年代以降、商業者を中心に進められた街のイメージアップの動きの１つとして、1998年4月

に行われた「ストリートブレイク」という音楽イベントが挙げられる。柏では1990年代半ばより駅

前ペデストリアンデッキ（以下、地元での呼称に従い「ダブルデッキ」と称する）上で演奏するス

トリートミュージシャン（以下、SM）が増加してきたことから（図6-10）、これに目を付けた柏商

工会議所青年部がストリートミュージシャンを出演者とした音楽イベントを実施することとなった。

これが好評を博したため、2000年には同イベントを継承する形でストブレが創立し、民間主体が中

心となった地域活性化の一環でSMの活動に注目する契機となった。 

ただし、こうした取組みは一方で問題を引き起こした。SMの増加に伴って騒音苦情が市に寄せら

れ始めたことから、2002年よりダブルデッキの日常管理を管轄する部署を中心にその活動規制の検

討を始めることとなった。しかし、1998年のストリートブレイク以降、同じ市役所内部でも商工課

はSMとイベントで連携した実績があったことから、SMが市街地のにぎわいに必要であることを認

識していた注１）。また、ダブルデッキは自動車と歩行者を立体分離した交通空間であるため、SMの

活動が即交通流動を阻害することにつながるわけではなかった。そこで、SMが直接歩行者の妨げに

ならない限りは一斉排除せず、一定のルールを設けることで迷惑行為排除に取組むこととなった。 
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図6-10 ストリートミュージシャンによる演奏（2015年に筆者撮影） 

 

2004年より市の商工課、防災安全課、道路管理者である土木総務課、交通管理者である柏警察で

ルールの検討を始め、2005年4月よりストリートミュージシャン認定制度（現在は「ストリートミ

ュージシャン登録制度」に改称）、通称「柏ルール」注２）が導入された。柏ルールでは、演奏時のア

ンプ使用禁止の他、活動場所・時間の規定、清掃義務、歩行者への配慮、販売行為の禁止、演奏時

の認定証掲示等、最低限のルールが定められ、SMは事前にweb上で登録手続きを行い、認定証を発

行することでダブルデッキ上の演奏が可能となる。必要経費はかからず注３）、一度登録を行うと１年

間は手続きを要さず演奏活動が可能である。 

 

(2) 「柏ルール」の特徴とその効果 

本制度はあくまで関係各所との調整に基づくルールであるため、条例等のように法的な拘束力を

持たず、また道路占用許可や使用許可を用いない点が特徴である。本ルールの管轄部署は現在市の

中心市街地整備課となっているが、同課から道路管理者に対して毎年「道路使用届」を提出し、ダ

ブルデッキ上におけるSMの活動を行う旨を「通知」している。交通管理者である警察はそもそも柏

ルールの作成段階に参画していることから内情を細かく把握しており、許可という形では認められ

ないものの、市と不文律の協力関係にある。そのため、柏ルールでは「許可」という形ではなく「認

定・登録」という形をとっている。 

また、民間の協力体制も構築されており、例えばSM認定に係る事務は市で行わず、ストブレに委

託されている（図6-11）。民間がSMの認定事務を、市が道路管理者と交通管理者との協議をそれぞ

れ分担することにより、市にとってはクレーム対応と日常的な見回り業務の軽減を、民間主体およ

びSMにとっては各種許可申請を省略できる利点があった。 

なお、柏ルール導入から現在に至るまでのSM登録件数は、制度導入からしばらく減少傾向にあっ

たものの、現在では登録件数が増加傾向にあり、１年間の平均登録件数も130件程度で推移してい

る（図6-12）。登録者は柏市内に留まらず、千葉県以外から来る者もあり、毎年100組以上の音楽活

動を志す者が柏で活動を展開することから、本ルールは柏のイメージと文化的活動の形成に大きな

役割を果たしていると評価できるだろう。 
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図6-11 「柏ルール」のスキーム（中心市街地整備課提供資料より作成） 

 

図6-12 柏ルール登録件数推移（中心市街地整備課提供資料より作成） 

 

6-3-2 民間主体による駅前空間の再整備とマネジメント 

 

2005年に始まった柏ルールがソフト面での地域活動の場づくりの取組である一方、柏駅周辺では

2009年より駅前広場の再整備が進み、ハード面での地域活動の場づくりも行われていった。次に、

この再整備の経緯と整備後に構築された空間利活用に関するマネジメントの特徴を整理する。 

 

(1) 中心市街地活性化事業を通じた駅前空間再整備とその課題 

高度経済成長期に整備された都市インフラが老朽化する中で、柏市では2008年に改正中活法に基

づく中心市街地活性化基本計画が認定された。その事業の１つとして駅前デッキの耐震改修注４）お

よび周辺地区の環境整備が行われることとなり、2012年10月に同事業を完了したのだが、本事業に
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際して、地元側から行政に以下の要望が挙げられた。第１に、ダブルデッキにオープンカフェやプ

ランター等、駅前を公共空間として高質化するための装置の導入を図ること。第２に、ダブルデッ

キ下の地上部も併せて整備を行うことで、駅前空間の一体的な高質化を図ること、である。特に後

者は、駅前の一等地でありながら植栽等の管理状況の悪さから景観上の問題が市民から指摘されて

おり、柏駅のイメージ悪化につながっていたことから、イメージ改善のためにもダブルデッキの改

修と併せて再整備が望まれていた21)。 

しかしながら、整備費用上の観点から両点とも殆ど採用されることは無く、中心市街地活性化事

業における駅前再整備（図6-13）では、デッキの軽量化の他、屋根の新設、広場の増床、階段やエ

スカレーターの再配置等、交通施設に関する改修のみが行われることとなり22)、地元側の多くの要

望が実現されなかった。 

 
図 6-13 ダブルデッキ平面図（左：1973 年設計時、右：2016 年 10 月時点） 

 

(2) 商店街主導による駅前空間再整備 

こうした市の決定に対して、本広場に近接する地元商店街が市と「柏駅東口ダブルデッキ下パブ

リック整備事業に係る協定」23)を締結し、民間主導でデッキ下広場の整備を行うこととなった。 

まず、2010年に実施された柏駅東口来訪者のニーズ調査の結果に基づき、2011年2月に地元民間

主体を中心とする柏駅周辺イメージアップ推進協議会にて「柏駅周辺地区まちづくりビジョン」24)

が策定された。当該ビジョンは駅周辺地区の将来像を地域で共有することを目的とし、その中で本

広場をまちの「ウェルカムスクエア」と位置付けた。続いて、同ビジョンをより具体的な整備方策

として示した「柏駅東口交通広場デザイン改修計画」25)が決定された。この改修計画では「柏駅東

口周辺の先導的デザインを施す」「活動と一体となった公共空間をつくる」「環境共生型の都市広場

をつくる」「夜間の賑わいを創出する」という４つのデザイン方針が掲げられ、整備当初より多様な

主体による広場の利活用が念頭に置かれていた（図6-14）。 

広場の改修においては、経産省の地域活性化法における中小商業活力向上事業等を活用し、費用

全体の2/3を補助事業で、残り1/3を周辺４商店街で負担することで、2012年６月に新広場が竣工し

た（図6-15）。新広場の中央部には約200㎡のウッドデッキが敷かれると共に、イベント等の利活用

を想定して配電盤等が設けられた。なお、これ以降本論では地元の呼称に従って本広場を「ウッド

デッキ」と称する。 
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図 6-14 「柏駅東口交通広場デザイン改修計画」におけるダブルデッキ下部空間将来像 25) 

 

 

図 6-15 ウッドデッキの変化（左: 再整備前 15）、中央: 再整備後、右: イベント時、中央・右は筆者撮影） 

 

(3) 民間主体によるウッドデッキ整備の意義 

地元主体でウッドデッキの整備が完了したのち、2012年に柏市と柏駅東口中央商店街連合の間で

ウッドデッキの管理協定が改めて交わされ、柏市まちづくり公社に管理主体が移行する2016年３月

までの約２年半の間、地元主体が公共空間のマネジメントを行うこととなる。先に示したように、

地元主体は柏駅前に「活動と一体となった公共空間をつくる」ことを目的としたことから、利活用

を積極的に進めていくこととなった。地元主体がマネジメントを行っていた間の利活用数推移は、
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2012年度に18件、2013年度に27件、2014年度に65件、2015年度に48件であり、2014年以降は殆ど

毎週末イベント利用が行われるほどに発展した。管理運営費についても、2012年度には赤字であっ

たものの、2013~2014年度以降は利用数が増加したことで、2014年以降は赤字を出さずにウッドデ

ッキの管理運営を行うことが可能になった注５）。 

また、その利活用の内訳も多様であり、市民活動フェスタ、アート団体や地元スポーツチーム、

クラブ活動のイベント等多様な活動が展開している。細田15)によるとこれら活動のリピート率は約

９割と極めて高く、駅前空間が市民活動の場として根付き始めていることが伺われる。 

 

(4) 都市再生推進法人による駅前広場マネジメントへの一元化 

2014 年 2 月には、柏まちづくり公社が都市再生特別措置法における都市再生整備推進法人に認

定され、柏駅周辺のエリアマネジメント業務を担うことができるようになった。都市再生整備推進

法人に認定されると、「公的な位置付けが与えられることによる関係者間の調整の円滑化」「道路占

用許可等の主体に求められる公益性の獲得」「都市再生整備計画を提案できる」「都市利便増進協定

を結ぶことが出来る」等のメリットを得ることが出来、またエリアマネジメント融資など金銭的支

援も受けられるようになる。 

これを踏まえて、2016 年 4 月に都市再生整備計画に基づいてダブルデッキおよびウッドデッキに

道路占用許可の特例を適用し、地元民間主体のウッドデッキのマネジメントを引継ぐ形で、柏市ま

ちづくり公社が一元的に駅前広場をマネジメントすることとなった。これにより、ウッドデッキで

行っていた利活用制度をダブルデッキ上にまで拡大することとなり、駅前空間全体が市民活動の場

へと発展することとなった（図 6-16）。 

 

 

図6-16 ダブルデッキ上の利活用の様子（柏アーバンデザイセンターより提供） 

 

6-3-3 駅前空間の利活用とマネジメントの段階的発展 

 

ここまで見てきたように、柏駅東口では複数の利活用に係る制度、取組みが併存してきた。第１

に、一般的な道路占用等に基づく利活用、第２に柏ルールに基づくSMの利活用（6-3-1）、第３に民

間主体によるウッドデッキの利活用・マネジメント（6-3-2）、第４に近年の道路占用許可の特例に
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基づく利活用・マネジメント（6-3-2 (4)）である。2016年４月より①と③が④に統合されたため、

現在は②と④がダブルデッキとウッドデッキの利活用等を規定している（図6-17）。 

ここで特筆すべきは、②柏ルールと近年新しく始められた④都市再生特措法による道路活用の二

重構造である。柏市まちづくり公社によってダブルデッキのマネジメントが始まった2016年４月以

降も柏ルールが従来のまま維持されていることから、現在のダブルデッキにおける利活用には２種

類のルールが混在することとなった。道路占用許可の特例では主に商業利用やイベント利用者が対

象であり、道路占用者に対して面積・立地に応じた使用料が日当たりで課される一方、柏ルールに

基づくSMの利活用では商業目的の利用が不可能である代わりに、１度の登録申請で１年間自由に音

楽活動が可能である。前者は法律に基づく許可、後者は関係者の合意による自主ルールである。 

 

 

図 6-17 柏駅東口駅前空間におけるマネジメントの変遷 

 

確かに、近年は道路占用許可の特例によってにぎわい創出のための公共空間利活用が柔軟になっ

たが、その反面、利用までの手続きが煩雑であり、特にSMのような非組織的な個人活動にとっては

利用のハードルが高くなってしまう懸念がある。これに対して、柏ルールは元々非組織的な音楽活

動を行うSMの利用をサポートする制度として設計されたことから、これを有効に機能することで

SMの活動の場を継続的に確保することが可能となった。一般的には、こうした二重構造によるマネ

ジメントは望ましいものと評価されないだろうが、柏の場合にはダブルデッキを「文化的活動の場」

として「多様なにぎわいを生み出す拠点」とする方針26)があることから、この目的に沿った制度設

計が維持されているのだろう。加えて、道路占用許可の利用者は昼間に多く、反対にSMは夜間利用

が中心であり、同じ空間であっても時間の棲み分けが行われており両者の利用が衝突することは殆

ど無い。また、柏ルールでも道路占用の利用者を優先する旨が記載されており、両制度は駅前広場

における利活用を多様に展開する上で、適正な関係を保ちつつ共存していると言える。 
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6-4 活動のネットワーク化とエリアマネジメントへの展開 

 

ここまで整理してきたように、柏では多様な主体によって幅広く地域活動が展開され、これによ

って柏の「若者の街」あるいは「音楽の街」としての地域文化が形成されてきた。この一方で、近

年の柏駅周辺では、多様化した地域活動の相互連携・協力を図りながら、柏駅周辺全体の更なる活

性化や地域個性、文化の形成へ方向付けるエリアマネジメントの取組みが進みつつある 5)。本節で

は、こうしたエリアマネジメントの詳細を整理すると共に、その特徴を明らかにする。 

 

6-4-1 1990年代以降の柏駅周辺のエリアマネジメントの展開  

 

柏駅周辺における 2012 年以前のエリアマネジメント活動の展開については、既に宋 5)が詳細に分

析を行っているため、ここではその概説および補足に留める。 

宋によると、1990 年代までの柏では、行政および民間組織共に地域活動を地区全体で組織化し、

展開するエリアマネジメントの発想を全く持っていなかったとされる。実際に、本論でも見たよう

に、1990 年代以前は商店街が主体の地域活動が中心であり、まちづくりへ向けた動きではあったも

のの、多様な主体の参画や地域のブランディングといった指向性は確認されなかった。この転機と

なったのが、1998 年の柏駅周辺イメージアップ推進協議会の設立である。前述の通り、同協議会は

柏駅周辺の商業地としてのブランディングを行うため、若者や音楽活動に注目して様々な地域活動

を立ち上げる母体となった。同協議会には柏市商工課の他、地元商業者らを中心とする商工会議所

が参画していることから、官民連携の萌芽であったと宋は分析している。 

同協議会はソフトの活動だけでなく、2000 年代後半以降は市街地整備等のハード面の調査研究活

動も行うこととなる。6-3-2 で中心市街地活性化基本計画に基づくダブルデッキの再改修について詳

述したが、同再整備に対して要望を行うと共に、ウッドデッキ整備の推進主体となった「柏駅東口

グランドデザイン協議会」は、イメージアップ推進協議会の下部組織でもあった。 

しかしながら、活動を多角的に広げていく中でまちづくりの専門的な内容が増えつつあったこと

から行政と商業主らを中心とする活動枠組みに限界が生じ、エリアマネジメントへと活動を拡大す

るために組織の再構成が模索されるようになった。協議会としても「若者の街」や「音楽の街」と

して柏のブランディングに成功し、当初の目標を十分に達成したと判断されたことから、2015 年に

協議会を解散することとなった。 

解散したイメージアップ推進協議会を発展的に継承した組織として、2015 年に柏エリアマネジメ

ント協議会が設立された。同協議会は主に地権者や商業主らを中心に構成される組織であり、都市

再生推進法人を取得することで柏駅周辺のエリアマネジメントを進めていくことを目的とした 26)。

また、同協議会の事業実施部門として「柏市まちづくりセンター」が構想され、本構想に基づき、

2015 年に任意団体「柏アーバンデザインセンター（以下、UDC2）」が設立された。なお、その後

UDC2 が一般社団法人に移行したことを受けて、柏エリアマネジメント協議会と組織を統合し、今

日では UDC2 が柏駅周辺のエリアマネジメントを主導する体制が構築されている。 
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6-4-2 アーバンデザインセンターによる地域活動の体系化 

 

UDC2 は、柏市北部の柏の葉地区で活動する「柏の葉アーバンデザインセンター（以下、UDCK）」

をモデルとした、まちづくり活動の組織体である。目的として柏駅周辺地区の価値向上を掲げ、都

市計画の専門知識を持つスタッフが常駐し、まちづくりのプラットフォーム、シンクタンク機能、

アーバンデザインに関する調査研究等の様々な役割が期待されている。また、その具体的な取組み

例として、①アーバンデザイン事業、②シビックプライド事業、③プロモーション事業の大きく３

点が挙げられる 27)。 

①については、柏駅周辺グランドデザイン検討委員会やアーバンデザイン会議が設置され、本委

員会では、行政や商業主、地権者らとの協議を通じて、柏駅周辺の空間整備像の検討・作成が進め

られている（図 6-18）。 

 

 
図 6-18 ＵＤＣ２の組織体系 

 

②については「柏駅周辺まちづくり憲章」28)の策定・発行や「まちづくりスクール」等が実施さ

れている。前者は、柏駅周辺の目指すべきまちづくりの方向性を関係者や市民で共有する為、2016

年に UDC2 によって発行された。同憲章ではこれまでの柏での取組みや地域活動を通じた文化形成

を踏まえて、「商業によるにぎわいだけでなく、多様なにぎわいを生み出す拠点を目指す為、ダブル

デッキ等の公共空間を使った文化的活動の場づくりを行うこと」「これからも住むまちとして選ばれ

続けるために住商混合による良好な居住環境を目指すこと」等の７項目にわたるまちづくりの目標

が掲げられている。また、同憲章は柏が「音楽の街」としてのブランドを育んできたことから歌と

しても作成されており、2016 年 5 月にはウッドデッキで同憲章の公開イベントをライブ形式で行う

等、一般に向けて広く普及活動が展開されている（図 6-19）。 

後者の「まちづくりスクール」は UDCK の同事業を参考としたものであり、まちづくりに興味の

ある地域住民を対象に行われる講義形式のオープンセミナーである。前述のように、これまで柏で

は各個人の主体性に基づき地域活動の創出が図られていったが、活動主体を継続的に育成すること

が難しく、例えばアートラインかしわや柏ＣＢのように大学生を主体とする地域活動では卒業と共

に中心人物が離脱することで、活動の継続が困難であった。これに対して、UDC2 ではまちづくり 
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図 6-19 シビックプライドの創出に向けた UDC2 を中心とする活動 

（左図：まちうたコンサート、2016 年 / 右図：まちづくりスクール、2017 年、共に筆者撮影） 

 

スクール等を通じて地域活動に参画する主体を継続的に発見、育成することが目標とされている。 

また、シビックプライド事業の一環として地域活動の支援も行われている。従来の柏では、行政

から地域活動へ様々な形で支援が行われていたが、UDC2 の設立を契機としてこの支援を一本化す

ることが模索された。そこで、UDC2 のプラットフォーム委員会を中心に、新たに「プロジェクト

提案」という事業が行われることとなった。プロジェクト提案では、地域活動の代表者が活動のプ

レゼンテーションを行い、その内容等に応じて最大 100 万円までの活動助成を行う取組みである。

この原資には都市再生推進法人である柏市まちづくり公社の収益が充てられ、柏駅周辺まちづくり

憲章の内容を体現していること、経済面での波及効果があること等が条件とされている。 

また、③のプロモーション事業では、主にまちづくり情報の発信を行うと共に、地域活動等の関

係者間で情報共有やネットワークづくりを行うことが該当する。これまで地域活動同士は個人間で

のつながりがあったものの、ノウハウや課題を共有する機会がなかった。そこで UDC2 がその場を

提供し、エリアとして課題を共有し、連携を深めていくことが目指されている。 

 

6-4-3 エリアマネジメントに期待される役割 

 

これまで整理してきたように、柏では既に地域活動が多様に展開されてきたこと（6-2）、駅前広

場を中心に公共空間のマネジメント体制が成熟していたことから（6-3）、エリアマネジメントの体

制を構築するにあたって、既存の枠組みを活かしつつまちの課題を解決する方向性が模索された。

本論の主題である地域活動に関する課題については、「経済的自立性」と「新たな主体育成」が挙げ

られる。特に後者については、これまで柏では外から入ってくる主体を地域活動に取り込むことを

重視してきたが、近年柏駅前でも超高層集合住宅開発に伴って居住人口が増加傾向にあることから、

こうした人々との連携が課題となっている。UDC2 ではまちづくりスクール等の実施を通じて地域

活動に参画する主体を継続的に発見、育成する取組みを進めており、こうした新規居住者層へのア

プローチとしてその効果が期待される。 
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6-5 おわりに 

 

本章では、柏駅周辺の地域活動を通じた文化形成のプロセスおよびその特徴について、文献調査

やヒアリング調査に基づき整理を行った。以下、本章で得られた知見を総括し、郊外中心地が文化

形成の場として機能するための条件を取りまとめる。 

 

①外部資源の取り込みによる地域活動の活発化と多様化 

本章２節では、柏駅周辺の地域活動の実態を整理した結果、商業主ら主体の活動から市民主体の

活動まで拡大し、特に2000年代後半以降は市外の居住者が参画できるよう多様なチャンネルが確保

され、地域活動が多様化していったことが明らかとなった（図6-20）。これは、顕著な歴史性や文化

的資源を持たない柏駅周辺が他都市やショッピングセンターとの競合に勝ち残るために、柏駅周辺

に内在する内部資源ではなく、柏駅周辺を訪れる地域外の人々を積極的に資源として位置付け、そ

の活動を内部に取り込んでいったことに拠る。ここで重要なことは、柏駅周辺の商業等に関わるス

テイクホルダーでない部外者の参画を許容する態度が地区全体で共有されていることである。こう

した姿勢は今日の柏駅周辺まちづくり憲章28)にも取り入れられていることから、柏駅周辺に関わる

行政、商業主、その他民間主体に根付いた価値観であると考えられる。 

 

 

図6-20 柏における市街地整備と地域活動の展開 

 

②公共空間の利活用を可能とする体制の構築 

柏では、主に駅前広場や駅前通り等のストリートにおいて地域活動が展開されているが、こうし

た公共空間の活用を容易とするために、独自のルールやマネジメント体制が構築されてきた。本章

３節では、ダブルデッキおよびウッドデッキにおける利活用とマネジメントのスキームを調査し、

利活用実績等よりその効果を分析した。現在のダブルデッキは柏ルールと道路占用許可の特例の２

つのマネジメント制度によって柔軟な利活用を可能にしており、多様な主体によってこの空間が活

用されている。特に駅前広場および駅前デッキは道路法上の施設であるため行政単体では利活用に
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動きづらいところを、柏では民間主体が率先あるいは補うことで駅前デッキのマネジメントを実現

してきた点に特徴があった。 

郊外中心地は高度経済成長期に多くの駅前で再開発が行われてきたことから、半世紀を経た今日、

駅前広場の再整備が各地で行われることになるだろう。一般的に、デッキを含む駅前広場は交通空

間として計画され、その整備では行政や交通事業者、警察、鉄道事業者が中心的役割を占めてきた

が、柏のように鉄道利用者数が極めて多く、鉄道を中心に発達してきた郊外中心地では、地域活動

を生み出していく為にも「まちの中心的な公共空間」としての潜在的利用価値を考慮した整備・再

整備を進めていくことが望ましいと考えられる。 

 

③民間主導でのマネジメント体制の構築 

これは全体を通じて指摘されることであるが、柏の地域活動の展開を見ると、行政による主導と

いう側面が弱く、多くの場合は民間主導で活動が多様に展開されてきた。この要因の１つには、柏

が東葛地域の商都として賑わい、商業主らが強い力を持っていたことが挙げられる。このため、創

造都市政策のように行政主導の大きなビジョンの下で地域活動が展開するのではなく、草の根的な

個々の活動が集積することで柏の文化が形成されていった。 

この際に重要であったのが、仲介役としての民間主導のマネジメント体制である。初期にはイメ

ージアップ推進協議会が、今日ではUDC2がその役割を務めているが、いずれも個々の地域活動を

支援しつつ、行政と連携して街全体の活性化に繋げるビジョンを創っていく両面的な役割を担って

いた。これにより、地域活動をまちの目指す方向へと水路付けることが可能となり、まちのブラン

ディングに繋がっていったものと考えられる。 

 

本研究は特定の都市を対象とした地域研究であることから、その一般性については更なる検証が

必要であるものの、近世以前の顕著な歴史性を持たない郊外中心地一般の抱える課題の解決へ向け

た、ひとつの方向性を示唆する事例であることに違いない。柏の場合は、来街する若者や地域住民

らを積極的に取り込む戦略を採ることで、その中から「若者の街」「音楽の街」等の地域文化が形成

されてきた。しかし、ここまでその形成過程を見たことからも分かるように、柏に特別な条件と呼

びうるものはダブルデッキ等の一部空間的な条件に留まっており、柏で行われたことの多くはその

まま他の都市でも適応可能な条件下で展開されたものと考えられる。 

また、３～５章で明らかにしてきたように、今後は郊外駅前商業地区で住宅建設が積極的に進行

し、地区内居住者の増加が見込まれる。これまで柏では外から入ってくる主体を地域活動に取り込

むことを重視してきたが、今後は地区内に増加する居住者とも積極的に連携してコミュニティ形成

や地域活動への参画を促すことで、持続的に文化形成を図っていくことが重要になると考えられる。 
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注 

 
注１）柏市中心市街地整備課へのヒアリング（2016 年 10 月実施）に基づく。 
注２）そもそも本制度はストリートミュージシャンの活動を「支援する」ことが目的ではなく、クレーム処理

に対応するため、氏名、住所等を管理者側が把握することで活動主体を「適正に把握する」ことを目的とし

ている。 
注３）2016 年以前は認定証発行にかかる手数料として 180 円徴収されていたが、現在は web 上で認定証を発

行するよう変更されたため、手数料が無料となった。 
注４）正式名称は「柏駅東口歩行者専用嵩上式広場改良事業」である。改修自体は 1993 年より検討されてい

たが、多額の費用を要するため先延ばしとなっていた（参考文献 16 より）。 
注５）（協）柏駅東口中央商店街連合事務局へのヒアリング（2014 年 12 月実施）に基づく。 
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7-1 各章の知見の整理 

 

まず、本論で得られた知見を下記に整理する。 

 

１章 序論 

１章では、社会背景および既往研究の整理を通じて、本研究における検討課題を明確化し、研究

の全体像を示した。従来の郊外研究では、大都市圏郊外における都市機能集積の発達を分析してき

たものの、主に市町村単位統計に基づくマクロな観点からのアプローチを中心としたことから、都

市空間レベルで生じる変容を十分に把握してこなかったこと、また近年郊外が縮退に向かう中で人

口増減や都市機能集積の増減がまばらに生じるようになっていることから、ミクロな地区スケール

で郊外中心地の変容実態を分析する必要性があることを示した。 

 

２章 郊外都市の発達とその背景 

２章では、文献調査に基づき、首都圏郊外における郊外中心地の発達過程とその政策的、歴史的

背景を整理し、各時代に形成された郊外中心地の空間的特徴を明らかにした。首都圏郊外では近世

以前に発達した地域が少なく、主に鉄道網の発達した 20 世紀以降、鉄道敷設に伴う計画市街地開発、

第二次大戦時の衛星都市開発や戦災復興、ニュータウン開発、業務核都市開発等の計画的発達のほ

か、高密化した既成市街地内で急激に生じた交通混雑や土地利用の高度化等の課題に対応した駅前

再開発等を通じて都市機能集積が図られてきた。郊外の人口成長が鈍化した近年では、従来の商業

や業務を中心とする都市開発の在り方だけでなく、文化形成や環境への配慮等の複合的な価値観に

基づく開発を行うことで、都市としての個性や魅力の創出を図る事例が増加している。 

 

３章 首都圏郊外における都市機能集積地の変容 

３章では、首都圏郊外における近年の人口動態および都市機能集積の変容実態を明らかにするた

め、小地域統計の分析を中心に人口、商業、従業機能の動向を把握した。ここで得られた結論とし

て、駅勢圏外で人口が減少傾向にある反面、駅勢圏内で著しい人口増加が確認された。これは既往

研究で把握された郊外居住者の移住志向と整合することから、今後も駅勢圏内への人口流入が続く

のではないかと推測される。しかし、業務・商業機能はこれと正反対に、駅勢圏内で停滞あるいは

減少傾向にある反面、駅勢圏外の市街化調整区域型で著しく増加傾向にあることを示した。 

そこで、商業統計調査の町丁目単位集計を公表しているさいたま市を対象として、人口・業務・

商業機能の詳細な分析を行った。分析の結果、人口や商業の動態は首都圏全体の傾向と概ね同じ特

徴が確認された。特に、本来商業を集積すべき駅前商業地区で人口増加が顕著である反面、小売業

売場面積や年間商品販売額が低下していることから、駅前商業地区における人口増加が商業の活性

化に必ずしも寄与していないことが明らかとなった。駅前商業地区における住宅開発の増加は都市

集約化の観点から好ましく評価され、また中心市街地活性化の観点から積極的に推進されてきた背
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景を持つ一方、後者については必ずしも効果を上げていないと言える。これは、地方都市と郊外都

市における都市政策の考え方の最も大きく異なる点として指摘される。 

 

４章 首都圏郊外における超高層集合住宅の立地特性 

４章では、郊外都市における近年の特徴的な開発動向として、都心と同様に超高層集合住宅の開

発が増加している実態を明らかにした。そもそも大都市圏郊外を対象として超高層集合住宅の開発

動向を整理した資料が存在しなかったことから、本論では既存の資料等を統合およびヒアリング調

査によって情報を補完し、首都圏全体の超高層集合住宅の立地に関する網羅的なデータベースを新

たに作成した。作成されたデータベースに拠ると、首都圏の超高層集合住宅のうち約３割が郊外に

立地すること、郊外では都心と異なり大規模跡地に立地する場合が少なく、敷地を統合する形で超

高層集合住宅の開発が行われる場合が多いこと、また都心へのアクセス性を重視した立地傾向が強

いことが分かった。 

また、その立地動向をより詳細に見ると、跡地利用型では駅から遠く、指定容積率が低い多少不

利な条件下でも建設される傾向にあり、一方の敷地統合型では駅から 370m 圏内に立地が集中し、

指定容積率も 400%以上の商業系地域に立地する場合が殆どである。2008 年以降は新規開発数が減

少傾向にあるものの、高度に都市機能が集積した地区では立地が増加する傾向にあり、市街地再開

発事業を通じて建設が進んでいることから、今後高度経済成長期に形成された空間ストックの再々

開発を迎える際に、こうした地区で超高層集合住宅の開発の増加が予測される。 

ただし、超高層集合住宅建設による立地自治体への人口増加効果については疑問視された。本論

で実施したアンケート調査の結果によると、入居者の約５割が市内移住、約８割が県内移住者であ

ることから、超高層集合住宅の需要は近隣からの移住者が中心であり、自治体単位の人口増加効果

は大きくないと見られる。また、居住者の継続居住意向が低く、高齢居住者が多いことを踏まえる

と、近い将来に転売や住宅相続によって居住者の入れ替わりが生じることが見込まれる。こうした

傾向は分譲集合住宅の管理運営の安定性を損ないかねない極めて重要な課題であり、今後居住者の

入れ替わりによる空室化等の動向を注視する必要がある。 

 

５章 郊外駅前商業地区の住商混合化の課題 

５章では、４章の分析で導出された居住環境に関する課題についてより詳細に分析を行うため、

首都圏郊外の駅前商業地区 80 地区を対象に、住宅建設の動向と居住環境整備の実態を調査した。 

居住者層の変化を世帯動向に着目して分析した結果、郊外駅前商業地区では単身世帯層、高齢者

を含む世帯層の増加が著しいこと、子どもを含む世帯は増加と減少に分かれること、こうした世帯

増が中高層住宅の供給によって生じていることが把握された。また、世帯動向に対応する公共的施

設整備の現状についてテレポイントデータを用いて分析したところ、医療施設や幼児教育施設につ

いては望ましい水準以上に整備が行われている地区が多く、高齢者福祉施設も増加傾向にあった。

これらは広域利用者が想定される施設であり、駅前に高度に集積することは都市集約化の観点から

望ましい傾向にあると言える。しかしながら、近隣居住者を主な利用者と想定する公園や小中学校
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については十分な整備が進んでおらず、既存ストックに対して居住者が過剰化する現状にある。こ

うした点を改善していくため、①複合市街地型の公共的施設整備の検討、②住宅建設と連動した公

共的施設整備の推進の２点が検討課題として挙げられる。 

 

６章 文化形成の場としての郊外中心地 

６章では、千葉県柏市の中心市街地である柏駅周辺を対象に、郊外中心地における文化形成の場

の発展プロセスとその意義の検討を行った。 

柏は戦後の郊外化現象に伴って急激に発達した都市であり、多くの郊外都市と同様に顕著な歴史

性を有さず、文化的資源や地域個性に乏しい点が問題視されていた。そこで、1990 年代以降の中心

市街地活性化に当たって地域文化の創出を図るため、柏駅周辺を訪れる地域外の人々を積極的に資

源として位置付け、その活動を内部に取り込んでいった。実際に柏駅周辺の地域活動の実態を整理

した結果、特に 2000 年代後半以降は市外の居住者が地域活動に参画し、活動内容が多様化してい

ったことを本論では明らかにした。ここで重要なことは、柏駅周辺の商業等に関わるステイクホル

ダーでない部外者の参画を許容する態度が地区全体で共有されていたことである。こうした姿勢は

今後のまちづくりの方針を示した「柏駅周辺まちづくり憲章」にも取り入れられており、柏駅周辺

のまちづくりに関わる行政、商業主、その他民間主体に根付いた共通的価値観であると考えられる。 

また、柏では、主に駅前広場や駅前通り等のストリートにおいて地域活動が行われているが、こ

うした公共空間の活用を容易とするために、官民連携の下で独自のルールやマネジメント体制が構

築されてきた。本章ではダブルデッキおよびウッドデッキにおける利活用とマネジメントのスキー

ムを調査し、利活用実績等よりその効果を分析した結果、現在は多様な主体によってこの空間が活

用されている実態を把握した。これによって柏では「商業のまち」から「音楽のまち」「若者のまち」

へと新たに地域文化を形成することに成功し、今日では数多くのイベント利活用や日常的な音楽演

奏が駅前空間で展開されるようになった。 

従来の商業中心の市街地から多様な主体による場づくりの拠点へと転換した柏の考え方は、文化

的資本に乏しい郊外中心地が地域個性を創出していくための戦略として評価される。柏の実践例に

見たように、郊外中心地はいまや単なる「最寄りの繁華街」であるだけでなく、郊外居住者の地域

活動を促進し、以て郊外に文化形成を図るインキュベーターとしての役割も期待されると言える。 
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7-2 郊外の中心地の変容実態と都市計画の課題 

 

本研究では、大都市圏郊外に形成されてきた中心地の機能変容の実態について包括的に議論する

ことを目的として、各調査・分析を行ってきた。本節ではこれまでの知見を総合し、その機能と今

日の変容実態を整理すると共に、都市計画の観点から郊外縮退期における中心地の役割の再定位お

よびその実現の為の課題を提示する。 

 

7-2-1 ミクロレベルにみる郊外中心地の空間変容 

 

(1) 反転と混合 

鉄道利用率の高い我が国首都圏郊外では、多くの場合鉄道駅を中心に都市機能集積地が発達し、

その外側に郊外住宅地が開発される、同心円状の空間秩序が形成されてきた。しかしながら、３章

で明らかにしたように、近年は鉄道駅周辺に集積していた商業・業務機能が駅勢圏外へと拡散し、

代わって住宅が駅勢圏内へと集積しつつあることから、郊外都市の空間秩序が「反転」しつつある

と考えられる。地方都市における中心市街地の空洞化が住宅、商業、業務の流出によって生じるの

に対し、郊外中心地では商業、業務が駅勢圏外へと流出する一方で都心へのアクセス性の観点から

住宅需要が依然高く、住宅開発によって市街地更新が進むことが特徴である。そのため、空地やシ

ャッター商店街等の視覚的な形で中心市街地の衰退が現れ難いと言える。 

こうした空間秩序の反転により、中心地では住商混合化が進んでいる。住商混合化について、従

来の都市計画分野の研究では、住宅中心の地区に商業用途の建物が増加することによる居住環境悪

化という観点でアプローチしてきたが、今日の郊外ではこれと反対に、商業地区において住宅開発

がスポット的に生じることで混合化が進行している。都市集約化や公共交通指向型開発の観点から

望ましい傾向にあると言えるが、その実態を５章で詳細に分析した結果、住宅の増加に伴う居住関

連施設の整備は一部に不十分な点が確認された。特に都市公園は、居住者の増加に対して整備標準

を大きく下回る現状にあることが指摘されたように、非計画的な住商混合化の進展は市街地環境の

質的な悪化を招くことが懸念される。 

 

(2) 多核化から弱核化へ 

次に、上記の「反転」と「混合」が大都市圏構造に与える影響について考察する。 

大都市圏郊外の変容は、まず都心からの人口流出によって郊外の人口増加が生じ、その後に居住

者向けのサービスが都心から分散することで低次の都市機能集積が発達するというプロセスを経る。

これは経済地理学の中心地理論より定説化してきた大都市圏構造変容の基本的な発展段階であった。

首都圏の人口が右肩上がりだった時代には、地理学による研究を中心に郊外が「多核化」へ向かう

とする論説が主流であり、今日でも依然として郊外の就業者数が都心の就業者数を上回っているこ

とを論拠に多核化が進展しているとされている。多核化に代わる大都市圏構造の変容モデルは未だ

提示されていない。 
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これに対して、本論では郊外をミクロレベルで分析した結果、上記の反転と混合という２つの傾

向を得ることが出来た。すなわち、郊外の中心地で商業、業務機能の衰退が見られることから、大

都市圏レベルでは、これまでの多核化に対して「弱核化」に転じていることを示唆するものと考え

られる。さらに、３章では、駅勢圏内における人口増加が必ずしも小売業の売場面積や年間商品販

売額の増加に繋がらないことを明らかにした。４章のアンケート調査では、居住者の一部購買行動

に向都心的な傾向が確認されることを示した。住宅開発による土地利用の高度化は駅前の都市機能

集積の発達に貢献するように思われていたが、実際には都心へのアクセスの良さを活かして地域外

への購買行動流出を促す側面も持っている。これは、強い吸引力を持つ都心に隣接する郊外都市で

あるからこそ見出された課題であり、郊外の弱核化を進める１つの要因であることが指摘される。 

 

(3) 弱核化から多様核化へ 

弱核化は負の影響だけでなく、商業・業務を主とする中心地計画像の方向転換を促し、多様な機

能を複合化する契機となった。これまでの郊外中心地論では、「住む」「買う」「働く」の３つを満た

すことが郊外の自立に繋がるとする暗黙の前提を置いたが、社会全体がある程度豊かになりライフ

スタイルが多様化した今日では、上記３点に加えて「憩う」ことの重要性が大きくなっている。か

つて東急や小田急等の私鉄による沿線開発では、レジャー施設を開業することで郊外居住者の「憩

う」の需要を満たしていたが、今後は団塊世代の定年退職による郊外への生活回帰が予想され、ア

クティブシニアの需要を満たすことが重要になる。そうした点からも、６章で見たように、郊外中

心地に様々な人びとが集積する文化サロン的な場として、郊外居住者の「志縁」活動のフィールド

を形成することの意義は大きい。 

この意味で、弱核化は「多様核化」と表現することも可能であろう。以下に示す通り、多様核化

は郊外中心地の新たな発展の方向性を示すものとして評価すべき点を持つ。 

第１に、商業や業務を主機能と考える旧来的な中心地像に代わる、多様な郊外中心地の選択肢を

提供する。従来通りに商業や業務床の創出を通じた高次な都市機能集積の発達を目指す業務核都市

の中心地もあれば、商業・業務のこれ以上の集積が望めない地区では住宅開発にシフトし、居住者

向けの環境整備に特化する中心地があっても良いだろう。むしろ、都心と郊外駅前商業地区、郊外

ロードサイドのそれぞれに異なるタイプの商業が集積することで、それぞれの棲み分けが可能にな

る。例えば、高級品や贅沢品の買い物は都心へ、日々の買い物は駅前商業地区へ、日用品や食料品

等のまとまった買い物は週末に自動車を利用してロードサイドへ、といったように。鉄道利便性に

優れた大都市圏郊外では、必ずしも全ての地区に商業・業務集積が発達する必要は無く、近隣の中

心地や都心と機能を相互補完することで、地区の身の丈にあった都市機能集積へ方向転換を図るこ

とが可能である。 

第２に、多様な主体が中心地に活動フィールドを持つことで相互に交流を図り、地域活動の活発

化が促される。居住者と商業者との連携による新たなコミュニティ形成の可能性が期待され、これ

まで供給者と消費者の関係で取り結ばれていた商業主と郊外居住者らが同じ生活空間を持つように

なり、地域の課題解決や文化形成へ向けて連携関係の醸成が期待される。 
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7-2-2 郊外中心地の今後の課題 

 

次に、上記で示した郊外中心地の機能的変容の方向性を踏まえて、郊外中心地で懸念される今後

の都市計画の課題を考察する。 

 

(1) 郊外中心地の新陳代謝の低下への懸念 

３～５章で見たように、郊外中心地の商業・業務用途開発から住宅開発へ転換が進むこと、特に

土地利用を高度化する為に中高層の集合住宅が増加することで、郊外駅前一等地の区分所有化が進

んでいる。本来鉄道駅周辺は多くの人々が行き来する極めて公共性の高い都市空間であるため、そ

の土地利用は多くの人々の生活利益に繋がる機能を誘導することが理想であり、また時代のニーズ

に伴ってその用途も更新されていくべきである。しかし、分譲方式の中高層集合住宅開発の増加は、

こうした機能誘導の余地を狭めることに繋がりかねず、郊外中心地の土地利用について、将来的な

新陳代謝を妨げることが懸念される。 

市場経済に任せた「焼畑的」1)な住宅開発をどこまで許容すべきだろうか。用途地域に基づく従来

の中心地像を踏襲するのであれば、用途地域上の商業地域における住宅立地に一定の制限を設ける

ことで、将来的な土地利用の更新可能性を確保することが望ましい。しかし、本論で繰り返し述べ

てきたように駅勢圏内の商業・業務床需要が低迷する今日、いたずらな開発制限は市街地更新を停

滞させかねない。こうした都市計画の課題は郊外中心地だけでなく我が国全体に共通する課題でも

あり、根本的な解決策は未だ見当たらないものの、少なくとも土地所有の点について改善の余地が

あるとすれば、賃貸住宅による住宅開発誘導を積極的に検討する必要が挙げられる。 

 

(2) 流動性の高い中心地づくり 

４章のアンケート調査や５章の統計分析で見たように、郊外中心地では高齢の住宅取得者が多く

なっている。これは、郊外で持ち家を取得した団塊世代が、エンプティネスト化して持て余した自

宅を売却し、より生活利便性の高い近隣の中心地へと移住する為である。高齢移住者が多いことに

よって、中心地では今後極めて早いサイクルで空室化や住宅相続の問題を生じることが想定される。 

こうした事態に対処する為にも、中心地の住宅ストックを活かす、活発な住み替えを喚起するマ

ネジメント体制の構築が必要になると考えられる。例えば、千葉県佐倉市のユーカリが丘地区では、

デベロッパーの㈱山万によって、ライフステージに応じて戸建住宅から駅前集合住宅への近距離移

住を可能とする「ハッピーサークルシステム」等のサービスが用意されている。同サービスでは、

ユーカリが丘地区内で住み替えを行う場合に限り、居住する分譲住宅を山万が査定価格の満額で買

い取ることによって、子どもの独立等による家族構成の変化に合わせた地区内移住を可能としてい

る。本サービスは地付きのデベロッパーが一体的に開発を行う地域であるから機能する側面がある

ものの、近年は横浜市内と東急電鉄が東急田園都市線沿線で実施している「次世代郊外まちづくり」

でも同様のサービスが開始されている。デベロッパーと自治体の連携の下、中心地とその周辺住宅

地の住み替えを誘導するタウンマネジメントの構築が長期的には望まれる。 
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(3) 住商各主体の連携とマネジメント体制の構築 

地区内居住者の増加は、郊外中心地のまちづくりの方向性を転換する可能性を秘める。これまで

中心市街地活性化のスキームでは、行政、地権者、地元商業者が主体として活動し、住民は来訪者

として位置付けられることが多かった。しかし、商業の衰退と共に住商混合化が進展しつつある今

日では、中心地の新たな活力として居住者の地域参画を促すことが重要になると考えられる。 

課題は、主体間を繋ぐ媒介役を如何に形成するかである。５章で見たように、郊外中心地におけ

る新規移住者の多くは中高層集合住宅に居住しており、コミュニティ形成を図ることは容易でない。

柏では UDC2 が媒介役を担うことが期待されているように、行政、商業、住民の各立場を理解する

専門知識を有したマネジメント役の存在が必要になると考えられる。 
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7-3 今後の展望 

 

7-3-1 郊外論から「郊外都市論」へ 

 

ここまで、本論で得られた知見に基づき、中心地の機能的変容とその意味、課題について考察を

行ってきた。これらは、いわば郊外中心地という「図」への言及である。「図」の変化は、郊外の「地」

の部分にどのような変化をもたらすのだろうか。 

１章で整理したように、山崎ら 2)や佐藤ら 3)の実施したアンケート調査では、首都圏郊外居住者

の移住志向として近隣駅勢圏内移住を希望する傾向が強いことが示された。そして、本論ではこれ

ら研究の分析通りに、郊外中心地における住宅供給の増加が郊外内住替えによる高齢者の移住を喚

起することが確認された。これは裏を返せば、移住コストを負担できる裕福な高齢世帯が交通面や

日常生活面でより利便性の高い中心地へ移住する反面、相対的に所得階層の低い人々が利便性の低

い郊外住宅地に取り残されている可能性を示唆している。また、拡大再生産することで住宅を増殖

していった郊外化のプロセスでは、通勤距離等の物理的制約による住宅供給の限界点があったもの

の、土地に関しては無限に存在することが前提であった。これに対して、郊外中心地では土地の有

限性から住宅供給が早晩上限に達するものと考えられる。中心地における分譲住宅の増加は、富裕

な居住者層による中心地の土地の所有化を導き、居住階層の固定化に繋がることが懸念される。 

従来の郊外論では、中流ホワイトカラー層を中心とする均質な社会・空間構造を郊外の特徴とし

ていたが、今日の首都圏郊外では、居住地移動に伴って郊外内での社会分化が進行していることが

上記より示唆される。この構図は、今日の都市再生に伴う都心の超高層マンションの増加に代表さ

れるジェントリフィケーションと通底しており、郊外が成熟する中で、都心で生じる問題が小規模

ながら郊外でも同様に生じうることを示している。 

郊外は今や一様の社会的空間ではなく、「中心地」と「周縁」に分化されつつある。このことを踏

まえると、従来の郊外論の枠組みのように「都心」と「郊外」を単純化して対比的に捉えることは

適切でないように思われる。むしろ、今後は郊外を１つの実態的な都市、すなわち「郊外都市」と

して捉え、その空間的、社会的変容の実態を論じていく必要があると言えるだろう。 

 

7-3-2 今後の研究課題 

 

最後に、今後に残された研究課題を提示する。 

 

①郊外中心地の住宅地化がもたらす影響の検証 

従来の大都市圏郊外における居住形態は、持ち家の戸建て住宅や公営団地における居住を中心と

してきたが、本論で示したように、近年は超高層集合住宅が駅周辺に増加しつつある。こうした住

宅供給の変化が首都圏郊外における生活構造にどのような影響を与え得るか、その把握は不十分で

ある。４章で行ったアンケート調査についても、調査対象が特定地区の超高層集合住宅居住者に留
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まることから、一般性を有した結果を得ているとは言い難い。 

本成果を踏まえて今後更に検討を進める必要がある。 

 

②商業動態の詳細把握 

３章では商業統計を用いることで産業中分類による商業動向を把握することが出来た。しかしな

がら、近年首都圏郊外において立地数の増加が著しい「その他小売業」については、その内訳が不

明瞭のままである。こうした点をより細分化するためにも、今後電話帳データ等の活用によって詳

細な立地動向の把握を行っていく必要がある。 

 

③比較大都市圏研究の必要性 

本論では我が国最大の都市圏である首都圏の郊外を対象として研究を行ってきたが、本研究で得

られた知見をより深めていくためには、京阪神圏や中京圏といった他の大都市圏、あるいは札幌、

仙台、福岡のような地方都市圏との比較都市研究的視点を通じて、より多角的に分析を行っていく

必要がある。特に地方都市圏では、三大都市圏ほどに鉄道利用率が高くなく、郊外都市の発達パタ

ーンが異なるものと想定され、今後検討が必要である。 
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調査票見本（４章アンケート調査） 

 

問１）お住まいの住宅の使い方について、該当する選択肢すべてに○をつけてください。 

①日常居住用（分譲） ②日常居住用（賃貸） ③投資用  ④事務所用  ⑤その他（        ） 

 

問２）現在の住宅を購入した理由について、当てはまる選択肢すべてに○を、特に重視したもの１つについて

は「◎」をつけてください。 

①交通利便性を重視して          ②まちが賑わっており日常生活に便利だから 

③職場が近くにあり便利だから       ④地域の景観や雰囲気にひかれた 

⑤住宅周辺の教育環境が整っている     ⑥部屋のタイプや間取りが手頃だった 

⑦購入価格帯が丁度良かった        ⑧管理・防犯システムが充実している 

⑨建物・住居設備が充実している      ⑩住宅周辺の医療福祉環境が充実している 

⑪近くに親族・知人が居住している     ⑫その他（                ） 

 

問３）今後、他地域への転居を予定しているかどうか、該当する選択肢１つに○をつけてください。 

①今後、転居するつもりはない   ②転居を考えている   ③未定である 

 

問４）日常生活について伺います。下記の買い物等の日常行動について、それを行う場所で該当するすべて
、、、

の

項目に○をつけてください。また、その中でも特に頻度の高い項目には「◎」をつけてください。 

 行動（何をする） 

食料品等の 

日常的な 

買い物 

衣料品等 

の買い物 

その他 

趣味の 

買い物 

家族、友人

との外食 

休日の 

余暇活動 

場
所
（
ど
こ
で
） 

Ａ駅周辺 

百貨店      

コンビニやスーパー      

商店街      

Ａ駅から 

少し離れ

た地域 

国道沿いのショッピングモール      

近隣Ｂ駅周辺      

近隣Ｃ駅周辺      

それ以外

の地域 

千葉県内の他地域      

埼玉県内の地域      

茨城県内の地域      

東京都内（Ｄ線沿線地域）      

東京都内（私鉄Ｅ線沿線）      

都内（上記沿線以外）      

その他 その他（        ）      
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問５）現住宅近隣の評価について伺います。転居前にお住まいだった地域と比較して、 

どのように感じていますか。下記項目で、該当する選択肢１つに○をつけてください。 

買い物の利便性 ①満足  ②まあまあ満足  ③変わらない  ④やや不満  ⑤かなり不満 

公共施設の充実度 ①満足  ②まあまあ満足  ③変わらない  ④やや不満  ⑤かなり不満 

医療施設の充実度 ①満足  ②まあまあ満足  ③変わらない  ④やや不満  ⑤かなり不満 

まちの清潔感 ①満足  ②まあまあ満足  ③変わらない  ④やや不満  ⑤かなり不満 

公園や緑地などの環境 ①満足  ②まあまあ満足  ③変わらない  ④やや不満  ⑤かなり不満 

総合的な生活満足度 ①満足  ②まあまあ満足  ③変わらない  ④やや不満  ⑤かなり不満 

※「近隣」とは、ここでは「自宅より徒歩 10 分以内」とします。 

 

問６）現住宅近隣の環境について、良いと思う点と、改善が必要な点を記入して下さい。 

良い点                      改善が必要な点 

 

 

問７）以下の項目について、該当する選択肢１つに〇をつけてください。 

ご回答者 ①世帯主  ②世帯主の配偶者  ③それ以外（          ） 

ご家族構成 ①独居  ②夫婦のみ  ③夫婦と子ども  ④二世帯  ⑤その他（         ） 

同居人数 （    ）人、うち 18 歳以下の子どもの人数は（    ）人 

世帯主の性別 ①男性  ②女性 

世帯主の年齢 ①20 代  ②30 代  ③40 代  ④50 代  ⑤60 代  ⑥70 代  ⑦80 代以上 

世帯主の職業 
①自営業  ②会社員  ③会社役員  ④公務員  ⑤自由業  ⑥専門職 

⑦無職（年金受給者含む）  ⑧その他（                    ） 

世帯主の勤務地 
①Ａ駅周辺（現住所から徒歩圏内）  ②市内他地区  ③その他の千葉県内（    市） 

④東京都内  ⑤自宅  ⑥就業していない  ⑦その他（            ） 

同居する 

18 歳以下の方 

①いない  ②いる → 「いる」場合は、選択肢より当てはまるものをご記入下さい。 

１人目（   ）、２人目（   ）、３人目（   ）、４人目（   ） 

A：未就学   B：幼稚園 / 保育園   C：小学校   D：中学校   E：高校 

自家用車の有無 ①所有している（   ）台  ②所有していない 

以前お住まい 

の地域 

①Ａ駅周辺（現住所から徒歩圏内）  ②それ以外の柏市内  ③近隣Ｆ市  ④近隣Ｇ市 

⑤近隣Ｈ市  ⑥千葉県内（    市） ⑦東京都（    区 / 市） ⑧その他（     ） 

以前お住まい 

の住宅タイプ 

①一戸建て（持ち家）  ②一戸建て（借家）  ③分譲マンション 

④賃貸アパート/マンション  ⑤公営公団住宅  ⑥その他（          ） 

以前お住まい 

の住宅の現状 

１つ前の設問で「一戸建て（持ち家）」「分譲マンション」とお答えの方のみ選択してください。 

①売却済み  ②賃貸中  ③親族が居住している  ④その他（            ） 
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図表リスト 

 
 
１章 序論 

 
図 1-1 世界の 28 メガシティの人口増減 
図 1-2 首都圏郊外（近郊整備地帯） 

 
２章 郊外中心地の発達とその背景 

 
図 2-1 首都圏の人口推移 
図 2-2 首都圏の自治体別人口増減率の変遷 
図 2-3 首都圏の従業者数の推移 
図 2-4 首都圏の小売業売場面積の推移 
図 2-5 首都圏の小売業年間商品販売額の推移 
図 2-6 主な街道と明治６年時点の人口 3,000 人以上の都市の位置 
図 2-7 国立駅周辺の変遷と航空写真 
図 2-8 第二次大戦前後の八王子駅周辺と戦災復興区画整理事業によるメインストリート 
図 2-9 第二次大戦前後の平塚駅周辺と今日の駅前風景 
図 2-10 多摩センターのイメージスケッチと今日の駅前風景 
図 2-11 市街地再開発事業の施行区域面積 
図 2-12 1929 年の柏駅周辺鳥瞰図 
図 2-13 1960 年代の柏駅周辺 
図 2-14 再開発前後の柏駅東口地図 
図 2-15 計画時の柏駅東口整備イメージと今日の柏駅東口 
図 2-16 越谷レイクタウンの俯瞰写真 
図 2-17 辻堂駅北口の様子 

 
表 2-1 首都圏郊外を前住地とする居住地移動人口の集計 
表 2-2 首都圏郊外の開発関連政策史・計画史 
表 2-3 明治６年時点の人口 3,000 人以上の都市 
表 2-4 戦前の郊外鉄道網の拡張過程 
表 2-5 首都圏整備計画の変遷 

 
３章 首都圏郊外における都市機能集積地の変容 

 
図 3-1 研究対象とする町丁目 
図 3-2 対象町丁目の類型化の方法 
図 3-3 「全機能集積」「住宅地区化」「都市機能集積化」「縮退化」の分布 
図 3-4 さいたま市の市域と鉄道・幹線道路網 
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図 3-5 さいたま市の用途地域および駅勢圏 
図 3-6 さいたま市の町丁目単位にみる人口・従業者数の増減 
図 3-7 小売業中分類別の事業所数の増減 
図 3-8 東京都市圏ＰＴ調査による地域間総トリップ数の増加量 

 
表 3-1 地区類型別の平均人口増加率と人口増加町丁目数 
表 3-2 人口変化率と地区類型によるクロス集計 
表 3-3 地区類型別の平均従業者数変化率と従業者数増加町丁目数 
表 3-4 全従業者数増加率と地区類型によるクロス集計 
表 3-5 地区類型別の平均商業従業者数増加率と商業従業者増加町丁目数 
表 3-6 商業従業者数増加率と地区類型によるクロス集計 
表 3-7 人口増減、従業者数増減に基づく変化のパターン化 
表 3-8 地区類型別の小売業売場面積および年間商品販売額の変化 
表 3-9 地区類型別にみる小売業中分類別の事業所数の増減 

 
４章 首都圏郊外における超高層集合住宅の立地特性 

 
図 4-1 郊外鉄道駅前の超高層集合住宅（川口駅、ひばりヶ丘駅） 
図 4-2 首都圏における超高層集合住宅建設の動向 
図 4-3 首都圏における超高層集合住宅の竣工年代別の立地 
図 4-4 １棟当たりの戸数の推移 
図 4-5 郊外鉄道路線・最寄り駅別にみる超高層集合住宅立地数 
図 4-6 最寄り駅の乗降客数と超高層集合住宅の周辺立地数 
図 4-7 超高層集合住宅の従前土地利用の類型 
図 4-8 首都圏郊外における開発タイプ別の超高層集合住宅の累計立地数 
図 4-9 各跡地別の超高層集合住宅竣工数の推移 
図 4-10 クラスター分析によるデンドログラム 
図 4-11 最寄り駅からの距離に見る超高層集合住宅の累計立地数 
図 4-12 クラスター別の超高層集合住宅竣工数の推移 
図 4-13 居住者の属性 
図 4-14 前住地および前住の住宅タイプ 
図 4-15 移住の動機 
図 4-16 前住地と比較した現住地周辺環境に対する満足度 
図 4-17 現時点での転居の意向 
図 4-18 世帯主の職業と勤務地 
図 4-19 日常生活行動とその行き先 
図 4-20 自動車の所有の有無 
 
表 4-1 都市開発諸制度別にみる超高層集合住宅建設数 
表 4-2 開発タイプ別の超高層集合住宅立地数 
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表 4-3 人口・従業者データの出典 
表 4-4 跡地タイプ別の各指標の平均値 
表 4-5 各クラスターの指標平均値 

 
５章 郊外駅前商業地区の住商混合化の課題 

 
図 5-1 対象地区 
図 5-2 世帯と商業集積の変化率 
図 5-3 世帯構成別世帯数の増減率 
図 5-4 核家族世帯の増減率 
図 5-5 単身世帯の増減率 
図 5-6 住宅タイプ別世帯数の増減率 
図 5-7 住宅所有タイプ別世帯数の増減率 
図 5-8 各施設数の増減 
図 5-9 各地区の住民１人当たりの公園整備水準 
図 5-10 各地区の学齢期人口１人当たりの小中学校整備水準 
図 5-11 各地区の幼児１人当たりの幼児教育施設水準 
図 5-12 各地区の住民１人当たりの医療施設水準 
図 5-13 各地区の高齢者１人当たりの高齢者福祉施設水準 
図 5-14 柏駅周辺の世帯数推移 
図 5-15 柏駅周辺の住宅開発 
図 5-16 柏駅周辺の土地利用の変化 
図 5-17 柏駅周辺の公共施設分布とその整備水準 
図 5-18 本八幡駅周辺の世帯数推移 
図 5-19 本八幡駅周辺 
図 5-20 本八幡駅周辺の土地利用の変化 
図 5-21 本八幡駅周辺の公共施設分布とその整備水準 

 
表 5-1 各象限に含まれる地区 
表 5-2 柏駅周辺の住宅開発と従前土地用途 
表 5-3 本八幡駅周辺の住宅開発と従前土地用途 

 
６章 文化形成の場としての郊外中心地 

 
図 6-1 柏駅周辺俯瞰写真 
図 6-2 駅前広場を使ったイベントの様子 
図 6-3 柏駅東口の地図 
図 6-4 文化プログラムによるイベントの様子 
図 6-5 ストブレ主催のイベント「手づくりての市 拡大版」 
図 6-6 本まっち柏 
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図 6-7 Kashiwa Music Sun 
図 6-8 アートラインかしわ 
図 6-9 柏駅東口駅前広場の俯瞰写真 
図 6-10 ストリートミュージシャンによる演奏 
図 6-11 「柏ルール」のスキーム 
図 6-12 柏ルール登録件数推移 
図 6-13 ダブルデッキ平面図 
図 6-14 「柏駅東口交通広場デザイン改修計画」におけるダブルデッキ下部空間将来像 
図 6-15 ウッドデッキの変化 
図 6-16 ダブルデッキ上の利活用の様子 
図 6-17 柏駅東口駅前空間におけるマネジメントの変遷 
図 6-18 ＵＤＣ２の組織体系 
図 6-19 シビックプライドの創出に向けた UDC2 を中心とする活動 
図 6-20 柏における市街地整備と地域活動の展開 
 
表 6-1 柏駅周辺における市街地整備と地域活動の展開 
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あとがき 

 

いま振りかえると、私の人生は郊外で始まり、常に郊外と共にあったように思います。 

私は、1990 年に大阪府堺市のＵＲ団地で生を授かりました。そこで 10 歳までを過ごし、11 歳の

春に千葉県習志野市の津田沼駅付近のマンションへ転居しました。その後、千葉県船橋市の公立高

校を卒業して東京都国立市の一橋大学に通うこととなり、その在学時にはＪＲ中央線沿いの立川や

国分寺、武蔵小金井、吉祥寺を日常生活の拠点として４年間を過ごしました。19 歳の冬に千葉県鎌

ヶ谷市の現居宅に家族で転居したことを契機に千葉県北西部を日常生活圏とするようになり、23 歳

からは千葉県柏市の東京大学柏キャンパスに籍を移し、現在に至っています。もちろん東京都心に

出掛ける機会は日常的に多くありますが、それでも私の生活の重心は常に郊外にあり、一日の殆ど

をそこで過ごしています。 

大都市圏郊外で 28 年間を過ごした私は典型的な「郊外世代」ですが、実は、私の郊外人生におい

て自動車を利用する機会はそう多くありませんでした。家族で買い物に出かける際を除けば、電車

か徒歩で用事の済む場合が大半です。首都圏郊外では、自動車より電車の利便性の方が高いせいか

もしれません。私の両親も住居選びをする上で「家の広さ」よりも「鉄道駅に近いこと」を重視し、

今では自動車の処分を検討するほどに車離れした生活を送っていますが、それでも不便は全く無い

ようです。 

こうしたライフスタイルは、郊外居住者のエンプティネスト化による居住空間の小型化や、高齢

化による自動車離れに伴って今後一般化していく傾向のように思えます。しかしながら、これまで

の郊外研究では「郊外＝自動車と共に生きる社会空間」であることが暗黙の前提とされ、自動車離

れした郊外居住の在り方がすっかり抜け落ちており、私自身の実感との間に溝を覚えずにはいられ

ませんでした。今回の研究でこの点にどこまで迫ることができたか、書き上げたばかりの今はまだ

自己評価をできていませんが、「ポスト郊外化」については今後も私自身の研究テーマの１つとして

永く取り組んでいくことになりそうです。 

 

最後に、本研究の遂行に当たって御世話になりました方々に感謝を表します。 

本論文の主査である東京大学の出口敦教授には、大学院入学後５年間に渡ってご指導を賜りまし

た。社会学から転向してきた門外漢の一学生を先生が快く受け入れて下さったお陰で、今日の私が

います。また、研究においては、テーマが定まらず悩んでばかりいた私を刺激的なフィールドに送

り出して下さり、様々に鍛錬を積むことが出来ました。今後の研究者生活で以て、少しでもこのご

恩に報いることが出来るよう、引き続き研鑽を積んで参ります。 

本論文の副査を務めて頂きました工学院大学の野澤康教授、東京大学の岡部明子教授、村山顕人

准教授、清水亮准教授には、年末年始のご多忙な中にもかかわらず、事前の個別相談時や審査会の

席上で様々にご助言を賜りましたこと、改めて感謝申し上げます。私自身では到底思いもよらない

視点からご指摘やご助言を頂いたこと、また貴重な時間を頂いて郊外研究に関して議論させて頂け

たことは、私にとって大切な財産です。 



また、本論の構想に当たって、早稲田大学の山村崇助教、東京大学の西沢明特任教授、秋山祐樹

助教には様々にご助言を頂きました。研究構想も固まっていない状況で押しかけた一学生に懇切丁

寧に対応して頂きましたこと、この場を借りて改めて感謝申し上げます。 

４章の執筆に当たっては、全国市街地再開発協会の村岸元専務、藤井部長、北川主任研究員にご

支援を賜りました。特に北川研究員にはヒアリングや資料収集等でご尽力頂き、首都圏全体を網羅

する超高層集合住宅のデータベースを完成することが出来ました。厚く御礼申し上げます。 

６章の執筆に当たっては、柏駅周辺の皆様に多くのご支援やご助言を賜りました。特に、柏二番

街商店街の石戸様、佐藤様、柏市中心市街地整備課および柏市まちづくり公社の皆様、柏アーバン

デザイセンターの安藤副センター長と元スタッフの中澤様、細田真一・建築・都市計画研究所の細

田様には、修士課程の頃より３年以上に渡ってお世話になりました。調査資料の収集からヒアリン

グの段取りに至るまで多々ご助力頂きましたこと、御礼申し上げます。少しでも皆様のお力になれ

るよう、今後も精進して参ります。 

 

研究室の諸先輩方や同僚には日頃より親身にアドバイス等を頂き、研究活動を進める上で心の支

えとなりました。特に、山口大学の宋俊煥助教、横浜国立大学の三浦詩乃助教、同吉田宗人研究員、

King Abdulaziz 大学の Madah Rahif 先生には、当研究室をご卒業された後も頻繁にお会いし、様々

にご相談に乗って頂きました。ご卒業後にお会い出来ておりませんが、金令牙さん、Dyah Fatma

さん、Ryu Hyun Young さんを含め、身近に素晴らしい先輩方がいらっしゃったことは、私のこれ

までの人生において最も誇らしい財産の１つです。皆様は多方面でご活躍されており、既に後ろ姿

が見えない程に先へ進まれておりますが、先輩方に一刻も早く追いつけるよう精進して参ります。 

また、当研究室の大島耕平助教には、ソフトウェアや研究資材の調達等、調査研究を進める上で

多くのご協力を賜りました。大島助教や、博士課程在学生である井上龍子さん、高橋今日子さん、

青木公隆さん、丸上雄哉さん、小西美代子さんには、ドクターゼミやその他の機会を通じて議論を

させて頂き、研究を進める上で大いに刺激を頂きました。皆様は社会人ドクターや育児で多忙を極

める中でも各々の研究に精を出されており、お姿を拝見する度にそのバイタリティに感嘆しており

ました。研究に割く時間が限られる中で査読論文や博士論文を書き上げることは難しいかと存じま

すが、皆様の研究成果が良い実を結ぶことを願っております。 

査読論文等の英語での原稿執筆に当たっては、高橋今日子さんや既に卒業された Aurelia Stan さ

ん、シンガポール国立大学の Yap Yu Ming Winston さんにご助言を頂きました。また、研究室の後

輩にはアンケート調査の実施や原稿の校正等の点でご助力頂きました。将来有望で優秀な後輩ばか

りの研究室ですので、私も後輩に負けないように活躍していかねばなりません。 

本研究室以外にも、同専攻の地域社会学研究室に所属する望月美希さんには、日常的な議論から

原稿提出直前の最終チェックまで幅広くご助力を賜りましたこと、ここで改めて感謝申し上げます。

私より遥かに優秀な同期が身近に居たことで、私自身も負けじと頑張ることが出来ました。互いの

学問分野は異なりますが、学術的な議論からハシゴ酒に至るまで、今後も共に続けていくことが出

来ると嬉しいです。 



最後に。これまで 28 年間に渡って自由に生きることが出来たのも、全て家族の支えがあってのこ

とです。私と同じく首都圏郊外に暮らし、時に遠くから励ましの言葉を掛けてくれた姉と、私を生

み、育て、見守ってくれた両親、北九州市の郊外から常に心配して下さっていた祖母に心から敬愛

を表すると共に、今後は人生を掛けて少しずつ恩返しができるよう、自立した道を歩んで参ります。 

 

皆様、本当にありがとうございました。 

 

 

2018 年 1 月 31 日 

中野 卓 
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